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記号リスト

。 単位電気エネルギー当たりの電気料金。

anr 年金係数:すなわち割引率 yのときの n年間を通じての割引係数

の合計。

A 放射性物質の流入率または流出率。

Aik 封じ込め装置 hからの放射性核種 iの漏洩率。

A. 年聞に放出される可能性のある放射性核種 iの放射能。

b 単位体積の空気を循環し調節するために必要な電気エネルギー。

B ある行為の導入による正味の便益。

B(μw) 線量減衰係数 μの物質で作られた厚さ wの遮蔽体の線量ビルドア

ップ係数。

c 単位空気交換率当たりの換気設備の設置費用。

C三 C(∞)平衡状態にある空気中放射性物質濃度。

C(O) 空気中放射性物質の最初の濃度。

C(t) 時刻 tにおける空気中放射性物質濃度。

C 放射性物質の平均濃度。

CEi 排出側でのプロセス流中の核種 tの濃度。

C;(Q) 換気流量率 Qの状態における放射性核種 tの放射能の平衡濃度。

C1 流入側でのプロセス流中の核種 iの濃度。

Cnr 割引率 yと計画の寿命に相当する期間の数 nに関する資本回収係

数。

d 微分演算子。

di 放射性核種 1の投与量。
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D 除染係数。

Di 放射性核種 iに関する除染係数。

EEC ラドンの平衡等価濃度。

f システムが作動する時間割合。

ん 放射能を線量に変換する線量換算係数。

!t 該当する居在時間係数。

ん 被曝する人々のグループjの居在時関係数;グループjの中の個人

が線源からの放射線またはある環境からの汚染に被曝する時間割

A 
口。

!(H) リスクに対する嫌悪的な態度と固または管理上の規則とに依存する

個人線量の関数。

F 平衡係数。ラドンと平衡状態にある娘核種の全ポテンシャノレ αエネ

ノレギーに対するある与えられた娘核種濃度の全ポテンシャlレαエ

ネルギーの比。

F(S) 集団線量Sと最大年実効線量当量預託H本との定量的な関係を表

す関数。

九 放射能濃度を線量率に変換する線量換算係数(すなわち，空気中の

放射性物質の単位濃度当たりの，被曝する個人の受ける実効線量当

量率)，被爆する人々の平均年齢に対応した平均値と仮定する。

Fd， 経口摂取に関する線量換算係数!d0 

Fd，↓ 吸入に関する線量換算係数ん。

民 有害な影響 tの期待頻度。

ぁ 有害な影響 tの重篤度を表す係数。

gT 組織 Tに対する有害な影響の重篤度を表す係数。

G 損害。

GH 客観的健康損害。
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GH，! 一人の人に対する客観的健康損害。

h 高さ(遮蔽壁の)。

HE 臓器線量当量の合計すなわち実効線量当量。

HEi 吸入による実効線量当量。

HEf 経口摂取による実効線量当量。

Hgon 生殖腺の線量当量。

HL 該当する線量当量限度，または，その限度の一部分で，ある行為に

対する天井値として監督官庁により割り当てられた値。

H山 n 皮膚の線量当量。

Hthy 甲状腺の線量当量。

HT 組織 Tが受ける平均線量当量。

Hz(ω) 放射線防護レベル ωにおける個人の実効線量当量。

H* 最大年実効線量当量預託。

H 線量当量率。

HE 実効線量当量率。

HL 実効線量当量率の誘導限度で，この値を道守することは，該当する

線量限度，または，ある行為に対する天井値として監督官庁により

割り当てられた限度の一部分を遵守することが確実であることを意

味するもの。

Hu 最初の最小厚さの遮蔽体の外側表面と接した位置にある仮想的な被

照射体が受けるであろう最大実効線量当量率 (Hu主主HL)。

HE 平均実効線量当量。

HE 平均実効線量当量率。

He 1回の放射性同位体の投与および検査を行うことにより受ける平均

線量。

Henv 作業環境中の放射線レベルによる平均実効線量当量。
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Hp 患者に対する平均線量。

ある与えられた放射性核種。

J ある与えられた被曝者グループ。

J 坑道の単位面積当たりのラドンの発散率。

h 放射性物質のある与えられた封じ込め。

壁状遮蔽体の長さ。

t 放射線防護のある与えられたサブシステム。

L 坑道の長さ。

n n番めの事象:たとえば n年目。

N 個人の数。

Nj グループjの個人の数。

Np 患者の数。

N即 作業者の数。

N(HE) 線源からの実効線量当量の人口スペクトル。

N(HE)dHE HEから HE十dHEの範囲の実効線量当量を線源から受ける人

数。

ρ 坑道断面の周囲の長さ。

ρι 有害な影響 tの発生確率。

ρT 組織 Tに確率的影響が生ずる確率。

P 放射線防護の費用を除いたある行為の基礎生産費用。

Q 流量率(たとえば換気流量率，ガス流量率)。

Q。 最適換気流量率。

QL 最小限界換気流量率。この値を使用することは線量限度を遵守して

いることが確実であることを意味する。

rQ 流量率の増加割合。

rT 組織 Tの単位線量当量当たりのリスク係数。
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R 全身照射の結果としてある有害な影響を受ける(単位線量当量当た

りの)個人の総リスク。

Rh 暖房のための平均の一人当たりガス消費率。

Rc 炊事のための平均の一人当たりガス消費率。

Rnh 暖房および炊事以外の家庭内利用のための平均の一人当たりガス消

費率。

5i 核種 iの単位放射能当たりの集団実効線量当量預託。

5E 集団実効線量当量。

5E 集団実効線量当量率。

S主 集団実効線量当量預託。

5rE 期間 rの不完全集団実効線量当量預託。

50 最適化された放射線防護レベルに由来する集団線量。

t 時間。

t1， 1分間。

T ある与えられた組織。

U 目的関数。

V ある行為の導入による粗便益。

W 遮蔽の厚さ。

Wo 最適化された遮蔽の厚さ。

WT 全身が均等に照射されたとき組織 Tにおけるリスクの割合を表す

係数。

W 短寿命娘核種と平衡にあるラドンの単位放射能当たりに含まれるポ

テンシャル αエネルギー。

WL 作業レベル。鉛 210にまで崩壊する聞に1.3x105 MeVのαエネル

ギーを放出するような，空気 11中の短半減期のラドン娘核種の任

意の組合せと定義される。
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WLH 作業レベル時間。

WLM 作業レベル月。

WLY 作業レベル年。

X 放射線防護の費用。

Xa 放射線防護の年間費用。

Xc 放射線防護の初期資本費用。

XF 現在の価値 Xpが，ある与えられた利率で累積した将来の量。

X1 放射線防護の設置費用。

X。 放射線防護の運転費用。

Xp 放射線防護費用の現在価値。

Xs 設置される遮蔽の費用。

Xv 換気の費用。

Xv 遮蔽材の単位体積当たりの設置される遮蔽の費用。

X。 放射線防護の運転費用の率。

Y 損害の費用。

YH 客観的健康損害の費用。

Y1; Yz;… 損害のその他の成分の費用。

α 放射線防護の目的で単位集団線量に割り当てられた金銭的費用を表

すディ メンションをもった定数。

3 客観的健康損害以外のその他の損害の成分の単位当た りに割り当て

られた，金銭的費用を表すディメンションをもった定数。

y 割引率。

九 割引率 yにおいて n年目に適用すべき割引係数。

r ビルドア ップ効果を含む実効減衰係数。

。 偏微分演算子。

δ 除染ユニッ ト当たりの費用を表す定数。
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L1 有限な増分。

εα ポテンシャル αエネノレギー濃度。

eal' 1分間の成長時間が経過した後の，ラドンの単位濃度当たりのポテ

ンシャル αエネルギー濃度を表すディメンションをもった定数。

C 除染ユニットの交換頻度。

θ 直列に接続された除染ユニットの数。

放射線のある与えられた有害な影響。

x 平衡係数の算定に関係した種々の不確かさを考慮に入れるための

修正係数。

A 崩壊定数。

ん 核種 tの放射性崩壊定数。

μ 線量減衰係数。

υ ある環境または封じ込め装置の体積。

UD 減衰に用いられる体積。

2 除染ユニットの効率。

E 単位作業レベノレ当たりのラドン放射能濃度を決めるディメンション

をもった定数o

q n個の量の積を求める過程。

ρ 遮蔽体の外側表面において，集団内の個人が被曝する平均実効線量

当量率を最大実効線量当量率で割った商。

r ある放射線防護システムの寿命または放射線防護の目的の隔離時間。

rA，B システム A，Bの隔離時間。

6 坑道の断面積。

x 換気されている坑道中の空気の移動距離o

v 拘束関数。
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ω 放射線防護レベノレを表すパラメータ。

ω。 ωの最適値。

写 n個の量の和を求める過程。

S 理想的なインフレなしの通貨の単位。

US$ アメリカ合衆国のドル。



書

邦訳版への序

本書は ICRPPublication 37として刊行された， ICRP専門委員会4の報告

Cost -Benefit Analysis in the Optimization of Radiation Protection 

(Annals 01 the ICRP， 10.No. 2/3 (1983)に発表)

を， ICRPの了解のもとに翻訳したものである。

翻訳は，この報告書を作成した ICRP専門委員会4のメ ンバーである吉津康

雄教授の指導の下に，東京大学医学部放射線健康管理学教室の草間朋子氏が中

心となり，次の方々によって行われた:

伊藤成，岡村泰治，黒田隆，菅井研自，中川健朗

この原訳は，当協会の ICRP勧告翻訳検討委員会による検討と他の刊行物と

の訳語の調整が行われて成文となった。

この報告書は，放射線防護に費用一便益分析を用いることの原則と適用例を記

している。利用にあたっては，次の 2点が本文中で強調されていることに注目

されたい。

(1) 費用便益分析はいろいろな最適化手法のうちの一つであり，このほかに

も定性的または定量的手法が用いられていること。

(2) 報告書の本文，付録，および付録への補遺で使われている多数のパラメ

ータのそれぞれの数値は，あくまでも例示にすぎず，代表値でも なく ，

ICRPが推薦する値でもないこと。

この報告書は他の多くの ICRP刊行物とはその性格が異なっており，邦訳に
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はかなりの困難を伴うものであったが，たいへんな努力で、翻訳して下さった上

記の方々に厚く感謝する。

昭和 60年 7月

ICRP勧告翻訳検討委員会

日本アイソトープ協会

ICRP勧告翻訳検討委員会

委員長田島英二(立教大学名誉教授)

副委員長浜田 達二(日本アイソトープ協会)

委 員伊沢正実(日本原子力発電側)

古賀佑彦(藤田学園保健衛生大学)

小林定喜(放射線医学総合研究所)

高橋信次(愛知県がんセンター) (昭和 60年 4月逝去)

富永 一郎(日本原子力研究所)
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( 1 ) 

序

1978年 5月，国際放射線防護委員会 OCRP)は，線量制限体系の一部である

最適化という要件の適用の原則と方法に関する文書を作成するため，専門委員

会 4の課題グループを指名した。この課題グループの構成員は次のとおりであ

った:

専門委員会 4より

A. J. Gonzalez (委員長)

O. Ilari 

J. O. Snihs 

主委員会より

D. J. Beninson 

H. J. Dunster 

委員会以外からの専門家

R. E. Baker 

M. J. Clark 

R. Coulon 

課題グループにとっては，何人かの科学者との議論がためになった。とくに

以下の人々の協力に感謝する:

J. H. E. Carmichael ;医療被曝についての例を作成し， ICRP専門委員会 3

との連絡を保った。

L. FrittelliおよびA.Tamburrano ;緊急事態と対策について助言した。

H. Jammet， B. Lindell， D. Mechali， F. Morley，および F.D. Sowby;課題

グループの何回かの会議にオブザ?ーパーとして出席した。



( 2 ) 

課題グループは，その作業を成し遂げるために，パリ (1978)，ウィーン(1979)，

イスプラ (1979)，最後はブエノスアイレス (1980)において，都合 4回の会合

を聞いた。委員会は，経済協力開発機構原子力機関，原子放射線の影響に関す

る国連科学委員会の事務局，欧州共同体委員会の共同研究センター，およびア

lレゼ、ンチン原子力委員会がこれらの会議の支援をしてくれたことに感謝する。

課題グループの作った文書の清書原稿の作成にあたった Floreal Martinez 

Nunez氏に特別の謝意を表する。

ICRP専門委員会 4は，パリ (1979)およびブライトン (1980)で開催された

会議で，この課題グ、ループの文書を検討し， 1980年ノfリで開催された会議でそ

の報告書を採択した。そのときの専門委員会 4の構成員は次のとおりであっ

7こ:

H. Jammet (委員長) E. Kunz J. O. Snihs 

R. M. Alexakhin D. Mechali S. D. Soman 

R. M. Fry D. W. Moeller R. Wilson 

A. J. Gonzalez F.恥1:orley B. C. Winkler 

O. Ilari H. Muth Y. Y oshizawa 

ICRP専門委員会 4の会議には，国際原子力機関から H.Daw，世界保健機関

から E.1. Komarovが出席した。

専門委員会によって採択された技術文書は，次の二つの点から成っていた:

( i ) 費用ー便益分析を用いた放射線防護の最適化のための技術的方法の提

示(報告書の B章参照):および，

( ii ) 代数的例および数値的例を含めて，これらの方法の実際的な使用に関

する議論(報告書の C章および付録と補遣を参照)。

この文書は，東京 (1981)およびイーストボーン (1981)の会議で委員会によ

って検討された。委員会はこの技術文書を採択したが，これに概論的な文章を

付け加えるべきであると考えた。そこで，委員会は，委員会の科学幹事，専門



( 3 ) 

委員会4の委員長，および課題グループの委員長と協力して，費用便益分析を

放射線防護の最適化において使うことに関する一般的考察について記した文章

を作成する責任を負うように.D.]. Beninsonに依頼した。この新しい文章は委

員会によって検討され，文書の中に A章として挿入された。最終報告書は.1982

年 6月，委員会によって採択された。



( 4 ) 

A. 一般的考察

緒
三ム
面開

( 1 ) 委員会は，ICRP Publication 26の 12項で，委員会が勧告した線量

制限の基本的体系をまとめている制。この体系は，当然のことながらお互いに関

連のある次の三つの要件からなりたっている:

( i ) いかなる行為も，その導入が正味でプラスの便益を生むのでなければ，

f采用してはならない;

( ii ) すべての被曝は，経済的および社会的な要因を考慮にいれながら，合

理的に達成できるかぎり低く保たなければならない;

( iii) 個人に対する線量当量は，委員会がそれぞれの状況に応じて勧告する

限度を超えではならない。

( 2 ) これら三つの要件は，委員会により，以下の略語で言い表されてい

る:

( i ) 行為の正当化，

( ii ) 放射線防護の最適化，

(iii) 個人の線量当量の限度。

( 3 ) この報告書は主として，線量制限体系のこれらの要件のうちの二番

目の要件，すなわち放射線防護の最適化，および，放射線被曝の制御において

合理的に達成できるものを確立することの原理と手法に関するものである。

( 4 ) 放射線防護を最適化するためには，多様な手法が利用できる。これ

らの手法のうちのあるものはオペレーションズ・リサーチから，あるものは経

済学から，またあるものは工学から引用されている。ある与えられた手法を使
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用することは，最適化の目標と思われるものについての価値判断を，明白にあ

るいは暗黙のうちに意味している。

( 5 ) 放射線防護の最適化に使用される手法の中には，それにかぎられる

わけではないが，費用便益分析に基づく手順を含んでおり，この報告書で詳し

く議論されているのはこれらの手順である。その他の手法一ーそのあるものは

定量的であり，またあるものはもっと定性的であるが も放射線防護の最適

化に用いられることがあることを認識することが重要である。

放射線防護の最適化の適用分野

( 6 ) 放射線防護の最適化は，放射線被曝が防護手段によって制御できる

すべての状況に適用される。施設および機器のための防護システムの選択と立

案，および操業の遂行にあたって，最適化は重要な考察事項の一つである。線

量制限体系の一つの要件としての最適化は，厳密には放射線源が制御下にある

状況に適用されるものであるが，事故の場合にとるべき防護方策のあるものを

計画するためにも同様な考察を使うことができる。

( 7 ) 放射線防護の最適化のために用いられる手法の定量化の程度は用途

によりそれぞれ変わるであろう。施設と防護システムを立案する者は，最適化

の要件を満たす防護の程度(遮蔽の厚さ，閉じ込め，換気率等)を決めるため

に，-より定量的な手法を用いようとするであろう。監督官庁は，放射線被曝を

伴う与えられた種類の施設，放射線源，あるいは行為のための適切な認定限度

と要件を導くにあたって，最適化の様式化された定量的手法を使用するかもし

れない。

( 8 ) 操業中の放射線防護の最適化は，必ずしもそうとはかぎらないが，

多くの場合，定量性は少ない傾向がある。このような最適化には，職員の数と

資格，使用される個人用防護具の型式，作業の体制，および必要とされる適切

なモニタリングなどに関する決定が含まれる。日常の操業行為のためには，放
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射線防護の最適化の定量的な算定を行うことは提案しない。日常操業において

放射線防護に責任を負う者は，最適化の原則に基づいて監督官庁または管理者

が決めた，より簡単な規則に従わなければならないであろう。さらに，定量的

というより直観的にではあるが，放射線防護の最適化に関する一般的な意欲が，

それらの人々の指針となるであろう。被曝を“合理的に達成できるかぎり低く"

保つというこの態度は，放射線防護にとって新しいことではなしまた，線量

限度のわずか下で操業するだけでは十分でないであろうということを強調して

いる現在の勧告が奨励していることである。

決定分析としての放射線防護の最適化

( 9 ) 放射線被曝をもたらす施設，放射線源，あるいは行為は，多くの人々

にいろいろな放射線量を与えることになる。線量制限体系の第三の要件で規定

されているように，かかわりのあるすべての個人の受ける線量が該当する線量

限度を超えないことを確実にするために，十分な防護を行うことがつねに要求

される。

(10) しかしながら，委員会は，放射線作業で遭遇するような線量の範囲

内では，線量と確率的影響の発生確率との聞には比例関係があるという，放射

線防護の目的のための基本的な仮定を設けた。この仮定の結果，それまでに集

積した線量には関係なく，線量が同じだけ増加すれば，同じ量のリスク増加が

あるという意味で，線量は加算的であることになる。さらに，この仮定の結果

として，原理的には放射線防護のレベルを上げて被曝を減らすことによって，

ある与えられた状況における放射線リスクを望むだけ減らすことができること

になる。

(11) 線量限度を満たすために要求される以上に放射線防護のレベルを上

げるために違ったやり方をとると，その結果，費用とリスクの程度が変わり，

放射線とは関係のない操業上の不便さを生ずる以外に，線量分布も違うことに
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なるかもしれない。ある与えられたより高いレベノレの防護を採用した結果，関

係しているすべての要因が有利に変化すると考えられるならば，合理的に達成

しうることに向けての必要な一段階としてそのレベルの採用が自動的に要求さ

れるであろうことは明らかである。

(12) しかし，通常の状況ではこうはならない。一般に，より高いレベル

の防護にはより多くの費用がかかる。また，防護を増すための異なる選択をす

ると，被曝する個人個人が属する集団関で線量の低減の程度は異なり，ときに

はある集団の被曝が減って他の集団の被曝が増えることになる。

(13) そのために，最適化の要件を満たす防護レベルの選択は，多くの成

分を含んだ決定であり，これらの成分のいくつかは，他の成分と相いれないこ

ともありうる。この決定問題の成分としては，関連する個人の放射線量，可能

な防護レベルを選ぶための費用と困難，作業手順に及ぽす影響，および，この

決定に伴って予想されるその他すべての影響が含まれる。

(14) 意志決定の過程は，原則的には， 13項で示した各成分を考膚に入れ

て，防護のすべての選択肢を評価することから成る。この評価は，明示された

あるいは暗黙の，優先規準に関係している。いくつかの方法をこの意志決定に

使用することができる。ある方法は選択肢どうしを比較するだけである。たと

えば，マルチクライテリア法では，ある選択肢がもう 一方の選択肢より優れて

いるか否かを決めるために，すべての規準を考慮にいれながら，さまざまな選

択肢を対にして比較し，最終的な決定にいたるまでその過程を繰り返すのであ

る。これらの方法では，ある選択肢の方がよりよいと判断する規準の数が十分

あり，残りの規準についても違いがあまり大きくないならば，その選択肢は他

の選択肢より優れていると考える。これら二つの条件では，規準に何らか相対

的な重みづけをしてこれを使う。通常マルチクライテリア法は，よりよい選択

肢を前もって選ぶことはできるが，選択肢聞の完全な順位づけを行うことは一

般的にはできない。これらの方法の価値は，多くの規準を考慮していることと，
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定性的な面を扱うための簡単な手順を与えていることである。

(15) 集合法といわれる別の方法は，違った選択肢を対にして比較するの

ではなし各々の選択肢における規準の価値を一つの価値にまとめようと試み

るものである。そして，もっともよい選択肢を選ぶためにそれぞれの選択肢の

値を順位づける。種々の規準を適切に定量化することが，これらの方法に特有

の要件である。もっとも広く用いられる集合法は，効用関数に基づいた異なる

規準を定量化する方法である。効用関数とは，一つの規準のありうべき価値を，

Oから 1の聞の数(効用とよばれる)で表した尺度である。この数は，もしあ

る選択肢の成果が他より好ましければ，第一の選択肢の効用は第二の選択肢の

効用より大きい，というように決められる。

(16) 効用関数は必ずしも線形ではない。また，ある与えられた規準に関

する意志決定者の好み以外の根拠はもっていない。決定は，関係するいくつか

の効用の組合せで得られる各々の選択肢の総効用に基づいて行われる。各々の

規準に重みづけすることにより，種々の規準の相対的な重要性が考慮に加えら

れる。最善の選択肢は総効用を最大にするものである。

(17) 効用関数に基づいた唯一ではないが重要な方法は，費用便益分析の

特殊な場合である。この手順は，関係するすべての規準を金銭用語で表すこと

ができ，効用はそのように金銭化された規準と直線関係をもっと仮定される。

費用便益分析においては，異なる規準の重みづけは，それぞれの規準を特徴づ

ける単位としての金銭的な値で行われる。

(18) これらの意志決定の定量的な方法に関してひとこと注意しておく必

要がある。選ばれた防護レベルおよびそれを達成するために用いられるシステ

ムの最適条件は，分析に用いられた判断とデータの質に大きく依存する。その

ため，判断による入力とデータのうちのいくつかあるいはすべての変動に対す

る，得られた解の感度を評価することが必要である。このような感度分析は，

意志決定にさいしての決定的な成分が何であるかを明らかにし，問題が複雑な
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ときにはとくに，より有意義なやり方を作り出すのに役立つ。

放射線防護の最適化に関与する規準

(19) 放射線の有害な影響を定量化するために，委員会はリスクと損害と

いう概念を導入した。ある与えられた線量に伴うリスクとは，その線量を受け

た結果として，ある個人にある特定の放射線影響が発生する確率を意味する。

これに対して，損害とは，種々の起こりうる有害な影響の確率と重篤度との両

方を考慮して求めた，被曝した人々の集団中の害の大きさの数学的な期待値と

して定義される。有害な影響には，確率的影響と非確率的影響(両者の和は客

観的健康損害とときによばれるもの)が含まれ，さらに，リスクにさらされた

個人の心配と不安，および放射線被曝があったために生じる種々の拘束によっ

てこれら個人がこうむる快適さへのすべての悪影響も含まれる。

(20) 通常の状況下で遭遇するような，線量限度以下の被曝レベルでは，

非確率的影響は除外される。実効線量当量を定義するのに使われる荷重係数

WTが各々の臓器または組織の被曝の相対的な損害を適切に反映しているとす

れば，また，各々の影響のリスクは対応する線量当量に比例するとされている

ので，損害の確率的な成分が集団実効線量当量に比例することを示すのは容易

である。

(21) 放射線治療または放射線事故のさい起こるような大線量を受けた場

合には，客観的健康損害は集団実効線量当量に比例しないことは明らかであろ

う。このような場合には，客観的健康損害に占める非確率的影響の寄与を知る

ために，客観的健康損害を算定することに関係するすべての個人線量の知識が

必要である。

(22) 放射線に被曝した個人の心配と不安は，理性的な成分と非理性的な

成分の両方が混合した結果でありうる。決定のためには理性的な成分が用いら

れ，これには，リスクのレベルとリスクに対する態度(嫌悪感)が含まれよう。
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勧告の中で委員会が設定した仮定のもとでは，リスクのレベルは個人の実効線

量当量に比例する。一方，リスクに対する態度は，すべてのリスクレベルでリ

スクに比例するとすることはできない。実際に，リスクに対する嫌悪感は，よ

り高いリスクレベルでのリスクに対しては，線形の場合以上に増大するであろ

う。その結果，損害のこの成分に対する被曝した各個人の寄与は，その個人の

実効線量当量の関数(必ずしも線形ではないし，また必ずしもすべての被爆者

集団で同じとはかぎらない)となるであろう。

(23) 放射線被曝が存在することによる個人の快適さに影響する制限は，

ふつう，個人線量および現在ある固または運用上の規則に基づいて決められる。

損害のこの成分もまた，それぞれが個人線量の非線形関数である個人個人の寄

与の結果であろう。

(24) 放射線防護の最適化のための意志決定のマルチクライテリア法にお

いては，損害のすべての成分は別々に考察できるかもしれない。費用便益法で

は，損害に対し金銭的な値が定められる。 15項， 16項，および 17項での議論

を考慮、して，客観的健康損害に対し(もし非確率的影響が除外されるなら)，金

銭的な値 αSを定めることができる。ここで Sは，考慮、している施設，線源，

あるいは行為による集団実効線量当量であり， αは，意志決定者によって単位集

団線量を表す量の単位量当たりに定められた金銭的費用で，たとえばmanSv

当たりに定められた費用である。

(25) 損害のその他の成分をまとめたものは個人線量に関係するであろ

う。ある被曝集団内の一個人の寄与は，リスクに対する嫌悪的な態度，および

固または管理上の規則に依存する個人線量の関数!(H)で表すことができる。

!(H)の型は必ずしもすべての被曝集団で同じではないし，すべての社会的態

度がそうであるように，時間とともに変化するであろう。損害のこれらの成分

の費用は， s'2.NJj(Hj)として算定される。ここで Hjは，グノレープj中の個人



(11 ) 

の線量当量，Njはグループj中の個人の数，そして βは損害のこれらの成分の

単位量に対して意志決定者によって決められた金銭的費用である。

(26) 放射線防護の最適化のための費用一便益分析の手順を論じているこ

の報告書の技術的な内容の諸章では，損害の費用を y=α5+β写NJj{Hj)と

表している。費用一便益分析法を実際に適用する場合には，意志決定者によって

定められる αとβの値は，損害のそれぞれの成分の相対的な重みの値の決め方

に関係するであろう。たとえ βを無視しうることはしないとしても，多くの状

況下で y=αSという式が損害の費用に対するよい近似であろうことを指摘し

ておくべきである。すべての個人線量が小さしかっ関数β(Hj)が線量の減少

とともに急速に減少するような場合にこうなるであろう。

(27) 放射線防護の最適化の手順には，放射線による損害に加えて，ほか

の要因も考察する必要がある。費用一便益分析の手順においては，これらの要因

は防護の費用とよばれるものにまとめることができる。防護のレベルをあげよ

うとするどのような努力も，作業，時間，材料，そしてリスクの点でも，社会

にとっての費用を伴う。

(28) 防護費用の評価は，ときにはきわめて複雑であることがわかる。た

とえば，もし，ある与えられた防護レベルの選択が，一つの防護システムを製

作し，設置し，さらにその操業を確実に行うことを含むのであれば，費用には

ふつう，これらの操業にかかる経費だけではなしこのシステムのための基本

材料または構成要素を入手するためにかかる経費およびこれら一切の操業に伴

う害に関連して社会がこうむる費用も含まれなければならない。しかし，通常

は，これらすべての費用は，このシステムの入手，設置，および操業の金銭的

費用にすでに含まれていると仮定することができる。

(29) 防護費用の金銭的査定は，実際の経費とその時間的な分布とを考慮

した，通常の経済学的な手法に基づいて行われる。これらの手法については，
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この報告書の技術的な内容の諸章で論じており，会計手法に関する利用できる

文献に詳細に記載されている。

放射線防護の最適化のための費用便益分析手順の概念的基礎

(30) 費用便益分析技術を意志決定に適用する場合の基本的な考え方は

非常に単純である。すなわち，結果として得られる正味の便益が，次善の代替

案の便益より大きいならば，その選択肢を選び，そうでなければそれを選ばな

い。放射線被曝を伴う行為を導入する場合，社会に対する正味の便益は，理想

的には B=V-(P+X+ Y)で表すことができる。ここでBは，この行為を導

入することによる正味の便益，Vは組便益，Pは放射線防護のための費用を除

いたすべての生産費用，X は選ばれたレベルの放射線防護を達成するための費

用，Yはその放射線防護のレベルに付随する損害の費用である。

(31) 最適化の要件を満たす値を探すということは，いずれも防護レベル

の関数である防護の費用 X と損害の費用 Yとの聞に，X(ω)+ Y(ω)が最小

となるような相互関係をみつけることである。ここで，防護の費用と放射線損

害の費用は， ωで表される防護レベル(たとえば，遮蔽の厚さ，換気率，代わ

りの防護機器など)の関数である。もし，VとPとが ωと無関係であるとすれ

ば，X と Y との値の最適な組を選択することにより，その行為の導入による正

味の便益が最大となるであろうことは明らかである。

(32) しかし，ある場合には，防護レベルが変化すると，行為の粗便益に

影響を与えることを指摘しておくべきである。このような場合には，最適化の

過程は，正味の便益を最大にするという主目標を維持するため，これらの変化

を考慮、に入れなければならない。たとえばこれは，患者の防護を最適化するよ

うな場合である。

(33) 最適化のための手順は，いろいろな制限条件の範囲内で行われなけ

ればならない。これらの制限の一つは，すべての個人線量を該当する線量限度
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以下に保つという要件から生じる。その他の制限は，その状況に特有の技術的

条件あるいは資材の利用の可能性がかぎられていることによるであろう。

(34) この報告書の技術的な内容の諸章では，放射線防護の最適化のため

の費用便益分析の方法について詳しく論じている。しかし，放射線防護の最適

化は，一般工学における最適化と同じように，基本的には直観的な過程である

ことを強調すべきである。この報告書で論じている定量的な手法は，最適化に

とりかなりの助けとはなるが，それだけでは完全な過程ではない。
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B. 費用-便益分析を用いる放射線防護の

最適化の手法

基本的な概念と量

損 安
田

損害の概念

(35) 放射線損害の概念は，放射線防護に費用一便益分析を適用するのに不

可欠なものである。委員会はこの概念を，電離放射線に対する被曝によるすべ

ての有害な影響を同定し，可能なときにはこれを定量化するために導入した。

この概念は，ある与えられた放射線源あるいは行為に対する被曝の結果生ずる

いろいろな有害な影響の複合効果を表す単一の量を与えるために考え出された

ものである 29)。必ずしも放射線によってひき起こされるのではない。その他の

有害な影響たとえば通常の職業上の傷害も，選ばれたレベルの放射線防護を達

成するさいに起こりうる。しかし，防護を実行することによってひき起こされ

るそのような害の値は，損害の成分でないと仮定する (72項参照)。

(36) 損害は外延量で都合よく記述ができる。すなわちそれは，放射線の

害全体を特徴づける量で，数えたり加えたりできるいくつかの部分に分けるこ

とができる。したがって概念的には，損害の成分とそれらの加法を定義するこ

とが可能なはずである。たとえば，種々の線源が個別に与えられた損害を生ず

るのであれば，それらが同時に発生した場合には，それらの損害を合計したも

のが生じるであろう。損害は成分に分けることが可能なので，これら成分の一

つ一つを別々に算定することが可能であるべきである。この報告書では，損害

の概念は，いま考えている単一の線源から被曝する集団に対する放射線の影響
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の線源関連概念として使用し， 一人の個人に対するすべての線源からの影響を

表すのには使わない。

(37) ICRP Publication 2629)では，損害の定義を与えるさい，加法概念

を使用している。被曝した集団中の損害は，各々の種類の有害な影響の頻度と

その影響の重篤度とを考患に加えた，受けるはずの害の期待値と定義されてい

る。 F，を影響 tの期待数(すなわち，その線源によってひき起こされる影響 tの

期待頻度)であるとし，その重篤度が係数gι で計られるならば，損害 Gは，

G=2:.F.乙g，

で与えられる。

(38) 被曝した個人の総数 N が決まれば，ある与えられた発生確率 ρι の

とき，ある影響の期待頻度は N に比例する。 37項の式より，損害は次のように

表すことができる。

G=N2:.ριgι 

上の式は，ICRP Publication 2629)に与えられた形式的な定義を表しており，各

個人に現れる損害の N 倍を意味し，等しい被曝をした N 人の個人についての

加算性の要件を示している。

(39) 一方， リスクという語は，放射線被曝の結果，ある個人に起こるで

あろう有害な影響の確率を意味するものとして委員会が用いているものであ

る2へそこで，リスクの概念と損害の概念とは関連があることになる。いくつか

の影響が照射の結果生ずるならば，それぞれの影響 tのリスク ρ乙の関数として

表される総リスク R(すなわち，発生する可能性のある影響のどれかに遭遇す

る確率)は，

R=l-I1(lρ)ι 

となる。放射線防護で関心のある線量領域では， ρι の値はふつう小さいので，

た 2ρι /
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となる。

(40) 放射線被曝により生じる損害には，被曝した個人に起こる確率的お

よび非確率的健康影響と次世代以降に起こる重大な遺伝的影響，およびその他

の有害な影響を含ませることができる。その他の影響の例としては，さまざま

な地域への立入りの制限を必要とするほどの環境汚染に伴うであろう快適さの

損失および，汚染地域からとれる食品の消費の制限がある。また，認定限度を

超える可能性による管理上の拘束に加えて，個人の被曝のレベlレに由来する不

安が労働者集団，公衆，あるいは当局に生ずることがあり得る。

(41) これらのその他の影響は，その本質上，頻度と重篤度で定量化する

ことは難しい。しかし，そのような影響が明確にわかったならば，損害の算定

にさいしてそれらを考慮すべきである。損害を決定する合計値は成分に分ける

ことができるから，損害は，概念的には，客観的健康損害にその他の損害を加

えたものとして表すことができる。損害のこれらの成分は以下の項で検討する。

客観的健康損害

(42) 放射線防護の最適化は，わずかの例外(たとえば， 182項参照)はあ

るが，個人線量がつねに線量限度以下の場合に行われる。したがって，非確率

的影響は防止されるはずであるので，放射線による身体的および遺伝的な確率

的影響の誘発のみが，有害な健康影響に寄与することになろう。また，その他

の影響(たとえば心理的な不安)もあり，それらは健康に関連していると考え

られるけれども，定量化が難しいという共通の特徴があるので，損害のその他

の成分とともに論ずる (48項以降参照)。

(43) 確率的影響に関しては， リスクの増分は，線量当量の増分に比例す

ると仮定される。そこで，組織 Tの被曝によって確率的影響を生ずる確率ρT

は，その組織が受ける平均線量当量 HTに比例すると考えてよい:

ρT= rTHT 

ここで，rTは組織 Tにおける単位線量当量当たりのリスク係数である。この式
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を損害に関する式 (38項参照)に代入すると，一人の人に対する客観的健康損

害 GH，1は:

GH，I=三γTHTgT
T 

となる。ここで，gTは組織 Tの有害な影響の重篤度を表す係数である。

(44) 重篤度の係数に値を与えるにはいくつかのやり方を試みることがで

きょう。 ICRPPublication 2731)は，害の指標として平均余命減少(正常の平均

余命との関連で)の使用を検討した。職業被曝の場合には，重篤度の定量化の

一つの可能性は労働時間の損失であるとすることができょう。放射線防護の目

的には，第一近似として，損害の支配的なものは，最初の二世代における重篤

な遺伝的影響の誘発と，致死的な悪性腫虜であると仮定できょう。これらの影

響のそれぞれに対して重篤度の係数は 1ととった。この場合，一人の人に対す

る客観的健康損害は

となる。

GH，1 = 2.:， rTH T 
T 

(45) 全身照射に関する総リスク Rをこの式中に導入すると便利であり，

一人の人に対する客観的健康損害は次のように表現できる。

GH I=R24HT 
T fτ 

ここで，合算するのは荷重平均された全身被曝であり，割合 rr/Rは係数 WTで

表されるもので，全身が均等に照射されたときに組織 Tが受けるリスクの総リ

スクに対する割合である。 Rの値はシーベルト当たり1.65X10-2とする(致死

がんが 1.25XIO-2SV-1，最初の二世代の遺伝的影響が 0.4X 10-2 Sv一1)31)。

(46) 確率的影響のリスクを制限するために， ICRP Publication 2629)は，

上記の荷重平均全身被曝を制限するという概念を導入した。この概念は，ある

与えられた放射線防護のレベルでは，身体の全部が照射されるかあるいは部分
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的に照射されるか，また均等に照射されるかあるいは不均等に照射されるかに

関係なしリスクは同じであるべきである，という原則に基づいている。この

条件は，以下に定義する実効線量当量30)HE とよばれる量に対して制限を適用

することによって満たされる:

HE="2:，ωTHT 
T 

(WTの勧告値は，委員会によって与えられている 29.3ヘ)したがって，一人の人

に対する客観的健康損害の式は以下のように表すことができる:

GH.I=RHE 

(47) 前項で示した個人の客観的健康損害の算定には，第三世代以降の世

代の損害に対する遺伝的影響の寄与と，死にいたらないがんによる ものと を含

んでいない。なぜなら，実効線量当量の定義にこれらの影響を考慮、に入れなか

ったからである。さらに，単位実効線量当量当たりの実際のリスクは，性，年

齢，その他の要因に依存するであろう。これらの悪影響が放射線防護の最適化

にどんな影響を与える可能性があるかは委員会によって検討され， 以下の声明

となった34)

“ICRP Publication 26の刊行以来，線量限度と比較するためだけでなく ，

最適化の過程での集団線量の算定のためにも，実効線量当量を用いる場合が

増えている。その場合に，全遺伝障害と致死的でないがんとに考慮を払わな

いで実効線量当量を用いてよいかどうか，という疑問が生じた。

委員会はこの問題を検討して，最適化のさいの算定に実効線量当量を用い

ることに関して次に述べる結論に達した。将来にわたる遺伝障害を加えるこ

とは，全身均等被曝の場合，公衆の場合には 0.4X 1O-2Sv-1のリスクを，平均

的作業者の場合にはこれより低いリスクを，さきに仮定された全リスクの

1.65 X 1O-2Sv-1に加えることになろう。つまり全損害がたかだか 24%増すこ

とになろう。全身均等被曝でなく生殖腺がおもに照射されるという，より起
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こりにくい場合には，遺伝障害は実効線量当量のみが意味する値の 2倍とな

ろう。

致死的でないがんによる追加の損害の重みは，致死的がんにより死亡した

ための寿命損失の期間とくらべての，致死的でないがんが全快するまでの間

正常な健康から失われる，これと同じ長さの期間に与えられる比重に依存す

るであろう。この比重 (K)を0.1とすれば (lCRPPublication 27) ，致死

的でないがんと良性腫虜の誘発による損害は，全身均等被曝の場合に遺伝損

害以外の全損害を 2%増加させることになる。甲状腺と皮膚のようにがんに

よる致死率が低い臓器が単独で照射されるならば，そして K に0.5という大

きな値をあてはめると，全損害は実効線量当量のみの使用が意味する値の約

2倍に近くなろう。しかし体外被曝または放射'性核種の混合物への被曝の多

くの場合には，実効線量当量だけを使うことが全損害をかなり過小に見積る

ことにはならないであろう。"

損害のその他の諸成分

(48) 客観的健康損害は線量がわかれば定量化することができるのに対し

て，損害のその他の成分の定量化は，通常はもっと困難でFある。その他の影響

は，それらがどのようにして損害に直接影響を及ぽしうるかにとくに注目して，

個々の事例について考察する必要がある。多くの場合，とくに個人被曝が非常

に低いときには，その他の損害は無視してもよいであろう。しかし，潜在的な

被曝がひき起こすかもしれない心理的なストレスを損害と考えるならば，被爆

は実際には起こらないが，仮想上は起こるかもしれない場合でさえ，その他の

損害が問題となりうる。

(49) 正式な最適化では，個人個人が該当する線量限度を超えないという

ことが，特定の拘束条件として要求される。しかしながら，ある場合には，個

人線量が線量限度に近く，その他の損害とともに，客観的健康損害もひき起こ

す。これらの場合の潜在的なその他の悪影響としては，線量限度の存在するこ
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とによってリスクを感じて不安をもつことがあろう。認定限度を超えたならば

管理上の拘束を受けるかもしれないと知れば，関係する人々の聞に不安をもた

らす。一方，リスクを認識することによる不安は，定量化することが難しし

かっ客観的リスクと複雑にからみ合いがちな損害であろう。個人個人に認識さ

れるリスクは，実際のリスクと等しいこともあれば，大きかったり小さかった

りもする。リスクのレベルが高くなるに従ってますますリスクを避けようとす

ることが，リスク嫌いの態度の特徴である。それとは逆のリスク容認の態度は

これと反対で、，その人々にとっては， リスクのレベルが増すにつれて線量増加

分の重要さは減る。そのような態度を絶対的に定量化しでも，お互い反対には

ならないかもれないが，これは不安の影響を無視すべきであることを意味して

いるのではない。

(50) 個人の線量が線量限度よりもず、っと低いときには， 48項で述べた心

理的影響の可能性を無視するならば，上で論じたその他の影響は無視できる。

その場合には，客観的健康損害を，全損害の唯一の尺度として用いることがで

きる。個人線量が増加するにつれて，客観的健康損害に一つの成分をつけ加え

ることによって，不安から生じるその他の損害を最適化の過程で考慮、しなけれ

ばならないかもしれない。この成分は，高い被曝をする人々の集団での平均の

線量当量，および各集団の人数に関連するであろう (25項参照)。

集団線量

集団線量の概念

(51) ある与えられた線源にさらされる集団の集団実効線量当量 SEは，

次のように定義される:

SE= 100ιN(品 )d品

ここで N(HE)はその線源に由来する実効線量当量に関する人口スペクトルで
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あり ，N(HE)dHEは HEから HE+dHEの範囲の実効線量当量をその線源か

ら受ける人数である。この種の積分は，通常，荷重積とよばれており，集団実

効線量当量は，この線源に由来する実効線量当量と被曝集団の人数との荷重積

となる。この報告書では，集団線量という言葉は，とくに条件をつけないかぎ

り，集団実効線量当量を意味することとする。

集団線量と客観的健康損害

(52) 一人の人に対する客観的健康損害は実効線量当量に比例する (46項

参照)から，集団線量は客観的健康損害の指標として有用である。実効線量当

量 HE を受ける N 人から成る被曝集団の客観的健康損害は次式で与えられ

る:

GH=NRHE 

その線源からの実効線量当量に関する人口スペクトルが定義できるならば，客

観的健康損害は次のようになる:

GH= 100 RHEN(品問E=RSE

ここで，基本となる仮定は，単位実効線量当量当たりの全身照射の総リスク R

は，N(HE)が零でないすべての HEの値について一定ということである。

集団線量率と集団線量預託

(53) ある場合には，集団の被曝は，ある期間にわたり時間的に変化する

線量率で与えられる。このような場合，実効線量当量率と集団の人数との荷重

積として集団線量率 SEを定義すると便利である:

5E= 100品N(ι)d品

総集団線量率は，考察対象としている集団の中で，その線源からある線量率で

照射を受けているすべての個人を含めることにより得られ，時間の関数である。

(54) ある期間にわたる集団の総被曝の尺度として，集団線量預託という

量が用いられる。ある与えられた事象，決定，あるいは行為による集団線量預
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託 S主は，その事象，決定，あるいは有限の行為によってひき起こされる，時

間の関数としての集団線量率 5E(t)の無限時間積分と定義される。すなわち，

5CE = [00 SE( t )dt 

したがって集団線量預託は，ある線源あるいは行為からの総客観的健康損害の

尺度となる。

不完全集団線量預託

(55) ときに，ある放射線防護の選択肢では，ある有限の期間，いくつか

の核種を隔離し(最終的には人々がそれに被曝することになるのであるが)，そ

の後は，これらの核種は環境にもどって，滞留しなかった場合と同様に拡散す

ると仮定する。すると，ある与えられた隔離期間 tに関して，実際に預託され

る集団線量は次式で与えられる。

sザ5E(t)dt 

放射線防護の二つの選択肢A とBの集団線量預託の差は， 62項， 63項で示す

ように最適化の分析に直接関連する量であり，次のようになる:

dSZ=PE(t)dt fみ(t)dt=fSE(t)dt

L15CE= [rBSE(t)dt-[rASE(t)dt 

これら二つの型の積分は，この報告書において不完全集団線量預託 5rE とよば

れる。

集団線量と損害のその他の成分

(56) 集団線量は，リスクの増分と線量の増分との聞に比例関係を仮定す

ることができる線量範囲内で客観的健康損害と関連をもつものであるが，これ

が損害のその他の成分を適切に記述することは期待されない。そのため，損害

の算定と意志決定の過程において，国家当局は，もし&:.、要ならば， 集団線量に

よって得られる情報以上の情報を必要とするかもしれない。
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(57) 放射線防護のレベ/レが変わると，集団線量の値が変わるだけでなく，

個人線量の分布も変わることがありうる。客観的健康損害，したがって集団線

量のみに基づいた最適化では，低レベルの個人線量当量を受ける大きな集団か

らの集団線量が，より大きく寄与する。しかし，ある特定の場合には，監督官

庁は，損害の他の成分に特別な重要性をもたせて，線量が認定限度に近いかも

しれないような比較的高線量の被曝をする一部の人々の小集団に特別な注意を

払うかもしれない。この場合，監督官庁からみたよりよい放射線防護とは，特

定の個人線量をさらに減少させることにより達成されるかもしれず，最適な防

護のレベルは，客観的健康損害のみを用いる場合よりきびしくなることがあり

うる。集団線量と個人線量の両方を考膚に入れた損害の費用を査定するための

定式化を 25項， 26項および87項に示した。

(58) この報告書の中で示した放射線防護の最適化のための費用ー便益分

析の使用に関する代数的および数値的な例では，客観的健康損害だけを考察す

ることとし，これは集団線量預託に比例するものとする。

費用一便益分析の使用

一般的概念

(59) 委員会は，合理的に達成できるかぎり低くという表現は，放射線防

護の最適レベルを確立する費用ー便益分析の手法によって解釈することができ

ると結論し，ICRP Publication 2629)において，そのような分析を実行する簡

単な方法を定めた。委員会によって勧告された費用一便益分析手法は，放射線防

護の最適レベルを確立するために費用のバランスをとることを含んでいる。

ICRP Publication 2629)で使われている数学的表現では，電離放射線がかかわ

るある行為の導入による正味の便益 Bは，組便益から放射線防護の費用および

その他の損害の費用を含むその行為の費用を差し守|いたものである。これは次

式で表現できる:
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B=V一(P+x+y) 

ここで，

Bはある行為を導入することの正味の便益;

Vはそのような行為の導入の粗便益;

Pは放射線防護の費用を除いたその行為の基礎生産費用:

X はある選ばれた放射線防護レベルを達成するための費用;

Yはその選ばれた放射線防護レベルでのその行為による損害の費用

で、ある。

(60) 委員会によって勧告された費用一便益分析において，便益とは，特定

のグループまたは個人が受けるものだけでなく，社会にとっての便益のすべて

を含むものとする。費用とは，金銭的費用および人間の健康または環境に対す

るいかなる損傷も含んだ，ある操業のすべてのマイナス面の総合計であると考

える (1CRPPublication 2629) 16項を参照)。費用と便益，とくに便益を決定し，

この両者を共通な項で表現するためには，経済理論の適用が必要とされる。し

かしながら，この報告書は，人々が便益を個人的に値づけることの効果のよう

な，より複雑な面はどれも含めることを意図していない。考慮しているほとん

どの状況の場合，便益の変化は，損害の性質の変化ではなくむしろ損害の大き

さの変化の結果であるから，この簡略化は通常は適切であろう。委員会によっ

て提案された定式化は，必要と思われる場合にはそのような面を含ませること

ができるようになっている。この観点からの費用と便益との定量化は，実際に

は難しさがときにはあるであろうが，その原則は重大なものであるので，委員

会が勧告したのである。

(61) 59項に示された一般式の諸項は，放射線防護レベルだけではなし

その行為の生産物の生産高のレベルのような，その他の変数にも依存する。し

かしながら，ここで示されている方法は，行為そのものの最適化ではなしそ

の行為の放射線防護の最適化のためだけに費用便益分析の手法を利用しよう
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とするものである。放射線防護は，通常それらの他の変数とは独立であるから，

提示された手法は，放射線防護の最適レベルの探索にかぎられるであろう。

(62) ICRP Publication 2629)に示されているように，放射線防護の最適

レベルは，その行為の導入の正味の便益を最大にすることによって得られる。

集団線量 Sが適切な独立変数であると仮定すると，次式を満足するときに便益

の最大値が得られる:

d V I dP ， dX ， d Y ¥ ~ -( -:~_ + -:"_: + -::. 1=0 
dS ¥ dS ' dS ' dS / V 

ある与えられた行為について VとPとは Sが変化しでも一定であると考え

て，ICRP Publication 2629)は，最適化の条件は，単位集団線量当たりの防護

費用の増加分と単位集団線量当たりの損害の減少分とがつりあう値 S。のとき

に満たされることを示している。

すなわち，

dXI dYI 
dS 150 dS 150 

(63) 最適化の解を得るために上述の手法を用いるので，最適化の手法を

微分費用一便益分析とよぶようになった。この式で決まる被曝のレベルは，放射

線防護の費用の限界増加分と損害の費用の限界減少分とが正確につりあいがと

れている値である。多くの場合，費用は連続変数ではなく，代替の放射線防護

の選択肢をとると費用はある値だけ増加する。この場合，方程式は次式のよう

に近似することができょう。

L1XI L1YI 
L1S 150 L1S 150 

ここでdは変数の増加の変化分を表す。代替手段の数が有限であるときでも，

すべての達成しうる選択肢を考慮に入れなければならない。というのは中間の

選択肢を勘定に入れることを怠ると，ときに間違った結果を導くことになるか

らである。
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(64) 一方，費用効果分析に基づく意志決定の手順はもっと簡単であっ

て，費用一便益分析に基づく最適化方法と誤解すべきではない。費用ー効果分析

は，変数が独立に変動することを回避するものであり，ある決まった資材から

得ることのできる最も効果的な防護を決定するため，あるいは，ある与えられ

たレベルの被曝達成のための最も安価な防護を決定するためにのみ用いること

ができょう。特定の線量減少が要求されるとき，あるいは，放射線防護のため

に使うことのできる金額が決まっているときに，費用ー効果分析が実行される。

この場合，正味の便益Bは，Yを一定にして Xを変化させ，または，X を一

定にして Yを変化させることにより，最大とする。したがって，費用一効果分

析が決定できるのは，ある特定の被曝の減少を達成するための最も費用のかか

らない方法，あるいは，決まった費用で達成することができる被曝の最大の減

少だけであり，この報告書に示されているわく組のもとでの放射線防護の最適

化はできない。したがって，この型の分析は，厳密には放射線防護の正式な最

適化のために委員会が勧告した分析ではない。しかしながら，費用効果分析は，

いくつかある選択肢のうちのあるものを簡単な手法であらかじめふるいわける

ために使えるかもしれないことは注目すべきである。そこで，ある場合には，

費用効果分析は，正式な最適化分析に先だって行われ，またこれを簡略化でき

るであろう。

(65) 放射線防護の費用 Xも損害の費用 Yも防護レベルによって変わ

り，その防護レベルは代表的な防護ノfラメータ ωによって特徴づけることがで

きる。防護ノfラメータの例には遮蔽の厚さ，換気流量率および，被曝時間のよ

うな作業の特徴がある。最適化の最終目標は，これらのパラメータの(最適な)

値 ω。を決定することである。 ω とSとは互いに関係があるので，多くの場合，

独立変数として Sよりもむしろ ωを用いて微分費用便益分析を行う方が技

術的に便利である。

(66) 放射線防護の最適化は，一般的には，放射線防護の費用 X と損害の
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費用 Yの最良の組合せを， ωの関数として (x+y)の和を最小にすることす

なわち正味の便益が最大になるようにすることにより，選択することに限定で

きる。すでに示したように，この過程は，多くの行為においては，VおよびP

が防護ノTラメータとは独立であるという仮定のもとで行われる。しかし，粗便

益 Vおよび生産費用 Pが防護に依存することが認められているような特別な

場合があり，これらのいくつかはこの報告書で簡単に議論することとする (182

項， 186項および 198項参照)。

(67) (X + y)を最小にすることは，いくつかの拘束のもとで実行されな

ければならない。その分析は，いくつかの放射線防護ノfラメータの変動を考患

に入れ，これらのパラメータの変化によって Xおよび Yの両方がどう変わる

かを算定すべきである。一方，線量限度(あるいは，一つの行為について天井

値として監督官庁が割当てた線量限度の一部分)を尊重する必要から，Xおよ

び Yの値の範囲が限定されることがある。それ以外の制限，たとえば，放射線

防護のために資材を使用するうえでの制限を考慮に入れなくてはならないかも

しれない (69項参照)。

(68) それゆえに，放射線防護レベルの最適化は，公式には次のように，

同時に解が与えられなければならない一連の数学的な表現によって表すことが

できる。

(i) U=X+Y=最小

ここで，Uは最適化の手法の最終結果を表し，通常は目的 (objective)

盟主g(これは操業の目的 (object)を表すことを意味していて，主体的

(subjective)関数の反対のものを意味しているのではない)とよばれて

いる。これはまた，“一次設計方程式"あるいは，“最適化関数"ともよ

ばれている;

X は放射線防護の費用:

Yは損害の費用
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である。

(ii) X=X(ω) 

y=  y(ω) 

あるいは 1p"[X(ω)， y(ω)] =0 

ここで，一対の方程式 X(ω)および y(ω)は，一般的な関数 ψのパラメ

トリックな型を表し，放射線防護ノfラメータ ωの関数である。ある場合

には， ω(および X(ω)とy(ω))は連続かもしれないし， 一方，ある場

合には不連続の値しかとることができないことに注意すべきである。

( ii )の各式は，目的関数の変数の聞の相互関係であるが，これらは通常

は拘束関数とよばれる。型Tにはまた，“均等拘束"および“補助設計方程

式"という名がある。これらの関数は，一般には，物理学の法則から，

あるいは損害の査定に関連してなされた決定から生ずる。用語上の混乱

を避けるために述べておくが，線量限度が最適化の過程に対する拘束の

一つであると委員会は指摘しているけれども，この制限は，拘束関数に

よっては実行できず，後述する拘束不等式によって実行される。多くの

簡単な最適化の算定においては(計算機技術が用いられるなら複雑な場

合を含めて)， 1p"のパラメ トリックな表現，たとえばX(ω)および y(ω)

のみが必要とされる。しかしながら，たとえば複雑に相互に関係し合っ

た場合の解法のためにラグランジュ乗数が用いられるならば (116項参

照)， 1p"の式を最適化の過程において導入しなければならない。

(iii) Hz(ω)ζHL 

ここで，H，，(ω)は，放射線防護レベル ωにおいて個人 zが受ける個人の

実効線量当量であり ，HLは該当する線量限度である。この行為によって

被曝する個人の数と同じ数の拘束不等式(iii)があるべきである。これら

の式は通常，制限式とよばれている。

(69) 放射線防護のために利用できる資材が制限因子であるときには，最
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適化の算定を実行する場合実際にはもう一つの拘束を考慮に入れなければなら

ないかもしれない。この制限式は，単純な場合には XζXLの形をとり，いくつ

かの補助システム fをもっ場合には，~fXf三二 XL の形をとりうる。ここで XL

は放射線防護の目的に利用できる制限資材である。他の型の境界条件を考慮す

ることが必要なこともありうる。この例としては次のようなものがある :( i ) 

集団線量預託の制限(たとえば，現在および将来の行為に起因する将来の個人

線量がある適切な限度を超えないことを確実にするためのにおよび， ( ii )防護

パラメータそのものの範囲の物理的限度。

(70) 目的関数，拘束関数および制限式の正式で連立の解は，単純な場合

には必要ないであろう。このような場合には，最適化の手法は，概念的には，

線量制限式を満足することが確実な放射線防護レベルから始まり，それ以外の

型の制限はないと仮定するととができるかもしれない。そのときには，拘束関

数中に目的関数を代入して，最適化の算定はその関数における最小値を同定す

ることになる (102項以降参照)。

費用の算定

(71) 放射線防護の最適化のために勧告された方法をうまく実行するに

は，二つの関連するパラメータの定量化が必要である。それは，放射線防護の

費用 X と損害の費用 Yである。この定量化は，一貫性のあるディメンション

を使って行われる必要がある。放射線防護費用は通常は金銭で表されるので，

損害の費用も(不可欠ではないが)同じ量で算定するのが便利である。したが

って，通貨を放射線防護および損害の両者の費用の算定に用いることができる。

この報告書では，単位をドルで表した理想的なインフレのない通貨を，費用の

算定の議論とこの報告書でとりあげた例示で用いる。

(72) 防護の費用の算定は，ふつうに使われている簡単な原価計算手法を

用いて実施することができる。しかしながら，理論的には，この防護手法の導
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入に関連する害に対する値を表す追加の項を，防護の粗費用に加えるべきであ

ることに注意すべきである。被曝のレベルを減少させるためには，材料，エネ

/レギー，マンパワーおよびその実施に必要なその他の資材を含む，改善された

放射線防護方策が必要である。この追加の努力は，たとえば，必要な原材料お

よびエネルギーの生産，放射線防護システム用の構成部品の製造，およびその

システムの設置など，放射線防護の増強につながる一連の活動の結果，必ずし

も放射線に関係するとはかぎらない関連する害を通常伴う。たとえば，放射線

源のための遮蔽壁を増強することによって，ある与えられた放射線場を減らす

ようにするという決定をしたとする。この決定は，放射線の損害を減らすこと

になるであろうが，一方，必要な遮蔽物の量を増加させる結果となろう。追加

の材料(たとえばコンクリート)の取りつけは，遮蔽を製造し設置するために

必要な活動に従事する人々に対する潜在的な害を生むことがあるかもしれな

い。それはたとえば，セメント用石灰石の採掘および粉砕に伴う職業上の害で

ある。前に示したように，放射線の損害を変えようとする活動の結果生ずる放

射線防護に伴う害の変化は，関連した放射線防護の限界費用を算定するさいに

評価され，考慮、に入れるべきである。しかしながら，これは，通常の有害な影

響に基づく包括的なデータが欠如していることがおもな理由となって，非常に

困難な挑戦である。この報告書で示される最適化の方法は，通常の害は放射線

防護システムの直接の費用の中にすでに含まれているものと仮定している。

(73) 損害の費用の算定はさらに複雑である。損害の費用は，議論の余地

があり，健康の価値(したがって生命の価値)，そしてある場合には健康に関係

しない害の価値に関する，暗黙のあるいは明示された判断を含むことがある。

損害は外延量(36項以降を参照)であるので，損害の費用 Yは，概念的には別々

に取り扱うことのできる成分に分解することができる。

Y=YH十五+Y2・・・

ここで，YH は損害のうちの客観的健康損害成分の費用，
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Y1， Y2…はさまざまなその他の重要な損害の成分の費用，

である。

(74) 客観的健康損害の査定は，実際の資材の費用と人間の健康に関する

影響を同じディメンションに換算し，ひき続いてその基礎のうえでそれらを集

計し，比較をすることを含むものとして考えることができる。この手法は，人

間の生命，健康および安全に金銭的価値をもたせるという理由で，批判されて

きた。しかしながら，この批判は次の実態を認識していない。すなわち，社会

が利用できる資材は有限であること，および安全性の改善は通常これらの有限

な資材のいくつかに手をつけることになり，この資材は，将来，他の目的に利

用できなくなるということである。ある特定の安全性の改善に関するし功〉なる

決定も，必然的に健康の相対的査定を含んで‘いる。費用便益分析において，こ

の相対的査定が典型的には金銭で行われるということは，ただ単に便利さの問

題である。価値のいかなる他の共通の尺度でも，原則として，同様にうまくい

くであろう。

(75) 損害のその他の成分の原価計算にはさらに議論の余地があることを

理解しておくべきである。この報告書で示した例では，損害の他の成分は無視

しているが(58項参照)， 25項， 26項および87項で個人線量の分布に関連した

損害の他の成分の費用の査定についての定式化が導かれている。

(76) 大部分の投資の決定には費用と便益との時間的なさまざまな流れの

分析が必要で、あり，そして，そのため，競合する計画の首尾一貫した比較をす

るための会計上の工夫がなされてきた。一般的には，費用と便益はある与えら

れた時間の聞の 1点あるいは数点で規格化され，このことは，広い範囲の決定

を行うための入力として有用でありうる。放射線防護においては，損害の費用

の減少は放射線防護の費用とは時間的に異なる分布を示すことがありうるの

で，これと同様な方法を用いることを考慮すべきである (101項参照)。会計手

法の選択は，正式な最適化の結果に影響を及ぽす可能性があることに注意すべ
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きである。

防護の費用

(77) 放射線防護の費用は，希望する放射線防護のレベルを得るために社

会が行うすべての努力を包含したもので，通常は金銭で表される。これは，放

射線防護システムの資本費用とその後の操業費用を組み合わせたものである。

この組合せを適切に行うためには，いま考えている国で現在用いられている会

計手法を用いるべきである。用いることのできる会計手法についてすべて述べ

ることはこの報告書の範囲を超えているが，投資と費用一便益分析に一般に用い

られている方法一一これは，次に放射線防護の費用の算定にも用いうるもので

あるが一ーの概要を示す。放射線防護費用を算定するための三つの一般的な方

法，すなわち(a )粗費用見積法， (b)現在価値評価法，および， (c)資本化費

用手法あるいは年賦化費用見積法，を述べる。

組費用見積法

(78) 粗費用の見積法は，投機が不確実で、あると見なされるときの民間部

門の投資の分析にときに用いられる 47)。初期資本費用が Xc，年間操業費用が

X。である，ある施設の粗費用は，次のように与えられる:

X=Xc+Xor 

ここで，rは年で表したプラントの寿命である。この費用あるいはこれを各 1年

に分配した値は，正味の便益があるか否かを確かめるために，時間 rの期間に

生ずる便益と直接比較することができる。このやり方は，代替の投資と比較で

きるように，正味あるいは平均の収益率のような規準によって，通常，補足さ

れる 47，57)。

(79) 粗費用見積法は，金銭的資産の時間的な変動を無視しており，それ

ゆえ，資本費用が高く操業費用が低い放射線防護システムと，資本費用が低く

操業費用が高い放射隷防護システムとの区別をしない。しかし，この報告書に

示された例では，放射線防護費用を決定するために粗費用見積法を用いている。
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金銭の価値の時間的な変動を考慮に加えなければならないならば，経済学者と

費用一便益分析の専門家が一般に用いているような，もっと精巧な会計手法を用

いることが必要になるかもしれない。これらの手法には，費用と便益の連続し

た値をある特定の時点における単一の値に還元すること，あるいは，年賦化の

方法を用いることが含まれる。

現在価値評価法

(80) 時間を考慮に入れるためには，割引の手法が一般に用いられる民67)。

割引を実施するさいには，時間の経過につれて割引係数を費用に乗ずる。割引

の使用にまつわる議論は複雑であって，損害の費用に対するこの手法の適用は

101項で議論されている。ここでは，割引の手法を放射線防護システムにおける

投資に関してのみ述べることにする。

(81) η 年目の費用に適用される割引係数 '1nは次のように定義すること

ができる 67)

l 
'1n =石芋万す

ここで， γは割引率である。将来の費用は，現在の費用よりも明らかに低く見積

られる。したがって，割引は複利投資の逆数であると見なすべきである。ある

与えられた現在の量 Xpが n年聞に利率 '1%で累積したとき，その将来の量が

XFであるならば，

X XF 
P-(l+'1)n 

となる。

(82) 操業費用あるいは保守費用がそのプラントの寿命を通じて一定であ

ると仮定できるときには，現在価値の計算は年金係数67)を用いることにより簡

略化できる。年金係数は時間経過を通じての割引係数の和であり，次のように

定義される:
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。 (1+y)n-1 
nr γ(1 + y)n 

ここで，anrは年金係数;

yは金利あるいは割引率:および

η はこの計画の継続期聞に相当する年数

である。

年金係数 anrは標準表でさがすことができるm九

資本化費用手法あるいは年賦化費用見積法

(83) 現在価値の計算に代わる一手段は，費用を年賦化する方法である。

資本化費用手法は標準的な工学的費用分析手法で，放射線防護システムの購入，

設置および操業の資金を供給するためにある与えられた利率で借金し，毎年返

済すると仮定する。ある時間の聞に生じる便益を時刻零における単一の費用に

換算するかわりに，年賦化では初期の(そして通常は大きな)資本費用を施設

の設計寿命にわたって分散させて l年当たりの操業および保守の費用に直接加

算できるようにする。この方法は，費用一便益分析への一つの入力情報として推

奨されてきた問。費用を年賦化するための理論は実際的であって，通常は，ある

計画の資金を供給するために借金をし，そして毎年毎年支払いをしながらその

計画の期聞を通じて返済(償却)する。

(84) 年賦化費用見積法からの毎年の支払いは，年金係数の逆数として定

義される資本回収係数 C貯は聞を用いて計算できる:

Cnr=a;;~= ，!(1 +γ)n 
nr == anrー (1+γ)n-1 

この係数を初期資本費用に乗ずると，年賦化された費用が得られる。したがっ

て，既知の現在価値 Xp(たとえば資本費用)を n年間にわたって完済するのに

必要な 1年ごとの支払い Xaは次のようになる:

7(1 + y)n 
Xa=X 

p (1 + y)n-1 



放射線損害の査定

一般的な定式化
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(85) 査定のために考膚される全損害の成分には，客観的健康損害の成分

とその他の成分，たとえば，個人個人の被曝レベルに対する不安および個人の

線量当量が認定限度のかなりの部分を占めるときの管理者側の懸念 (48項以降

参照)などが含まれる。職業上の被曝の場合にはとくに，個人個人が該当する

限度の小さい割合しか被曝していないと自動的には仮定されないであろうか

ら損害のその他の成分も損害の査定において考慮しなければならないかもし

れない。このようなその他の成分を定量的な最適化に組み込むことは，つねに

可能とはいえないであろう。

(86) 最適化の算定には，放射線による損害を費用で表現することが必要

である。ある状況においては，損害の変化の個人的査定ではなくて真の費用を

用いることが適切である。また，客観的健康損害は集団線量に比例するので，

客観的健康損害の費用 YH も集団線量 Sに比例すると結論するのが適切であ

る (24項参照)。すなわち:

YH=αS 

ここで， αは放射線防護の目的のために単位集団線量当たりの費用を表すディ

メンションを合わせた定数である。

これは自明な仮定ではない。健康損害とその費用との関係においては健康上

の考察と経済的考察との区別をすべきである。

(87) 放射線損害のその他の成分を考膚、に加えるときには，その費用は客

観的健康損害の費用に加算されるべきである。 25項で示されているように，損

害のその他の成分を一括して考えたとき個人線量に依存するならば，その損害

の費用は次の一般的な形で表すことができる:

Y=α5+β'2}.NJj(Hj) 



(36 ) 

ここで， αSは，先に述べた客観的健康損害の費用:

である。

3は，意志決定者によって決められた損害のこれらの他の成分の単位

量当たりの金銭的費用:

んは，危険を嫌悪する態度および国家あるいは管理上の規則類に依存

する個人線量の関数;

Hj はj番目のグループの Nj人の平均線量当量

Yの式の第 l項は集団線量だけに関係している。第 2項は，ある複雑な状況

においては，客観的でない面および健康に関係のない損害を考慮するため，損

害の付加的な成分に関連した費用を加えるのが望ましいであろうという可能性

を反映している。

(88) この報告書に示されている (102項以降参照)最適化の手法では， 86 

項に示された Yの式と前述の 87項で与えられた Yの一般式の両者を用い

る。しかし，この報告書に示されている代数的例および数値例では，損害の費

用は客観的健康損害(したがって集団線量)に比例すると仮定して， 86項に示

された Yの式だけを用いることにする。

(89) 先に論じたリスク係数 (42項以降参照)により，放射線被曝の結果

起こりうる最も重要な健康影響を予測することが可能になる。これらの係数は，

集団線量預託の概念と組み合わせて，ある行為の結果として生じるがんおよび

重大な遺伝的影響の数の統計的な予測を与えることができる。何らかの方法に

より，これらの確率的健康影響に対して金銭的な値を割り当てることができる

ものとすれば， αの値は容易に計算できる。たとえば，がんによる統計上の死の

各々に対しである値を割り当てることができるとしたならば， αの値はこの値

を全身照射の結果生ずる致死的ながんの誘発にあてはまるリスク係数で除した

値と近似的に等しいであろう。この方法は，種々の異なった状況に一貫して適

用できるために，かなり魅力がある。一方，統計上の死の査定は，安全性の決
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定の中にはつねに含まれている。たとえ生命の価値をはっきりとした形では考

慮に入れていないときでさえ，暗黙の査定はなされている。しかし，この手法

には本質的に議論の余地があることを認めるべきである。放射線防護の場合に

は，この議論の中で考慮すべき重要な因子は，潜在的な健康影響の確率的な性

格と，影響を受ける個人を特定できないという事実である。つまり，いかなる

査定も統計上の生命についてのものであって，特定の個人についてのものでは

ない。たとえば，不特定の個人の平均余命の変化の値は実際に算定されている

にもかかわらず，特定の個人に対してはいかなる値も定めてはいないのである。

平均余命の変化の査定

(90) 長年の間，経済学者などは，資材の配分が平均余命を変えることが

できるような状況での意志決定の助けになるものとして，平均余命の査定方法

を研究してきた。実際には，これらの資材は有限であり，もし，これらが健康

と安全のいろいろな領域に，公正でかつ一貫した方法で配分されるならば，統

計的な生命の査定は意志決定過程に有用な情報を提供できる。査定の方法は，

文献で論評されており 9，38，47，叫，そのうちのい くつかについて簡単な検討と批評

を示すのが適切であると思われる。次のおもな査定法を以下の項に示す:すな

わち，人的資本法，世論で暗黙に認められている査定法，法的補償法，保険か

らの類推法，および国民所得法である。個人的査定法についても簡単に議論す

る。これらの方法はいずれも，平均余命の変化の査定法として用いることがで

きるが，これらはおもに個人ベースのものであり，社会に対する真の費用を表

していない(保険からの類推法および国民所得法を例外として)かもしれない

ことを理解すべきである。

(91) 生命の査定においては，個人個人は，その潜在的生産力が早すぎる

譲渡で失われるような種類の資本設備の一つの型と似ていると仮定する。生命

の価値は，個人の将来の所得の損失を反映した生計の価値と等しいと置かれる。

この手法は，直接の定量化が困難でbはないために，過去に最も頻繁に用いられ
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た方法の一つである。別に取り扱う同等のやり方では，国民所得の損失を考え

る(95項参照)。しかし，生命の査定の観点、から基礎的な経済的費用を考察する

ことは，受け入れられないような結論を導くことになりうる。たとえば，その

ことを固定的に容認すれば高齢の市民の早すぎる死亡は社会に正味の便益を与

えるという結論を導くことになる。このような容認できない巻き添えを避ける

ために，正味の生産の尺度として正味の所得を用いた人的資本法に社会的費用

に関する価値判断を通常はつけ加える。いずれにしても，これは，早すぎる死

亡を避けるために費やされるべき絶対的な最低の金額として大いに検討される

べきである。

(92) 生命を明確に査定することは明らかに困難であるが，人間の生命が

危険にさらされる領域への資材の配分に関する行政上の決定を通じて，社会は

すでに幅広い範囲の暗黙の値を用いていることは明らかである。行政上の決定

を行う人は，公衆の意見に答える人間としての彼等の役割の中で，生命の真の

社会的価値を算出できるような意志決定を行うであろうという主張も あり う

る。このことは，彼らが社会の必要を完壁に知っていて，短期間の行政上便宜

的な手段を採用することはないと仮定している。さらに，意志決定者に示され

る代替手段の範囲は，正確に評価された真の優先順位を反映したものであると

仮定している。これらの仮定に基づいて，生命の査定値は，幅広い範囲の値を

とってきた。実際には多様な理由で意志決定がなされるから，値が広い範囲を

とることは，いろいろな決定の聞の唯一共通分母が死亡率の低下である場合に

はおそらく驚くにあたらないであろう。したがって，この方法から得られる定

量的な結果は，条件づけと広汎な価値判断なしではきわめて限定されたものと

なるであろう。

(93) 法廷の多くの機能の一つに傷害あるいは死亡の結果として支払うべ

き損害賠償額を算定することがあり，したがって，損害の裁定額の大きさが，

補償に関する社会の価値を反映するという主張がありうる。早すぎる死亡の社
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会的費用は，その傷害によって平均余命は変化しないが重大な傷害を受けた個

人に対して支払われる補償金の額から推定できるかもしれない。この手段は，

厳密には犠牲者の親族を償うだけのものである，死亡に関する裁定額を採用す

る代わりに仮定されてきた。この方法にはいくぶん魅力はあるが，いくつかの

固有の欠点ももっている。すなわち，多くの場合，補償額は法廷外で同意され

るので，データベースは信頼できないことがある。また，補償額は過失という

不法行為を考慮、してしばしば裁定される。すなわち，犠牲者の側の過失が証明

されれば，補償額は減らされる。これは，法廷の裁定額から生命の価値につい

て何らかの結論に到達する場合における重大な弱点である。

(94) もう一つの可能性は，ある活動に従事していることによる死亡確率

を分析することである。リスクを補償するために支払われる生命保険料のデー

タを用いて，生命の暗黙の価値を計算することが可能である。しかし，保険料

は死亡のリスクに直接の効果をもつものではなく，単に他の者を補償すること

により死亡のもたらす結果を償うものにすぎない。ある人が生命保険に入らな

いという事実が，その人がその人自身の生命を評価していないということには

ならないということが指摘されてきた。

(95) いくつかの国では， αの暫定値，つまり統計上の生命の暫定値を決定

するために別の手法が用いられてきた40)。これは，平均的な労働者の死亡による

国民所得の損失プラス健康および社会的対策の費用に基づ、いている。

(96) ある場合には，個人的査定のある形のものを38A47A60)，リスクのレ

ベルのいかなる金銭化にも組み込むことは，概念的には可能であるように思わ

れる。配分の決定が直接に健康と安全に影響する場合には，これらの査定は，

リスクの減少のために個人が払う用意のある金額，あるいは逆に， リスクの増

大のための補償として個人が受け入れるであろう金額のいずれかに，どういう

形かで基づくべきである。原理的には，そのような個人的査定はサーベイの手

法によって直接に測りうるが，サーベイの結果を解釈することが難しければ，
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このような査定を達成するために間接的な方法がしばしば用いられる。

αの値

(97) 集団線量の推定値を金銭単位に都合よく変換できるように，単位集

団線量の値を決めるための多くの試みが長年にわたってなされてきた。価格を

ある特定の年の価格に修正することをしない場合，これらの値は manSv当た

りおよそ 1000US $からおよそ 100000US $の範囲にあった 1，11，12，16，21，41，

43，札56品目品73)。長年にわたって異なる個人および組織がいろいろな方法を使っ

て単位集団線量の異なる値を出したことを示している以外には，はっきりした

結論は何もこの範囲からは得られなかった。さらに，ある個人および機関は，

放射線作業者と一般住民について，および日常作業と異常事態について，それ

ぞれ異なる値を用いることを提案している。しかし，幅広い範囲の値が提案さ

れた多くの場合に，これらの値は，この報告書で示されているものとは明らか

に異なる概念的なわく組の中で導き出されたものであることをあげておくべき

である。この報告書で与えられている数値的な例では， man Sv当たり 10000

から 20000$の範囲の αの値が用いられている。

分布の諸問題

(98) 放射線を扱う行為の多くは，たとえば，その行為から損害をこうむ

る人が，必ずしも同じ程度の便益を受けるとはかぎらないであろうというよう

な，分布の問題を生じる。空間的な分布の問題は，その行為が行われていると

ころ以外の地域にいる人々がその行為による費用の一部を負うときに生ずるで

あろう。一方，その行為の行われた時期とは別な時期に生ずる費用は，時間的

な分布をひき起こす。分布の問題にてらして費用の査定を調整する必要がある

と考えられることがあるかもしれない。異なる時期に，異なる集団に分布する

費用，損害および便益の問題は，少なくとも道義的観点からは複雑である。ま

た政治的および法律的な複雑さも存在するであろうから，ここでは一般的な指

針しか与えることができない.
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(99) 客観的健康損害は，最適化の過程で用いる場合， 一つの行為から零

でない線量を受けたすべての人々の集団線量に基づいている。たとえば，放射

性物質が国境を越えて広がる場合には，最適化過程で用いられる αの値は，地

域に関係なく，受けた全線量に適用されるべきである。しかし， αの値は国ごと

に異なるかもしれない。この問題の重要さは，もし，国際的に容認できるある

最小の限度を αの値について選定して，集団線量のうちの国際的な成分に適用

することができれば，減らすことができるであろう。いず、れにせよ，他の国々

に適用されるさいの αの値は，発生源の国の中で適用される値よりも低い値で

あるべきではない。

(100) 費用と損害が異なる期間にわたり生ずることに関わる分布の問題

は，放射線防護において頻繁に起こりそうである。とくに，ある行為が，将来

の集団にも被曝をもたらすかもしれない長寿命放射性核種による環境汚染をひ

き起こすようなときにそうである。集団線量当量預託の概念は，時間積分の上

限値は無限大であるから，このような場合の損害の計算に用いることができる。

それにもかかわらず， 55項に示されているように，不完全集団線量当量預託と

いう量をある種の公式な最適化算定，たとえば，かぎられた期間通用する異な

る放射線防護の政策および技術どうしを比較するような場合に用いることがで

きる。

(101) 異なる時期の費用を比較する方法として割引手法(ディスカウント

法)がしばしば用いられる。防護の費用の場合に比べて将来の損害の費用を割

引する可能性にはさらに多くの議論の余地があり，また，損害の費用が続く期

間は防護の費用の期間よりもしばしば非常に長いことが多い。損害の費用の割

引手法を使うことは，この報告書で述べられている原則を変えはしないが，通

常用いられるいろいろな割引手法を用いると，定量的な結果に非常に大きな変

化をもたらす。したがって，いかなる形式であれ損害費用の割引を用いようと

する国家当局は，このような使用の実際上の意味を注意深く考慮すべきであ
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る10，13，73)。

最適化のための定量的手法

理想的な最適化

(102) 理想的な最適化の場合には，ただ一つの被曝集団とただ一つの放射

線防護パラメータ(あるいは一組の簡単な放射線防護の選択肢)だけを考慮す

ることができる。集団線量当量預託 Sと個人の年実効線量当量の最大値 H本と

の聞の定量的関係も次のように仮定することができる:

H*=F(S) 

(103) 損害の費用の式 (86，87項参照)を 68項で示された目的関数に代入

することにより，この関数は，個人線量の分布に関連した損害の成分が考慮に

入っているかいないかによって，次のいずれかで表すことができる:

u=X(ω)+αS(ω)=最小

あるいは

u=X(ω)+αS(ω)+βL:NJj[Hj(ω)]=最小

(104) 先に定義した記号を用いて，この理想的な場合の最適化は，したが

って，次の一組の条件で表される:

( i) X(ω)+αS(ω)=最小

または，

X(ω)+αS(ω)+βL:NJj[Hj(ω)]=最小

(ii) X=X(ω) 

S=S(ω) 

および

(iii) F(S)~HL 

(105) 目的関数の最小値は，微分してその結果を零と置くことによって求
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めることができる。用いられた目的関数によって，結果は次のようになる:

あるいは

dX I d5 I 
dω |ω。=一α百戸|ω。

dX I _ _d5 I n"C"1 d[NJj(Hj)] I っ一=一ατ一 | 一β~ .......l .L "J~1J\ A. ...J ，f J I 
Gα) Iω。 oα)Iω。 j 0α)ω。

ここで ω。は最適化された防護ノマラメータである。

(106) 最適化された放射線防護パラメータ ω。に相当する集団線量の値

S。は，制限式 F(50)sHLを満たさなければならない。したがって，この理想

的な場合には，最適化は，F(50)ζ HLの条件で，上の微分方程式の一つを満た

すような集団線量預託の値 50において達成される。つまり ，F(50)sHLなら

ば，5。の値は S。三三F-1(HL)を満たす値として選ばれなければならない。この

手法は，個人線量と集団線量との聞に一定不変の関係を仮定している(作業行

為は変えることができず，設計の変更のみが実施可能な場合に，そのようにな

る)。しかし，関数 Fを変形することによって線量限度の制限を達成できる場合

もありうる (129項およびA-ll項参照)。

(107) ある種の最適化の算定では，唯一の，連続的に変化する放射線防護

パラメータを同定することは難しいが，必ずしも単一のパラメータでは規定さ

れるとはかぎらない異なる防護選択肢は得られる。防護のレベルの変化は，X

および Sともに連続変数ではなく不連続な値としてある選択肢から別の選択

肢に変わったときの Xおよび Sの有限な増加分によって表される。防護レベ

ルAからもっと費用のかかる防護レベル Bへ移る決定は，次のようなときに

千子われるであろう:

あるいは

BX一AX
BSCE ASCESα 
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X AX ~ ，，，，，，， BNJj(BHj)-ANj!j(AHj) 
c 三二 α +ß~B5主 A5CE~U ， '"'7' (B5主-A5も)j

ここで下っきの文字AおよびBは，それぞれの変数が対応する選択肢A，Bに

関係するものであることを示す。

(108) このような場合には，最適化は，繰返しの過程により達成すること

ができる。すなわち，放射線防護をだんだんと高いレベルにして検討し，上の

方程式が要求する値のところで止めることにより得られる。通常は，最も高い

被曝をする個人について十分な放射線防護となる選択肢を用いて分析を始める

ことにより，選定された線量天井値を守ることができる。多くの代替手段が使

用可能であり，費用の高くなる順に並べられると，最適な代替手段の探索を止

める決定をする前に(というのは上述の項で示された条件があてはま らないか

ら)，それらの条件が放射線防護のレベルのありうるその他の変化にあてはまら

ないことを確かめておくと便利であろう。したがって，最適条件は，他の選択

肢へのいかなる急転も， 107項の方程式に従わないような条件である。客観的健

康損害だけを考慮に入れるときには，最適レベルはグラフを用いた簡単な方法

によって容易に見出すことができる。まず，その費用 Xおよび集団線量預託

Sもの値によって定義されるすべての代替手段の可能性をふつうの軸を もった

X-sを平面上にプロットしなければならない。次に αに等しい傾きをもっ直

線を左下から右上へ移動させなければならない。この直線と最初に接した点が

最適解である。最適な選択肢を確定するもう一つの簡単な方法は， 各々の選択

肢について防護と損害の両者の費用の和X+yを算出し，それから，最小の和

を与える選択肢を選ぶ方法である。

複合したシステムの最適化

一般的な定式化

(109) 放射線防護システムの複数の成分が同時に最適化されなければなら

ず，かつ各々の成分が複数の被曝集団の放射線防護に寄与するときには，最適
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化算定を単純な微分費用一便益分析によって行うことはまれである。拘束関数お

よび制限式によって拘束される目的関数の解はもっと複雑になる。この章では

この一般的な場合について議論する。

(110) ある与えられた線源あるいは行為からの被曝が，それぞれが適切な

放射線防護手段を必要とする複数のサブシステム fに起因したものから構成

されると見なすことができれば，最適化は次の目的関数のどれかを意味する:

~(xe+ α5!)= 最小

あるいは，

~[x!+ α5! 十ß~Njん(Hj !)] =最小

ここで，X!はサブシステム fの放射線防護の費用;

5!はサブシステム fから生じる集団線量預託:

Hj!はj番目のグループの Nj人の個人のサブシステム fからの平均

線量当量

である。

独立したサブシステム

(111) サブシステムがそれぞれ独立であれば，複合システムのための最適

化の手法は，理想的な場合よりも難しいということはない。サブシステムのう

ちの一つで行われる管理が他のシステムからの集団線量預託に影響しないとい

う意味でサブシステム fが独立な場合には，拘束関数は容易に設定することが

できる 5)。

(112) この場合，一般的な目的関数を各々のふについて微分し，得られた

各関数を零とおくことにより ，-i'=1，2…について以下のような方程式の組が得

られる:

ハリα
 

+
 

め
一
品
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あるいは

一民一品

イ
ハ
ス
U

fh一
zu
一凡2

j
 

ρμ +
 

α
 

+
 

め
一
品

これは，サブシステムが互いに独立なため，f'弓I=fであるようなすべての Xe'，5e'

について， 5eに関する導関数は零に等し くなるからである。すなわち，

oXe' ^ o5e' ^ 
一 一一-o5e v o5e v 

(113) 個人の年線量は認定限度を超えるべきではないので，一組の制限式

が得られる:

L;Fe(5e)ζ HL 

両方の式の組から，最適化は，各々の独立したサブシステムを別々に最適化す

ることにより得られることになる九同様に，ある与えられた敷地に存在する複

数の施設からの複合した被曝についての最適化は，独立条件があてはまるとす

れば，各々の施設における放射線防護を別々に最適化することにより達成する

ことができる。

相互関係のあるサブシステム

(114) サブシステムが互いに独立でない場合には，最適化の手法は非常に

複雑になりうる。最適化されるべき放射線防護は概念的にサブシステム f=1，

2…η に分割することができ，一方，被爆グループは，サフ令グループjニ 1，2…h 

から成ると考えることができる。あるサブグループjにおけるあるサブシステ

ムfに起因する集団線量預託を 5e，j とする。あるサブシステム fに起因するあ

るサブFグループj における最大年実効線量当量を He~j と表す。このサブシステ

ムおよびサプグループは， 5e，j とHむとの聞には次のように規定される関係が

あるように選定されなければならない。すなわち，

H乙・=Fe，;(5eJ) 

極端な場合，各サプグループは一人の個人に対応するかもしれない。
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(115) 前項で述べられた条件のもとでは，最適化は次の関係の組合せで定

式化される:

( i ) 目的関数

L: (Xe+ α~Se，j )=最小

あるいは

L:[Xe+αL: Se，j + ß~Njfj( He，j)] =最小

( ii ) 拘束関数

Su = 1Jf1，j(Xe ) 

( iii) 制限式

~FI，j (Se ，j )ζ HL 

(116) サブシステムおよびサブグループの数が少ないならば，解は分析的

に(たとえば，ラグランジュ乗数を用いて)得ることができる 39)。しかしながら，

ほとんどの場合に，変数の数はたいへん多く，もっと高度の計算技術が要求さ

れるであろう刷。普遍的な最適化技術というべきものはないので，ある特定の方

法の選択は，考えているシステムと用いることのできる計算手段に依存すべき

ものである。ある場合には，システムは非線形方程式と非線形プログラミング

を用いてはじめてモデル化でき，あるいは動力学的計画法が必要とされるかも

しれない。これらの最適化手法は，計画工学制および経済計画において現在さま

ざまな度合で用いられている。方法の選択および方法の複雑さは，考えている

システムに依存し， 一般的な指針を与えることはできない。

(117) これまで述べてきた方法は，線量を合理的に達成できるかぎり低く

保つための放射線防護の最適化への費用一便益分析の使用に関し，委員会が勧告

する定式的な方法を，客観的考察と主観的考察とをできるだけ区別しながら述

べたものである。これらの方法を適用して得られる放射線防護のレベルは，費

用一便益分析技術のわく組の中では，放射線防護に関するかぎり理論的には最適
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である。しかし，実際上は，放射線防護の実際のレベルに関する最終決定には，

意志決定者によるいっそうの考膚、が必要で、あるかもしれず，必ずしも放射線防

護には関連しない他の判断規準および、パラメータにとくに注目する必要がある

かもしれない。この報告書で記した方法のほかにも，放射線防護において意志

決定に用いることができる諸方法がある(4項， 5項および9項以降参照)4到。
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C. 放射線防護の最適化における費用便益分析の

実際の利用

(118) B章で展開した費用一便益手法は，設計者，施設経営者，および意志

決定者のための分析的手段であり，放射線防護の最適化に使うことができる。

これらは，個人の線量限度を守ることを保証することのできる放射線防護シス

テムだけでなく，線量を合理的に達成できるかぎり低く保つための設計条件と

操業条件にも関係させるべきである。前章で導入した方法はこの目的を意図し

たものであるけれども，それらの実際の利用には，いくつかの困難が伴うであ

ろう。放射線防護の最適化のための費用便益分析手法の実際の利用をこの章で

議論し，いくつかの代数的および数値的な例を示す。

(119) この章に例示されている分析手法は，放射線防護のレベルの決定に

かかわる複雑な過程の一部にすぎない。これらの例は，放射線防護の最終的な

レベルについての意志決定の過程に関連したすべての問題を含んでいるわけで

はなく，多くの理由から，そのレベルは，費用一便益分析の結果得られる最適値

よりもさらに控えめでありうる。さらに，これらの例は，パラメ ータが不確か

であり直観しか使えないで、あろうような場合を無視する。操業中の防護に影響

する単純な決定が，通例はすぐれた工学的判断という単純な根拠から行われる

ときには，直観的な最適化が暗黙のうちに適用されている。

設計による放射線防護の最適化

(120) 設計によって放射線防護を最適化するときには，多くの変数を考え

るべきである。そのうちのいくつかは設計のさいの変数であり，制御可能なも

のも不可能なものもある。前者は，設計者がいつでも調整できるパラメ ータ，
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すなわち要求される放射線防護のレベルになるように概念的な設計が可能な被

曝制御ノTラメータ(遮蔽の厚さと換気流量率のような)である。後者は，はじ

めから修正できない量である。このよくある例としては，遮蔽材の固有の特性

(これは，形式的には材料や組成を選ぶことによって制御することができるが，

多くの場合実際には変えることはできない)および，換気している外気の温度

がある。また設計者は，設計で条件を決める量(たとえば換気用送風機の電圧，

線源の放射能)および，放射線防護システムに関連した環境の特性といった外

的な条件をも取り扱う。最後に，時間によって変動するかもしれないパラメー

タもある。この章の中で示す設計の最適化の例は，制御可能な設計上の変数の

最適化のみを扱う。他のすべての変数は設計の条件であり，最適化の過程の対

象ではないと仮定する。

(121) 電離放射線を伴う行為は，一般に人々の被曝を制御するための多重

システムをもった複雑な施設内で行われることが要求されるかもしれない。こ

のような場合には，放射線防護の総合的な設計の最適化はかなり複雑な過程と

なりうる。それらのシステムが独立でない場合，または被曝を制御するパラメ

ータが，最大個人線量と最大集団線量の両方に同じ割合で影響を与えるのでは

ないときには，さらに複雑になるであろう。しかし多くの場合，ただ一つの制

御装置を使うか，または，個人線量にも集団線量にも同じ比率で影響を与える

制御ノTラメータに頼っている独立なシステムを使うことによって，放射線防護

は達成される。この章では，このような単純化された例のみを示すことにする

が，最適化の過程を通じて個人線量の分布が変化すると仮定される，単純で形

式的な例も示す(付録 A，A-ll項参照)。

(122) ただ一つの制御の選択肢を考える単純な場合においても，次のよう

な二段階の最適化手法を使うべきである。すなわち，被曝を制御するための最

も費用ー効果の高い方法についての決定をまず第一に行い，その後に，選ばれた

制御ノTラメータを最適化すべきである。しかし，この章で示す例については，
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制御パラメータは，なんら特別の予備分析なしに選ばれたものであることに注

意すべきである。

(123) 放射線防護は，患者，作業者および一般公衆の被曝を制御するため

の工学的な特徴を利用して行う。最適化の算定においては，放射線防護のおも

な対象としたグループと，その他の被曝する人々との聞の相互作用に適切な注

意を払うべきである。たとえば，環境への放出を減少させることは，主として

公衆の便益にはなるであろうが，職業上の被曝を増加させるかもしれないし，

またその逆もありうる。そのようなことは，この章の例示では考慮に入れてい

ない。

(124) 最適化の算定における重要な因子は，集団線量を決めるために使わ

れる線量評価モデノレである。個人線量の制限を確実にするための一般的なやり

方は，控えめな線量評価モデルを使うことであるが，最適化の算定の場合には，

計算に不当な偏りが生じないように，現実的なモデルを使うべきである。この

章で示した例では，線量評価モデルはできるかぎり現実的で、あるように意図さ

れている。

(125) これまでの諸項で示された制約の範囲内で，この章では，体外被曝

と体内汚染に対する防護のシステム，および，環境中への放射'性物質の放出を

制御するためのシステムの設計例をいくつか示す。代数的な取扱いはこの章の

付録に示し，またい くつかの単純化した数値例は補遣に示す。それらの例をあ

げたおもな目的は， B章で提示した最適化の方法は実行可能であることを示す

ためである。設計の最適化のすべての実際的な解と難しさとを考察することも，

放射線防護のための特定の手法を勧告することも意図しているのではない。例

示から得られる最適化されたパラメータは，例として用いることのみを意図し

たものであって，委員会によって勧告されたものであると解釈すべきではない

ことを強調しておく。さらに，数値例は一例としての値にすぎず，したがって

その結果は，例の中で述べられている状況を代表するものと解釈すべきではな
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しユ。

体外照射に対する防護を意図したシステムによる放射線防護の最適化の例

(126) 体外照射に対する被曝を制御するための方策としては次のものがあ

る:

( a ) 放射線源の特性(たとえばその放射能)の修正:

(b) 線源と被曝する人との聞の距離の変更;

( c ) 被曝時間を修正するというような作業手順;

( d ) 放射線ビームの遮蔽。

したがって，体外照射を受ける人々の集団線量および放射線防護の費用は，た

とえば線源の放射能と線源からの距離，遮蔽の厚さと減衰係数，被曝する人の

居在時間などのような関連する制御ノfラメ ータと関係づけられるであろう。原

理的には，これらのパラメータの一つ一つは連続的に変えることができ，値の

最適な組合せを決定することができる。しかし実際には，これらのパラメータ

のいくつかは，はじめから修正することができず，少なくとも容易には変えら

れない。

(127) 放射線源の放射能は，通常は制御できないパラメータであるが，と

きには最適化の過程の対象となる場合もある。たとえば，原子炉内の一次系お

よびその他の補助系の放射能は除染によって制御することができ，それに関連

した制御ノfラメータは最適化されるであろう。放射線源から被曝する個人まで

の距離は，変更することが難しいもう一つのパラメータであるが，原理的には

それも最適化されうる。実際には，遮蔽の厚さと作業行為の特徴が，体外放射

線が存在するときの放射線防護を最適化するために通常選ばれるおもな制御ノf

ラメータであると思われる。

簡単な遮蔽の設計による放射線防護の最適化の例

(128) 遮蔽された放射線源に対する防護の最適化の手法を，例として提示
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する州。防護の費用と損害の両者に影響するどのような変数を用いてもよいが

(たとえば遮蔽によって防護される人数のように作業行為に関係する任意の変

数(160項以降参照))，ここでは，簡単な平板遮蔽の厚さを，唯一の制御ノfラメ

ータとして用いることにする。この例のためには，制限式を適用する代わりに，

被照射体がつねに遮蔽体の表面に接触しているというような控えめな条件のも

とでも，最小の厚さの遮蔽が個人線量の認定限度を守ることを確実にするのに

十分でなければならないという，設計の理想化された条件を仮定する。こうし

て，最高の線量を受けると考えられる想像上の個人が限度内にあることを保証

することによって，自動的にこの集団中のいかなる個人も限度を超えないこと

を保証するような最初の(最小の)遮蔽の厚さから，最適化の過程がはじまる。

この最初の設計条件はきびしすぎるかもしれない。もし最適化の過程の結果と

して得られた設計上の線量率が，該当する認定線量限度から導かれた線量率の

制限値をはるかに下回る(たとえば職業上の被曝について 25μSvh-1をはるか

に下回る)ならば，その他の考察は必要はない。これに反して，結果として得

られた線量率が制限条件に近いならば，その結果は偏っている可能性があるの

で最適化の過程に制限式を導入すべきである。制限式は，この例の数学的定式

化には含めない。

(129) 放射線場で被爆する作業者は，遮蔽体の表面において受ける可能性

のある線量よりも実際には低い線量を受ける。ある場合には，実際の個人線量

は，線量限度を十分下回る線量の範囲で，対数正規分布として表現できるとい

うことが示されている 6へこの分布が，どの特定の一作業にも成り立つと仮定で

きるという根拠はないが，この例のためには，個人線量の平均値と最大値との

聞に一定の比が存在すると仮定することができる。また，遮蔽の厚さの最適化

は，個人線量のレベルの変化をもたらすが，線量分布は変わらないと仮定する

こともできる。平均線量率と最大線量率との一定の比 ρを，この例の中で基本

的には使うが，個人線量分布の変動を仮定した形式的算定法も示されている(付
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録 A，A-ll項参照)。

(130) 線量率と厚さとの聞には単純な指数関数関係が成り立つことも仮定

されるかもしれない。比ρが一定ならば，平均線量率(および集団線量率)は

遮蔽の厚さに関して指数関数的に変化する。したがって， 86項の式を使うと，

損害の費用 Yは遮蔽の厚さに対して指数関数的な関係をもっと仮定しうる。

代数的な定式化は付録 Aの中で示されており，次の結果が得られている:

Y(w)=αNftr，ρHue-r却

ここで， αは単位集団線量に割り当てられた費用を表すディメンションをもっ

た定数;

N は被曝する個人の数:

五は居在時関係数;

tは施設の寿命:

ρは平均線量率と最大線量率との一定の比:

Huは最初の最小厚さの遮蔽体の外側表面と接した位置にある仮想的

な被照射体が受けるであろう最大実効線量当量率(実際の遮蔽設計

においては，Huは， 遮蔽の外側の着目している居在地点における最

大線量当量率とすることができる)一一いかなる場合においても，

HusHL 

「は実効減衰係数;

wは遮蔽の厚さ，e-r即は線量低減係数

である。

(131) 遮蔽の費用は，設置された遮蔽材料の費用と支持設備の費用を含む。

この例のためには，操業費用は遮蔽の費用よりず、っと低いと考えられるので無

視できるであろう。したがって，最小の厚さから最適の厚さまでの範囲におけ

る遮蔽の費用 Xsは，次のように遮蔽材料の量に比例して変わると仮定してよ

し)
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XS=XvVS+X1 

ここで，Xvは設置された遮蔽材料の単位体積当たりの費用:

Vsは遮蔽材料の体積;

X1は，この例のために，厚さの変動が小さな範囲内では厚さには関係

なく一定であると仮定された，支持設備の費用

である。

(132) 遮蔽材料の体積は遮蔽の厚さに比例するので，直方体の平板遮蔽の

費用は遮蔽の厚さと次のような直線関係がある:

X(w )=X vhlw+ X1 

ここで，hは遮蔽の高さ:

Jは遮蔽の長さ:

wは遮蔽の厚さ

である。

(133) いったん拘束関数が設定されると，この例に関する最適化された線

量低減係数は， B章で紹介された手順に従って導き出すことができる。代数的

公式は，付録Aに示されている。その結果，最適化された線量低減係数は単位

遮蔽体積当たりの費用に正比例し，次のパラメータに反比例することがわか

る:遮蔽の寿命 r.αの選定値:実効減衰係数 r;最大実効線量当量率 Hu;

居在係数 ft;単位遮蔽面積当たりの人数 N/hl;そして平均個人線量と最大個

人線量の比ρ:である。すなわち，

e一日 '0- Xvhl 
rarHuftNρ 

となる。その結果，最適化された追加の遮蔽の厚さ woは，上述の式から導くこ

とができる。こうして，最適化された遮蔽の厚さは，最初の厚さと追加された

厚さとの和に等しくなる。

(134) 133項の公式に基づいた数値例は，補遺Alに示されている。より複
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雑な事例に関する最適化された低減係数の定式化は，付録Aで提示する。それ

らの例で得られる遮蔽の厚さは，異なる費用と便益をもたらすいくつかの異な

る材料からできていたかもしれなかったことに注目すべきである。そして，そ

れらの選択を，最適化の過程に先立つて行われるべき費用一効果分析の一部とし

てではなく，最適化の過程の一部として考えることは，形式的には適切であっ

たであろう。

体内照射に対する防護を意図したシステムによる放射線防護の最適化の例

(135) 空気汚染の存在する場所で作業する人々は，線源からの体外放射線

だけでなく，体内に取り込まれた物質からの放射線にも被曝することになる。

この空気中に分散した物質に起因する体外放射線による被曝は，一般的には線

量預託にわずかな寄与をするだけなので，ときには無視してよい。放射性物質

は主として空気中に分散している物質の吸入によって体内に取り込まれるの

で，空気中の浮遊放射性物質の濃度を制御することによって最適化を効果的に

遂行することができる。

(136) 空気汚染の制御にはいくつかの放射線防護手法が使える。その例は，

線源の隔離，空気浄化を含む換気，呼吸器および全身の放射線防護などである。

最後の二つの手法は，基本的には作業手順と考えることができるので，この章

では議論しない。

(137) ある与えられた発生源に由来する放射性物質による汚染の可能性が

あるとき，ふつう最初に行われる放射線防護の方法は，次のいずれかによって

発生源を閉じ込めることである:( i ) 物理的ノてリア(たとえばグロープボッ

クス，ホットセル)によって放射性物質を閉じ込める静的隔離，または ( ii ) 

いくつかの空気動力学的システム(たとえば放射化学フード)によって閉じ込

めを行う動的隔離。ある場合には，静的隔離と動的隔離の両方を合わせて使う

こともできる(たとえば，負の圧力差で使用されるボックスとセル)。静的隔離
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の費用は，ふつう物理的バリアからの漏洩率に依存し，概念的には定量化が可

能である。動的隔離は，汚染する可能性のある場所へ空気が確実に流れ込むよ

うに，物理的ノてリアに圧力勾配をつくることによって，ふつう達成される。こ

の制御パラメータは隔離境界にかかる圧力勾配で，開口部を通る空気の流れを

維持するのに必要なエネルギーに関係する。動的隔離の費用は換気の費用 (143

項から 145項を参照)と同じ根拠で算定できるであろう。静的封じ込めおよび

動的封じ込めの両方からの漏洩率と，それによって生じる被曝との聞の関係は

非常に複雑で，前もって設定することができないので，あらかじめ最適設計す

ることを難しくしている。しかし，隔離の最適化は，あとから見直すことによ

って達成できるであろう。

(138) 換気と空気浄化の最適化の例は， 140項以降に示されている。これら

の放射線防護手法は，他の放射線防護システムとは独立しているので，それら

は独立に最適化することができる。制御パラメータは空気流量率と除染効率で，

両方とも個人線量と集団線量とに同じ割合で影響すると仮定されている。

(139) ラドンとラドン娘核種による被曝の放射線防護を行う換気システム

の最適化は付録でやや詳細に考察されている。その例は，放射線防護のもっと

一般的な面とともに，最適化の基本的な方法の議論も含んでいる。ラドンの例

で数学的に技巧を要するのは，最適化の過程ではなくて，ラドンとその娘核種

自身による汚染の算定に関連する部分である。

換気と空気浄化の設計による放射線防護の最適化の例

(140) あるかぎられた空間が自然換気では空気の汚染を制御することがで

きないとわかったならば，機械的な換気装置を導入すべきである。単純な換気

システムは一般に，ある与えられた率でかぎられた環境の中に新鮮な清浄空気

を送り込むことによって動作し，それによって空気中の放射性物質の濃度は下

がり，放射線被曝も下がる。単純なワンススルーシステムでは，制御ノfラメー

タは空気流量率である。
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(141) この章の目的には，単純な換気システムは，吸気フィルタ，送風機

および換気ダクトを含むと仮定する。排気フィルタシステムは，換気システム

の一部としてではなしそれ自体が気体状排出物中の放射性物質の放出を制限

することを意図したシステムであると仮定してよい(1放射性物質の環境放出を

制限するシステムによる放射線防護の最適化J，154項以降参照)。

(142) かぎられた空間の中に留まっている人々が受ける集団線量，したが

って損害の費用は，空気中の放射性物質の残留濃度に比例する。これに関連す

る定式化は，付録 B の B-1，B-2項にあり，この濃度は空気流量率に逆比例

することを示している。したがって，損害の費用は次のように換気流量率に逆

比例する 20) • 

y=州出会
ここで， αは単位集団線量に割り当てられた費用を表すディメンションをもっ

である。

定数;

N は被曝した個人の数;

ftは居在時間係数;

rは施設の寿命;

九は放射能濃度を線量率に変換する線量換算係数(すなわち，空気中

の放射性物質の単位濃度当たりの，被曝した個人の受ける実効線量

当量率)で，これは被曝した人の平均年齢に対応した平均値である

と仮定される;

Aはかぎられた空間への放射性物質の一定の流入率:そして

Qは換気流量率

(143) 換気の費用には，換気システムの費用，その運転費用およびその設

置に関連する他の費用(たとえば，換気システムを設置するために必要となる
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構造物の改造)を含む。この例では，運転費用がシステムの費用のおもな成分

であると仮定する。ダクトがあまり長くなし建物の改造が不必要ならば，こ

の仮定は現実的であろう。一方，空気流量率の変更はシステムの費用を変える

ことがあるが，最適化の過程により流量率がわずかに変化するだけならば，そ

の費用は，流量率に関しては実際には一定のままであろう。しかしある場合に

は，これらの条件はあてはまらない。たとえば鉱山においては，ダクトや換気

坑は非常に長くなりうるし，換気システムを設置する費用は運転費用と比べて

無視できなくなるかもしれない(補遺D1参照64))。一般に非常に低い流量率が

使われる住居の中では，運転費用は通常は設置費用より低い。

(144) 換気の運転費用は，空気を循環させるため，そして必要なときには

空気調節をするために要するエネルギーの費用を含み，ある場合には空気調節

の費用が支配的となりうる。保守材料の費用と賃金のようなその他の運転費用

の成分は，この例のためには，エネルギー費用に比べれば無視できると仮定す

る。層流(すなわち流線状の流れ)を伴った換気システムでは，圧力降下と流

量率との聞には直線関係がある。乱流(すなわち渦状の流れ)では，その関係

は二次になる。送風機システムの換気坑において必要な力は，理論的には， (流

れが層流であるか乱流であるかに応じて)流量率の 2乗か 3乗のいずれかに比

例し，また効率にも比例する。効率はまた，流量率の関数である。実際には，

関連するすべての要因が組み合わさった結果として，システムを循環する空気

の単位質量当たりに消費される電気エネルギーは，ある場合にはほぼ一定と仮

定することができ，この例ではそう仮定することにする。いくつかの実際の換

気システムで得られた値は，循環空気 1立方メートル当たりの電気エネルギー

で数キロジュールのオーダーである印刷。一方，ある与えられた質量の空気を調

節するのに必要なエネルギーも空気流量に対して一定なので，必要とする全エ

ネルギーは，運転中に換気システムによって動かされる空気の量に，ほぽ比例

すると考えることができる。単位エネルギー当たりの電気料金は広い範囲にわ
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たって一定であり，また空気の総量は流量率に比例するので，この例のために

は，換気システムの運転費用と空気流量率との聞にはほぼ直線関係が存在する

と大まかに仮定する。

(145) プラント寿命の間運転費用が支配的であると仮定し，またさきに仮

定した諸条件があてはまるならば，換気の費用 Xvは次のようになる:

Xv=ab/rQ 

ここで，Qは換気流量率;

。および bはそれぞれ，単位電気エネルギー当たりの電気料金および

単位体積の空気を調節し循環させるために消費されるエネルギーを

表す定数:

rはシステムの寿命:

fはシステムが作動する時間の割合を表す係数

である。システムの運転中ず、っとそこに人がいると仮定すると，/は /tに等し

くなる。 bが定数であるという仮定は，かなり小さな“等価オリフィス"がある

施設においてはとくに，現実的で、ないことがありうるので，注意して使うべき

である。

(146) 前述した仮定のもとで，運転費用が支配的である単純な換気の場合

について，最適流量率 Qoを導き出すことができる。このような単純で特殊でな

い換気システムの代数的公式化を付録 Bに示す。最適流量率は，次の四つのパ

ラメ ータ，すなわち(i )かぎられた空間への放射性物質の一定の流入率 A;

( ii )被曝する人の数 N ; (iii)線量換算係数九;(iv)集団線量を単位量低減す

るために置き換える必要のある空気の体積 a/ab，の平方根の関数となる。すな

わち，

Qo=(jtNFJ)112 

上記の公式を用いて求めた二つの数値例を補遺B1に示す。 bが一定でない場合
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の数学的取扱いは，関数 Q。の指数が 1/2より小さくなることがあること以外

は同じである。

(147) 付録 Bで展開される代数的例は，単純化され理想化された状況を記

述している。たとえばそれは，局所的な濃度勾配は考慮していない。ある場合

には，特別な作業をするかぎられた数の作業者が，非常に接近した場所で高濃

度になる可能性にさらされることがある。このような特定の場合には，空気の

流量を増すことによって，個人線量と集団線量はまったくちがったふうに変化

するであろう。このような場合には，放射線防護は，全体の換気の増加という

形よりも，むしろ局所的な空気の処理という形をとる方がよいかもしれない。

この場合の最適化の形式的な扱いは，同じ環境内の異なる区域の各換気流量率

について最適債を探すこと以外は，原則的には同じである。

(148) またその例では，特定の場合には換気率の増加が必ずしも放射線防

護の改善につながらないという事実を無視している。たとえば，非常に短寿命

の放射性核種が，被曝する可能性のある人から非常に遠いところで放出された

とすると，長い通過時間の聞の放射性崩壊が，被曝を有意でないレベルまで制

限するのに十分であろう。しかし，空気流量率(そして，線源と被曝する可能

性のある人々との聞の空気流速)の増加のような，あるメカニズムによって通

過時間(そしてそれに伴う崩壊)が減少するならば，被曝レベルは実際には増

力目することになる。

(149) さらに，付録 Bに示した簡略化した例では，放出点と被曝点との聞

の浮遊性の放射性核種の同位体組成の変化を考えていなし〉。放射性核種が浮遊

性になり，その崩壊が放射性娘核種を生成し，それがさらに娘核種を生成する

ような崩壊をするときには，空気中の数種の核種のそれぞれの濃度を表すよう

な分析モデルは複雑になる。各々の放射性核種は特有の崩壊率をもち，親核種

の発生源の放出率は変わりうるし，限定された空間での滞留時間は換気流量率

が変わることによって変化する。たとえば，ラドンー222で汚染された環境の換
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気についての最適化では，このような特殊な問題が存在する。ラドン 222はラ

ジウムー226の崩壊によって生成される天然の放射性核種である。それは，ラド

ンを含む土壌，建築材料，水，その他の物質から空気中に拡散しうる。ラドン

222は，吸入摂取により気道に与えられる線量におもに寄与する娘核種に崩壊

する。ラドン 222で汚染した空気中の放射能濃度は，換気システムによって取

り入れられる新鮮な空気による希釈によってだけでなく，換気される空間を通

る通過時間の聞のラドン娘核種の放射性同位体組成の変化によっても変わる。

(150) ラドンの汚染を伴う場合の換気の最適化も，付録 Bに示された方法

を使って概念的には行うことができるが，代数的扱いと結果として得られる式

がより複雑になるのは避けられない。その最適化の算定において考慮すべき特

別な重要な量は，ラドンとその娘核種のポテンシャル αエネルギー，ラドン娘

核種の平衡係数，およびラドンの平衡等価濃度である。最適化に関する，これ

らの量に関係する諸問題と不確かさについての議論は付録 Cに示されている。

ラドンとその娘核種による被曝を算定するときのさらにもう一つの問題は，集

団線量の推定における不確かさである。最適化による算定において，ラドンに

よる被曝からの集団線量を定量化するさいに用いられる線量係数(線量換算係

数)に関する簡単な議論を付録 Cに示す。

(151) 付録Dには，ラドンの汚染のある場所の換気流量率を最適化するた

めの簡略化した代数的取扱いと，ウランその他の鉱山の換気を設計によって最

適化する，より複雑な形式的な例を示す。ウラン鉱山にすでに設置されている

換気システムをパックフィットさせるための手順を概説した数値例を補遺D，

に示す。

(152) もし換気システムが空気浄化機能を含んでいるならば，最適化の過

程はさらに複雑になろう。空気浄化は，閉鎖された環境内の空気の除染をする

ために使われる特定の換気技術である。基本的には，空気浄化システムは閉回

路の換気システムとして使われる。汚染した空気の一部分は作業環境から取り
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出され，通常は放射能を除去するろ過その他の方法によって，除染される。 一

度浄化されると，その空気は再び作業環境の中に入れられる。この再循環は部

分的に行うこともできる。たとえば，交換される空気のある部分は新鮮なもの

とし，ある部分は再循環させることができる。

(153) 空気浄化の最適化の数学的な定式化は，基本的には換気のそれと同

じである。しかし，他のパラメータすなわち，空気浄化システム(たとえばろ

過または他の汚染除去システム)の全除染効率および再循環させる空気の割合

も考慮に加えなければならない。付録Eには，全量再循環すると仮定した空気

浄化の簡単な例の代数的取扱いを示す。放射線防護の費用は換気の費用と同じ

根拠に基づいて決定されるが，空気除染システムの運転費用は使用される除染

ユニット(たとえば各フィルタ)の数に比例するという仮定も使う。流量率と

除染ユニットの数の最適な組合せの一つが，この例では得られている。

放射性物質の環境放出を制限するシステムによる放射線防護の最適化

(154) 次にあげるいくつかの手順によって，排出物中の放射性物質による

被曝からの線量を変えることができる:( i ) 放出モードを変えること;たと

えば，気体放出の高さの変更は，放出場所近傍の排出物の拡散を変えうる;(ii) 

排出物の放出を遅延させること:たとえば，減衰タンクの使用は，核種の崩壊

によって排出物中の放射性物質の相対的な組成と放射能を変えうる;(iii) ろ

過その他の処理によって排出物の流れから物質を部分的に除去することによっ

て，放出される放射性物質の量を減らすことができる。長寿命放射性核種の場

合には，排出物の流れから放射性核種を除去し，捕集した物質を保持し，ある

十分な期間，環境からその物質を確実に隔離するような方法で処分することに

よって，被曝の制御を達成することができる。

(155) 制御技術の分析には，それが採用されることになる施設の設計に関

する詳細な知識を必要とする。放射性核種のインベントリー，環境中への放射
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性核種の放出の機構と経路，体積流量率，およびそのプロセス流の物理的，化

学的特性を同定するために，過程の各段階が分析されなければならない。放出

方法の修正は放出点近くの個人の線量に影響するが，多くの場合そのような修

正は，その放出による集団線量を有意に変化させることはできず，最適化の過

程において重要な役割を果たすことはない。たとえば，最適化は排気筒の高さ

だけでなく，気体状排出物の浄化にも適用されるべきことは明らかである。し

かしながら，排気筒の高さを変更しても集団線量が有意に変化しないならば，

最適化は排気簡を高くすることを支持しないであろうから，放出の遅延とそれ

による放射性崩壊によって放出量を減少させるシステムと，排出物の流れから

物質を除去するシステムのみを，例として議論する。

(156) 崩壊を利用して放出量を制御する連続放出システムに該当するパラ

メータは，放射性核種の発生源からそれらが環境へ放出されるまでの経過時間

である。この経過時間は，崩壊のために用いることのできる容積と排出物の体

積流量率との関係によって支配される。放出に対して適用される低減係数は，

該当する各核種 tに対して次の式で計算することができる:

fr=e一(んVD/Q)

ここで， frは時刻 VD/Qに存在する放射性線源の，はじめの量に対する割合;

んは核種 tの放射性崩壊定数;

である。

VDは崩壊に用いることのできる容積;

Qは体積流量率

(157) 排出物放出のいかなる特定のモードについての除去過程も，該当す

るそれぞれの核種 iに対して，次の関係式で定義される除染係数 Diによって

規定することができる;

D;=~E' 
i-Cl， 
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ここで，Cli は流入側でのプロセス流中の核種 iの濃度:

CEiは排出側でのプロセス流中の核種 iの濃度

である。それぞれの核種の年間に放出する可能性のある放射能 Aiによって決

まる，ある与えられた最初の排出物組成について，集団線量預託 SCEは次の式

で与えられる:

S主=やiAiDi+SE，O)

ここで，Siは放出された核種 iの単位放射能当たりの集団線量預託;

rはこの施設の寿命:

SE.Oはこの制御システムからの職業被曝による年集団実効線量当

量:ある場合には，この項は集団線量預託にほとんど寄与しない，

である。

(158) 放出制御の最適化の大部分の実際的な算定においては，制御レベル

の変化は，ともに段階的で連続的な変数ではない X とSCで表される制御の選

択肢によって決まる有限な増加分によって達成される 4-6，25)。制御レベル Aか

ら，より費用のかかる制御レベル Bに移るという Sもの決定は，
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ならばなされるであろう。このような場合には，最適化は 108項に述べられて

いるいかなる過程によっても達成することができる。

(159) 付録Fに，放出制御の最適化に対する実際的な手順を示す。補遺 F1

と補遺 F2では，付録 Fで与えられた手順を使った二つの数値例を紹介する。

最初の例は，沸騰水型原子炉からの短寿命の気体の制御の最適化に関するもの

である。第二の例は，再処理プラントからの排出物中のヨウ素-129の制御の最

適化の例を示している。
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操業における放射線防護の最適化

(160) ある操業に関する放射線防護のレベルは，その設計にも関連のある

要因，たとえば，放射線を放出する装置の位置決め，作業者が通るべき通路，

設計基準となる放射線および汚染のレベノレなどにある程度依存する。この点に

関しては，設計と操業との聞の明確な区別はできない。一般に，これらの要因

はその設計が行われるときにすでに決まっており，このことは操業段階におけ

る放射線防護の最適化の可能性をいくぶん拘束することになる。しかしそれに

もかかわらず，ある与えられた操業の結果生ずる集団被曝とそれに関連した放

射線損害は，その操業がどのように行われるか，行われる方法，従事する作業

者の数と能力，作業者の個人防護具の種類，道具の選択(手動操作か遠隔操作

か)，管理と作業指示書の質，その他の要因によっても非常に異なったものにな

りうる。放射線防護レベルの変動へのこれらここにあげた諸要因の影響を，定

量的な形で予測するのは困難である。このような理由から，操業に伴う放射線

防護は，定量化が困難な人的要因によってず、っと大きく影響されるので，設計

段階よりも最適化を受け入れにくい。

(161) ある操業に伴う放射線防護レベルの変動による微分費用の算定は，

上述したように人的要因が存在するため，とくに困難になる。実際に，ある与

えられた操業上の手順が異なる放射線防護レベルに対応した代替案に変えられ

るときには，上述のパラメータすべては修正される。しかし，その結果生ずる

操業費用の変化へのこれらパラメータの寄与を決定することは，ある場合には

困難である。これらには，雇用されている作業者の種類と能力に関連する人件

費，モニタリングと管理の費用，労働事故その他の作業実施上の異常から生ず

る費用が含まれる。微分損害の算定においても同様の困難に遭遇する。

(162) 結論として，操業における費用と損害の定量化および，それに続く

最適化の過程が完全に行われることはまれで，この状況は代替の操業手順に関
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する決定を，定量的でない価値判断をかなり伴っていて，非常に定性的，直観

的なものにしている 14)。この制限は，設計の最適化においてはほとんど経験され

ることはない。いずれにしても，いくつかの実際の場合には定量的な値を，お

およそまたはある範囲内で算定することができ，そしてたいていの場合，これ

で操業上の放射線防護の目的に対しては十分である 1九しかし，価値判断を含ん

でいるとはいえ実際の判断が可能ないくつかの状況がある。放射線診断に関す

る場合がこれにあたるであろう。この場合には，操業の実施における最適化の

原理を広く適用することができる (179項以降参照)。

(163) 以上のような考察にもかかわらず，異なる種類の操業に関する最適

化の過程のいくつかの例もこの報告書の中に含まれている。すでに述べられた

理由により，それらの例は，一つの規則を例示するために組み立てられたモデ

/レの諸問題を展開するということではなくて，操業における最適化に関連する

おもな問題を，概念的に明らかにすることのみを意図している。 125項に示され

た注意が，操業の最適化のこれらの例にもあてはまる。

(164) 操業という用語は，いろいろな意味に用いることができる。操業の

範囲は，一つの国で不定期間続く，放射線被爆を伴う同質の行為のすべてをま

とめている場合から，特定の施設でかぎられた期間続く単一，あるいは一連の

行為にまで及ぶ。そのような広範囲の操業における放射線防護のレベノレの選択

に最適化の過程を利用するには，ケースパイケースの対処が必要であろう。そ

してこの章の目的には，同じような操業をまとめていくつかの型に分類するこ

とが有用かもしれない。

(165) 操業の第一のグループには，国や地域レベルで、放射線源が広く分布

することによって特徴づけられるような，ある与えられた行為のわくの中で行

われる活動の全範囲が含まれる。これらの行為がすでに正当化の過程を経てい

たとしても，これらの履行にさいしては，さらに放射線防護の最適化が必要か

もしれなし3。それらの操業の例としては，放射性物質の輸送，放射線および放
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射性核種の医学利用，そして自然放射能(たとえば天然ガスとか建築材の)も

含めて，放射性物質を含有する消費材の利用である。これらを履行するために，

これらの操業に含められる活動は，特定の設備や装置の設計と製造をかなり必

要とすることがあろう。しかし，全操業の総合的な最適化は，このような特定

の設備や装置の放射線防護の最適化の後に行われ，それを妨げないと仮定する

ことができる。これらの操業に対する放射線防護の最適化は，行政当局から運

転員にいたるまで数多くの異なった関係者を含んで，国または地域レベルにお

いて実行されるであろう。

(166) 操業という概念のより狭い意味は，計画，設計および建設段階が完

了した後で，ある単一の設備の操業段階に適用されるものである。典型的な例

は，原子力施設の操業や，工業プラントや病院でのある X線装置や放射線源の

使用である。その施設における放射線防護は，計画，設計および建設段階です

でに最適化されていると仮定されている。しかし，ふつう，それ以上の最適化

を正当化し，必要とするような操業や手順の変更を許すのに十分な余地がかな

り残されている。最適化は，個々の施設のレベルで実行され，操業の管理者と

放射線防護スタッフのみが関係するのがふつうであろう。ときとして，とくに

高い出費が見込まれる場合や，ある与えられた施設に関する最適化の結果が，

同様な施設にも拡張されると見込まれる場合には，意志決定のさいにより高い

レベルの管理者が関与するであろう。この種の操業の計画において，人的要因

が関連すると正式な最適化の手順の達成を難しくするかもしれない。しかし，

少なくとも直観的な最適化は考慮されるべきである。

(167) 操業のその他のクキループには，より広い観点からの操業という意味

で特定の目的をもち，範囲と時間の点ではもっと限定される個人の作業上の行

為あるいは活動を含んでいる。その例としては，ある決まった機器の保守や修

理，原子力施設の供用中検査，個々の診断または放射線治療，あるいは放射線

被曝を伴う単一の研究実験がある。
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(168) 操業の特別な種類としては，通常の操業で予測されるような軽度の

故障とは見なすことのできない不慮の故障および事故において経験されるもの

がある。典型的な例は，原子力事故が発生した場合にとられる緊急対策である。

この場合，最適化は事故の発生した時点のその場所の状況に依存するが，想定

される事故基準に基づいて，予備的計画をあらかじめ立案することができる 1へ
この場合には，人的および社会的要因が特別な役割を演ずるであろうから，正

式にそして定量的に最適化の過程を適用することは困難である。

(169) これまでの諸項で分類した操業の種類のいくつかを分析し，それに

伴う放射線防護の最適化の例を議論する。これらの例は，最適化の過程に関連

するおもなパラメータを概念的に確認することを，基本的には目標としている。

それらが，それ自体として操業の最適化の実際の場合を解決するためのモデル

として受け入れられることは期待していない。

道路，鉄道および水路による放肘性物質の輸送における放射線防護の最適化

の例

(170) 放射性物質の輸送には，核燃料サイク/レ関連物質(核分裂性物質，

新しい原子炉燃料，使用済燃料，放射性廃棄物)および研究，工業および医療

における放射性核種および放射線源の種々の応用に関連した物質の規則的な移

動が含まれる。この過程は，このような物質が生産される場所と使用される場

所とを結ぶ経路のネットワークにわたって行われる。上述の 2点聞の一つ一つ

の移動は，正常な輸送状態における被曝，および放射性物質の放出にいたるよ

うな事故の場合に起こりうる被曝の結果として，従事している作業者と輸送経

路の沿線に住んでいる住民に対して，放射線リスクをもたらす。ここでは放射

性物質の輸送のみちすじを決めることのみを扱うことを目的とした最適化の理

論的な例を論ずる。しかし，最適化が最も効果的に貢献するのは，比較的小さ

な放射性線源用の容器の標準的な設計における応用に見られることに注目すべ
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きである。

(171) 通常の輸送状態における実際の被曝も輸送事故に伴う潜在的な被曝

も，損害で評価することができる。事故被爆とその損害についての考察は，と

くに高線量を伴う発生確率の低い事故に関しては，この報告書の範囲を超えて

いる九しかし，この型の考察においては放射線防護の最適化を無視することが

できるであろう。いずれにしても，低レベルの放射線被曝の原因となるより起

こりやすしνj、さな事故を避けたり，軽減したりするために必要な防護は，正式

に最適化されるかもしれない。もしそうなら，通常の輸送作業に関連した損害

だけでなく，輸送中の小さな事故による損害にも注意を向けるべきである。

(172) ある与えられた輸送作業に起因する集団に対する損害を算定するた

めには，次のようなことが必要であろう :(a) 輸送される放射性物質の種類

と量，輸送容器の特性，輸送車内と周辺における距離の関数としての放射線被

曝率，および起こりうる小さな事故による放出 (およびその確率)を含む，ソ

ースタームの決定;(b) 輸送経路に沿う種々の位置での個人に対する線量当

量の分布を算出するための線量算定モデJレの開発(これは，輸送車のまわりの

放射線被曝率，輸送車の速度，経路の物理的特性およびその他の要因に依存す

るであろう);そして， ( c ) 特定の経路に沿った輸送作業に起因する集団線量

預託を算出するために，道路，鉄道あるいは水路からある与えられた距離内に

おける実際の人口分布に，上述のモデルを適用すること。この中には，輸送従

事者の被曝からの寄与分を含めるべきであり，また，小規模な事故にも通常の

輸送状態にも適用すべきであるヘ

(173) この計算は，概念的には，放射性物質の製造地点と使用地点、とを結

ぶ輸送経路の全ネットワークに拡張することができる。したがって，その固に

おける放射性物質の輸送の全システムに付随する損害の合計を理論的には評価

することが可能である。一般に，システムの中の任意の 2点聞の輸送は，異な

った代替輸送経路(空路，道路，鉄道または水路)によって行うことができ，



( 71) 

それには，その輸送の種々な特性(包装基準，速度，輸送路の特性)および人

口分布の相違に起因して，放射線損害が種々の値をとるのがふつうである。そ

のような代替手段は，一般に，輸送手段の型と輸送経路の特性によるとともに

代替経路の長さの相違によっても，輸送費用に差異を生じる。もし，考慮され

た各々の代替輸送網とシステムに付随する損害と費用とを定式化することがで

きれば， B章に述べられている方法を用いることにより理論的な最適化を行う

ことができる。

(174) 上述の例は，輸送作業の立案において，輸送容器の設計とは異なっ

て防護の最適化が重要な要因になりそうもない特別な一例を示している。他の

要因，たとえば物理的な安全が，作業自体の立案において重要な役割を演じる

であろう。それにもかかわらず，この例は最適化の概念の応用の原理を説明し

ている。

放射線の医学利用における放射線防護の最適化の例

(175) 概念的には，放射線防護の最適化は，放射線医学検査または治療を

受ける患者の被曝の低減にも適用される。しかし，数多くの実際上の困難が出

てくる。まず第ーに，患者のためになる意図的な被曝，したがって得られる臨

床上の結果に影響を与えることなく不必要な被曝を減らすことは，しばしば困

難である。第二に，もし被曝した患者の集団の年齢と性の分布，すなわち平均

余命が， ICRPの臓器荷重係数を求めるさいに使われた標準的な集団に仮定さ

れた特性と実質的に異なるなら，算定の基準として(集団)実効線量当量を使

うことには多くの制約がある。

(176) 第一の困難は最も重要なものである。もし，放射線防護の最適化が

ぺ純粋"でないとすると，防護手段が臨床結果に影響を与えるので，その考察は，

代替的な解決方法の正当化と防護の種々の要素の最適化とが混ざったものにな

る。防護の最適化は，より広い意味での"最適化"に変わる。たとえば，異な
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った線量を与えるような放射線診断の代替システムが異なる費用で利用可能な

らば，費用と損害における変化を釣り合わせるだけでは，どのシステムが放射

線防護の最適なレベノレを与えるかを決定するのに十分ではない。むしろ，次の

ようないくつかの他の考察がなされるべきである:( i ) 代陽性"と"陰性"

の両者について代真"と代為"を変えることになる，放射線医学上の手順の正

確さを低下させる可能性;(ii) あるシステムから別なシステムへの変更は，

この代替手段に起因する他のリスクの変化を生ずるかもしれないということ;

(iii) "最適化された"システムは，使用がより困難であるため最終的にはよ

り高い線量になるかもしれないこと。(たとえば，もし防護システムのために，

透視が手際よくいかなかったり，あるいは像が不鮮明になるならば，より長い

透視時聞が必要となるかもしれない。); (iv) 同じ防護費用であっても，患者

一人当たりのより高い線量が必ずしも悪いとはかぎらない。というのは，それ

によってより多くの患者が，放射線の便益を受けることができるかもしれない

からである。(たとえば，離れたところにある核医学施設が，十分なスキャナを

もっていなければ，必要な検査をより多くの患者について行うために，患者一

人当たりにより多量の放射性同位体を投与することは，価値のあることかもし

れない。)

(177) さらに，放射線の医学利用によって生ずる便益と損害とに影響を与

える典型的な要因がいくつか存在し，それらは定量化するのが困難である。患

者の救命あるいは擢病期間の減少についての値は，90項以降に示された方法で

は定量化できないかもしれない便益である。事実，これらの評価の方法は，あ

る与えられた個人の生命よりも，むしろ統計上の生命に対し適用することがで

きる。ある放射線医学検査は，その他の診断検査を避けることによって，患者

に便益をもたらすかもしれない。そして，このよう にして生じた便益は，その

他の検査によって生ずることが予想される損害の不確かさのために，算定する

のが困難なもう一つの要因である。放射線の適正な利用は，伝染性疾患の発生
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および入院期間の短縮のように公衆の健康に追加の便益をもたらすかもしれな

いが，これらは考慮、に入れるのが困難な要因である。さらにまた，手術が避け

られたことにより痛みを受けなくてすむことの価値のような便益があるし，重

篤な疾患をもっていないことを知ることは，個人にとって便益となる。これら

は，根本的には主観的なものであり，おそらく定量化できないものである。損

害に影響を与えるいくつかのその他の要因は患者の特性に依存するが，これは

また定量化するのが困難である。たとえば，子供の損害と老年の患者の損害，

健康な患者の損害と不治の疾病をもった患者の損害である。

(178) 上述の諸項で示された問題があるにもかかわらず，放射線診断，放

射線治療および核医学での放射線防護の最適化における費用一便益技術の利用

に関して，いくつかの様式化した例と議論を以下に示す。医学における最適化

は，当然，定量的な正式な方法よりは，むしろ直観的な決定で拘束されるべき

ものと思われるので，以下は例を示すことのみを意図している。

放射線診断

(179) X 線その他の電離放射線を用いた医学診断からの放射線の被曝は，

集団線量に寄与するものとしてとくに注目されてきた 17，18，26，抗3町ヘ事実，医学

的な放射線診断は，おそらく人工線源からの集団線量に寄与する主要なもので

ある。それゆえ，放射線医学における放射線防護の最適化は，全体的な放射線

影響を有意に減少させるであろう。最適化は，概念的には，最初の検査依頼か

らフィ lレムについての最終的な報告まで，放射線医学上の全過程に適用するこ

とカヨできる。

(180) 医学診断における最適化概念の適用の例として， X線設備に希土類

元素スクリーンを備えることについて検討してみよう。標準的な X線サービス

においては，検査の大きな割合が希土類元素スクリ ーンを用いて行うことがで

きると仮定することは，合理的なことと思われる。このことは，また，現在受

けている総集団線量の大部分を低減することができるかもしれないということ
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も意味する。集団線量の低減は，全体のおよそ 2/3までなると仮定できる。各

希土類元素スクリ ーンの価格とその寿命は，かなりよくわかっているから，大

まかな費用の総額は容易に推定できるであろう。もし，この算定が現在の数値

を使つてなされるなら，L1X/L1Sは，皮膚線量当量の manSv当たりおよそ数

十 US$になるであろう。(実効線量当量では，この値はもう少し高くなるはず

である。)この値は，いくつかの国家機関によって使われている αの数値とよく

合い，最適化過程の適用が価値のあることを示しているヘしかし，画像の質が

異なると，診断の質が異なってくることを指摘しておくべきである。これは，

最終的な決定において考慮されるべき重要な要因である。

(181) 別の例としては，不合格の診断用 X線フィルムの数を減らすため

の，品質管理プログラムの最適化である。 X線部門における不合格率は，数%

から数十%までかなり変動している。もし品質管理の手段によってこの不合格

率を減少させることができれば，現在受けている集団線量の総量のかなりの部

分を減らすことが可能である 2ヘ不合格のフィルムの減少を達成する品質管理

計画(その作業構造における弱い部分を見つけ出す努力をする)，簡単な試験に

よる発生器の出力の確認，感光したフィルムと感光計あるいは多分その他の手

段による，現像過程のチェックにかかる費用は，きわめて低いものであろう。

しかし，これ以上の試験の実施には通常優秀な物理学者の協力が必要で、あり，

その人件費と利用可能性から，このプログラムはまれにしか，おそらく年に一

度か二度しか，実行することはできないであろう。上に述べた形以外の品質管

理は，毎日または毎週，常任の部門スタップが行うことができる。しかし，再

撮影率は品質管理によって改善されるとはいうものの，それは要求される正確

さにも依存するということを強調しておくべきである。もし，もっと多くの標

準以下のフィルムが許容されると，診断を誤まるリスクはもっと大きくなる。

したがって，ある種の主観的な最適化が，どのフィルムを撮り直すかを決定す

るさいに必要とされるかもしれない。
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放射線治療

(182) 放射線治療を受けている患者の放射線防護も，最適化を必要とする

対象であるが，この領域での最適化手法の使用には，もっと特殊な問題が存在

するであろう。この場合も，一般的なわく組を与える原則は，他の行為の場合

と同じである。しかし，この原則を適用する方法はいくぶん異なっており，前

に議論したものより必然的により複雑でbある。一方において，治療を受げてい

る患者は，避けることのできない非確率的影響を受けるであろう。したがって，

影響の重篤度はこの場合には線量に依存するであろうから，集団線量の値は，

客観的な健康損害の尺度にはならないであろう。他方，実効線量当量の概念自

体，高線量被曝のこれら特殊な場合には適用することはできない。したがって，

放射線治療に最適化の原則を適用する方法論を展開するには，さらに研究が必

要である。放射線治療行為におげる放射線防護の最適化の例は，この報告書の

かぎられたわく組の中では試みられなかった。

核医学

(183) 医療行為における最適化のその他の例は，核医学における放射線源

と放射性物質の利用においてみることができる。放射性核種を用いた医学的診

断装置の操作に伴う放射線損害は，明らかにそれにかかわる人(患者と職員)

の数に依存する。さらに，使用される放射性核種の種類，投与される量および

放射線測定に使われる装置の性能(とくにその感度)にかなり依存する。とく

に，長半減期の放射性核種のかわりに短半減期のものを使うことによって，患

者一人当たりの線量当量したがって放射線損害を低減させることができるが，

職員の被曝と損害は増加するかもしれない。他方，より高い感度をもった検出

器と測定装置を使うことにより，同じ診断上の情報をより少ない量の放射性同

位体の投与で得ることが可能であり，その結果，公衆と作業者に対する損害は

低減することになる。これらのパラメータは，最適化の過程の中で結びつける

ことができる。異なる種類の放射性核種(異なる半減期と異なる放出放射線ス
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ベクト/レをもっ)と，異なる種類の測定装置(異なる感度と精度をもっ)を採

用するための費用を，それにかかわる放射線損害の費用に対して釣り合いをと

ることは可能である。核医学行為における放射線防護の最適化の例は，付録G

で議論されている。

日用品の利用における放射線防護の最適化の例

(184) 多くの国において，一般公衆が少量の放射性物質(人工または天然

の)の入った日用品を利用することと関連した行為が導入されており，またさ

れつつある。これらの行為は，それらの正当化の検討に基づいて，監督官庁に

より認定されるべきである肌町九それにもかかわらず，たとえその行為の大部

分が低レベルの被曝しか伴わないものであっても，最適化を必要とするであろ

う。しかし，もし予想される集団線量預託がきわめて低い場合には，得られる

利益よりも最適化の過程そのものの費用の方が高いことがあるので，最適化を

適用するときには注意すべきである，ということを指摘しておく。

(185) ある場合には，最適化の手順は比較的簡単でトあるように思われる。

概念的に簡単な例としては，放射性物質を含む天然ガスの家庭内利用の例があ

る。この場合には，燃焼生成物中の放射性の汚染原物質による利用者の被曝か

ら生ずる集団線量で損害を推定することが可能である日7)。このためには，天然

ガスの生産率，それの放射性物質含有量および異なる使用形式(工業用か家庭

用か)による消費率を含む，ソースタームを決定することが必要でトある。次に，

このガスを使用するにあたっての集団の習慣および放出の機構と放射性物質の

挙動に関する適切な仮定をおくことが必要である。これをもとに，人々の放射

線被曝の経路と機構を記述するモデルを開発することができ，単位ガス消費率

*国際放射線防護委員会 「自然放射線源に対する公衆の被曝を制限するための諸

原則J ICRP専門委員会4の報告書(現在準備中りも参照。

↑訳注専門委員会 4の報告書ではなく， ICRPの報告書として刊行された[ICRP

Publ. 39 (1984))。
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および単位放射性核種含有量当たりの平均個人線量当量を算出することができ

る。もし，ソースタームのデータおよび関連する人々の数と分布に関するデー

タがその平均に適用されるならば，対応する集団線量とそれに伴う健康損害を

算定することが可能である。すべての利用条件が変化しなければ，個人および

集団の被曝のレベルは，本質的には，使用場所でのガスの放射能含有量で規定

される。これは，生産地で，あるいは供給網において，種々のガス精製システ

ムを使うことにより多分大きく変動しており，したがって，放射線被曝と損害

はかなり異なったレベルとなる可能性があるが，これは容易に算定することが

できる。いろいろなガス精製システムに伴う費用も推定することができる。し

たがって，最適化の過程を用いることができ，種々のレベルの放射線防護に伴

う費用と，これに対応する損害のレベルの聞の最適ノてランスの決定は簡単のよ

うである。付録 H に，天然ガスの家庭内使用における防護の最適化の例の代数

定式化が示されている。

(186) より複雑な例として，人工的に濃度が高められた天然放射性物質を

含む建築材料の使用という行為がある。工事中，およびそこに住んでいる間，

建築材からの被曝によって人々が受ける損害を低減するために，建設産業にお

いて最適化の過程を検討することは妥当なことと思われる 14，15)。圏内の天然の

建築材料の分布， (人工の)建築材(化学工業からの副産物を含む)を生産する

産業で使われる原材料の供給源，放射能含有量の異なる材料の採取と輸送の費

用を考慮して，さらに，労働事故による害の費用その他のものも含めて，建築

材料の選択については，国ごとの異なる政策に考察を加えるべきである。各々

の政策に付随する費用は，それに対応する損害の費用と同様に計算できるであ

ろう。しかし，価値判断を基礎としてのみ扱うことのできるいくつかの他の考

慮すべき点がかなりの影響をもつために，この報告書で示した単純な費用一便益

分析を使うだけでは，異なる選択肢聞の最適ノてランスを計算することは，おそ

らく困難で、あろう。それらには，たとえば，労働現場を圏内のある場所から他



( 78) 

の場所へ移したり，与えられた原材料の供給源の取捨をその産業に指示したり

することの社会的，経済的な意味合いや，新築の家と古い家のどちらに住んで

いるかによって，集団の異なるセクター内に意図的に種々のレベノレの損害をも

たらすことになるという公衆衛生学的な問題が含まれる。このような要因を，

最適化の方法論に関連して，金銭的に定量化することは困難である。さらにこ

の場合には，生産費は，放射線防護の費用からも損害の費用からも独立である

とは仮定できないかもしれないという事実のため，さらに複雑になるであろう。

原子力発電所の操業における放射線防護の最適化の例

(187) ある施設の操業段階における放射線防護の最適化の最も一般的で複

雑な例は，おそらく原子力発電所のような大型原子力施設の操業に関連したも

のである。この場合，最適化で影響を受けることのある操業上の特徴としては，

次のようなものがある。すなわち，原子炉燃料の品質と管理政策，プラントの

化学処理と除染の手順と実施，プラントの保守と検査の方針と手順，職員の技

術と訓練実施，職員の輪番制についての方針と防護服の使用，遠隔操作器具と

モックアップを利用する程度，モニタリング資材および保健物理的監視の程度，

そしてその他の多くのものである。このような特徴に関係するパラメータの任

意のものを修正することにより，作業者や集団の被曝を変えることができる。

通常，それらのどれを変化させても，経済的費用が変化する。したがって，関

連した各々のパラメータについて(もしお互いに独立ならば)，または互いに関

連しているパラメータの適切な組合せの各々について，最適化されたバランス

を算出することが可能と思われる。しかし残念ながら，それらの操業上のパラ

メータの多くは，技術的または経済的な点で定量化するのが困難な要因(人的

またはその他)に，本質的に基づいている。それゆえ最適化の過程にある程度

の不確実さと明確さの欠如をもちこむことになり，これは意志決定にさいし，

定性的な価値判断によってのみ克服することができるものである。さらに，集
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回線量のいくぶんの増加を許しでも個人線量を減少させるかどうかを決定する

問題が通常起こるのは，原子力発電所の操業においてである。この報告書に示

されるように，線量限度は，最適化にステ ップ関数的拘束を加える。したがっ

て，個人線量が限度を下回るならば，最良の選択肢はいつも，与えられた防護

費用で集団線量をもっとも低くするようなものであるべきである。しかし，個

人線量が線量限度に近づくにつれて，客観的健康損害以外の損害の追加成分が

考慮、されるかもしれず，その費用は客観的健康損害の費用につけ加えられるべ

きである (87項参照)。

(188) 原子力発電所の従業員の被曝は，燃料要素の核分裂生成物保持性能，

一次および、補助冷却系内への放射性腐食生成物の付着の程度，他の特定の装置

の信頼性や施設の配置などの多くの変数の影響を受ける 5九この被爆の大部分

は，保守，廃棄物の取扱い，供用期間中の検査，燃料交換および非日常的な仕

事(修理や改修のような)の聞に受けるものである。放射性腐食生成物は，水

冷却炉の運転に関連した放射線の主要な源である。このため，腐食生成物の生

成と，それらのプラントの循環システム内への付着を最小にすることにより，

プラント従業員の被曝をかなり低減することができる。適切な設計によって大

きな改善をすることができるのは明らかであるが， 一次冷却水中の酸素濃度と

pHを連続的にモニタリングし調整すること，主要なサービス可能な構成部を

定期的に化学除染すること，および，装置の保守または交換のような作業に先

立って，このシステムの排水と洗浄をすることによっても良好な結果が得られ

る54)。

(189) よりよい除染方法の開発，循環システムの排水，洗浄および除染に

よって，操業手順を改善する費用を計算することは可能である。また，そのよ

うな改善によってもたらされる放射線損害の減少も推定することができ，した

がって最適化を適用することが可能である。同様に，燃料の品質管理のための

方策も，最適化の過程の対象となりうる。
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(190) 人的要因およびその他の無形要因が，多かれ少なかれ重要な役割を

占め最適化をより複雑にしている領域がある。これらの要因のいくつかの例は，

187項で述べられている。これらのどれか一つを変えると，放射線損害は変化す

るであろう。しかし，作業の遂行，手順の管理，および作業者の被曝の相互の

聞には複雑な関係が存在し，これらの関連を定量化することはほとんど行われ

てきていない。それらは，放射線防護の全体としての最適化に重要な寄与をす

るであろう。

(191) 機器の保守と供用期間中検査の方策は，頻度，期間，程度，用具(た

とえば，遠隔操作具または検査用具の使用)の面で，放射線に対する従業員の

被曝に直接関係がある。保守または検査の頻度が少なく詳細でないほど，当然

に損害レベルは低くなる。この場合，他の点も考慮、しなければならないかもし

れない。たとえば，原子力安全の要請(ず、っと厳密な保守と検査作業を必要と

する)と，放射線防護の要請(これとは反対の状況から便益を受ける)との聞

の適切なバランスである。しかし，もし必要とされる安全レベルが固定されて

いれば，種々の可能な保守と検査の方策の費用とそれに対応する費用との間で，

最適化はもっと簡単に達成されるであろう。種々の方策を決定するのに伴う費

用には，遠隔操作用具の形式とそれらが用いられる程度，作業の期間と必要と

される従業員の熟練度に関連して種々の作業に入ってくるマンパワー，個人の

防護システムと防護衣の型式とその利用程度，モニタリングと保健物理的管理

の適用範囲の程度と型式，および必要とされる従業員の除染が関連するであろ

っ。

(192) この最適化の過程は，上述のパラメータが費用と損害に対して異な

った影響をもち，同時に，密接に関連しあい相互に作用しあっているため，と

くに複雑である。たとえば，呼吸防護異を含む防護衣の使用は，作業を完了す

るのに要する時聞を長くし，運動性と器用さ(これはまた，安全をも意味する)

を減じてしまう。防護衣は体内への放射能の摂取を減少させるけれども，作業
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時間が長くなってしまうために，体外放射線からの線量は増加する 4へしたがっ

て，防護衣の利用は，いくつかの代替的な保守と検査方法に対応した体内汚染

レベルに対して，それ自体では最適化することはできず，体内被曝と体外被曝

との間および種々の代替方策聞のより詳しいバランスを見い出すことが必要で

ある。この体内被曝の要請と体外被曝の要請とのバランスは，保守と検査に関

連したいくつかのその他のパラメ ータ，たとえば，作業の種類と存在する放射

線レベルおよび汚染レベルに依存し，場合場合で異なる。

(193) 最適化の過程の複雑さに関係するその他の面として，保守または修

理において特定の作業を交替制で行う追加の職員が常勤の職員のほかに必要と

なる可能性があることである。この場合，これら追加職員から予測される追加

の損害を決定することの困難さによって微分費用ー便益分析は妨げられること

がありうる。単一の作業を遂行するために短期間に数多くの人を使用するとい

う非能率性は，放射線損害にマイナスの影響を与えることがあるであろうが，

その推定は困難である 20刊。一方，余分の職員費用は，要求される仕事や技能レ

ベル，適切な作業者の得やすさとその配置，および計画放射線被曝42)をすでに受

けてしまった職員の有効な雇用といった考慮により，影響を受けるであろう。

(194) 上の例から，大規模原子力施設の操業における放射線防護の最適化

は，とくに困難な仕事であることがわかる。一方，それは，放射線防護を改善

できる大きな可能性のゆえに挑戦する価値があり，被曝を制限するために金銭

を使うことが，まったく正当化されないほどの低い集団線量預託を伴う職業被

曝の少数の場合を除いて最適化をなしとげるのによい例がある lへいずれにし

ても，操業中の放射線防護を最適化するためには，操業経験と経済情報を含め

て十分なデータベースを集めることが必要で、あり，それらから被曝を制御する

最適化のための規準が定量的なものとして導き出されよう。さしあたり，原子

力施設での最適化は，より定量的な手法に対するいくつかの試みが最近報告さ

れている 20)とはいえ，ケースパイケースで，適切な工学的判断に本質的には依
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存しており，定性的な指針(たとえば，適切な行為の目標，目的および声明)

の形をとる傾向にある。

個人の作業における放射線防護の最適化の例

(195) 167項で述べたように，ある与えられた種類の操業は，かぎられた

目的，範囲，期間をもっ個々の行動を含み，それらはより広い範囲の操業の枠

内で実行される。被曝を合理的に達成できるかぎり低く保つために放射線防護

の専門家および操業の管理者がとる通常のやり方は，最適化の過程に似た多く

の側面や論理的な手法を含んでいるが，それを定量的な最適化と定義づけるこ

とはできない。一般に適用されるやり方は，ある与えられた計画された作業に

含まれる対比パラメータを実際に同定し評価することであり，定性的な判断に

基づいて，それらの聞のバランスをとることを試みることである。個々の作業

における放射線防護の最適化には直観的な方法が大切な役割を果たす。

(196) これに対して，完全に定量的な最適化の過程は，この報告書の B章

に記載された手順の全部の適用を必要とするであろう。典型的な例は，この場

合も原子力施設における個々の供用期間中検査，保守または修復作業である。

放射線に対する被曝に影響を与えうる数多くのいろいろな種類のパラメータが

あり，計画された操業を最適化しようとするならば，それらを定量化する必要

がある。操業を計画する基礎として，操業中に遭遇するかもしれないような放

射線場，表面汚染と空気汚染および物理的，機械的な問題についての情報を得

るために，予備的なサーベイをすることが必要かもしれない。このサーベイは，

経済的な費用に加えて，サーベイを行う作業者の被曝による放射線損害も伴う

であろうが，しかし，適切な操業に携わる作業者の被曝が低減される結果，放

射線損害が次々と減少することも意味する。現存の放射線レベルは，事前の排

水，洗浄あるいはその他の除染方法によって，または構成要素を取り外し，そ

れらを放射線レベルのより低い区域で扱うために輸送することにより，しばし
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ば低減することができる5へそのような準備行動は，やはり経済的費用と放射線

損害の費用を伴うが，それらは，それに引き続く操業の実施における放射線損

害の減少によって相殺される。最適化には，上述の相対する寄与についての慎

重なバランスが必要とされる。

(197) 特定の操業のため作業者を訓練し，および適切な技能と経験をもっ

た作業者を選択することは，本来経済的費用を必要とするが，それによって健

康上の損害を低減することができるであろう。これに関連して，評価されるべ

き特定の観点は，モックアップ装置での模擬操作の採用である。これは，作業

者の訓練のためだけではなし実際の状況で遭遇する可能性のある問題点を識

別し，作業者の被曝の可能性を減ずるために特殊な道具および手順を選んだり

用意するためにも有益である。移動可能なあるいは一時的な放射線遮蔽，換気

システム，封じ込めと固い込み，および使い捨ての床のカバーなどを準備する

ことによって，作業中の作業者の体外被曝と体内照射を低減することができる

が，それにはもちろん，計算に入れるべき費用を伴う。個人線量をある限度以

下に保つための作業者の交代は，ふつう集団線量を増加させ，そしてそれは，

すでに原子力施設におげる操業に関連して議論したように，もう一つの重要な

パラメータである。

(198) ありうる重要なパラメータに関する上述のリストは網羅的なもので

はなく，検討しようとする特定の操業によってはいくつかの他の要因を，ケー

スパイケースで費用と損害について評価しなければならないかもしれない。上

述のパラメータのいくつかは定量化(費用としてあるいは放射線損害への影響

として)が困難であり，そのいくつかは相互依存の関係にある。(それは過程の

各段階においてたった一つのパラメータしか含まないステップパイステップの

最適化でさえ妨害あるいは阻止する。)最後に，それらのうちのいくつかは，放

射線防護のみでなくプラン トの利用度にも影響を及ぼしうる。 (たとえば，プラ

ントの機能停止の必要な期間は，作業者の放射線防護の最適化を考えて操業を
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準備し実施するために用いられる手順による。)この最後の可能性は，生産費用

Pが一定でなく，選択された放射線防護のレベルに依存するので，最適化をさ

らに複雑にするであろう。
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付 録 A

放射線源に対する単純な平板遮蔽体の設計による

放射線防護の最適化の代数的例

(A-1) 単純な平板遮蔽体の最適化された設計例を示す。例示のために，

単純な平板遮蔽体の外表面上の一点における実効線量当量率 HEは，近似的に，

HE=Hue-rw 

であると仮定することにする。

ここで，Huは最初の最小厚さの遮蔽体の外表面に接した位置にいる仮想的な

被照射体が受けるであろう最大実効線量当量率(実際の遮蔽設計に

おいては，Huは，遮蔽の外側の着目している居在地点、における最大

線量当量率とすることができる) どんな場合でも Huζ HLであ

る;

rは実効減衰係数(ビルドアップの効果を含む); 

wは追加の遮蔽体の厚さ:したがって，

e-r;却は追加の遮蔽体による線量低減率である。

(A-2) 個人線量の平均値と最大値との聞には一定の比 ρが存在すると

も仮定されているので (129項参照)，被曝する人々の受ける平均実効線量当量

率は，次のようになる:

HE=ρHue-n即

(A-3) この例での遮蔽体の寿命を rとし，N人が時間割合 ft(居在時間

係数)の聞この放射線場で被曝すると仮定すると，集団線量は次式で表すこと

ができる:
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SE=N!tfHE=N!t'f，ρHue印

したがって，損害の費用の関数 Y=Y(w)は，次のような式になる:

Y(w)=αN!t'f，ρHue印

(A-4) さらに，この例の遮蔽体が長方形であると仮定すると，防護費用

の関数X=X(w)(厚さの関数としての遮蔽体の費用)は，次のようになる (132

項参照): 

X(ω)=Xs=X vhlw+ X1 

ここで，Xvは設置される遮蔽材料の単位体積当たりの費用:

hは遮蔽体の高さ;

fは遮蔽体の長さ:

wは遮蔽体の厚さ;

X1は支持設備の費用であり，この例のためにはせまい範囲で

の厚さの変化に対して一定であると仮定する。

(A-5) この例の目的関数は，費用の式を合計したものである:

U=X(w)+ Y(w)=Xvhlw+XI+αN!t'f，ρHue一向

(A-6) 最適な遮蔽体の厚さ Woを求めるためには，目的関数を wに関し

て最小としなければならない。 B章で示したように，これは目的関数を wに関

して微分して，それを零とおくことによって求められる。すなわち，

Xvhl-αN!tfPHure-rwo=O 

(A-7) ここに示した例においては，最適化された線量低減率e一向。は，

A-6項の式から導くことができる :

e向。 Xvhl
一

α'N!tflρHur 

最適化された遮蔽体の厚さは，最初の厚さに，上記の最適化された線量低減率

から得られる厚さの追加分を加えた合計に等しくなる。補遺Alに，上述の代数

的手法を特定の状況に適用した場合の数値例を示す。
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(A-8) 異なる居在時間率をもついくつかの人のクキループが被曝し，線量

ビlレドアップ係数が遮蔽体の厚さの単純な指数関数でない場合には，上の例を

拡張することにより，より形式的な取扱いができる。この場合，集団線量は次

式で記述される:

SE= '2;. Njftj叩jHuB(μw)e仰

ここで，Huは最初の最小厚さの遮蔽体の外表面に接した位置にいる仮想的な

被照射体が受けるであろう最大実効線量当量率(実際の遮蔽設計に

おいては，Huは，遮蔽体の外側の着目している居在地点、における最

大線量当量率とすることができる) どんな場合でも，Huζ HL 

である;

である。

B(μw)は遮蔽の線量ビノレドア ップ係数 ;

μは線量減衰係数 ;

wは追加される遮蔽体の厚さ;したがって，

HuB(μw)e仰は追加される遮蔽体の表面での最大実効線量当量率:

ρjはグループjに属する被曝する人々中の個人の平均実効線量当量

率と最大実効線量当量率との比;

rは設備の寿命 :

んは被曝する人々のグループjの居在時間係数;これはグループj

の個人が線源からの放射線に被曝する時間割合を示すものである;

ん rpjHUB(μw)e-r却は，したがって追加の遮蔽体を設けた結果，グル

ープjの構成員が受ける平均実効線量当量;

Njはグループjの人数

(A-9) したがって，目的関数は次の形になる:

u=αHuB(μω)e仰 r'2;.NjんρJ十Xvhlw+X/

事訳注原書では X1が抜けている。
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これを厚さに関して最小にすべきである。

(A-IO) 最適な厚さは，目的関数を wに関して微分して，それを零とおく

ことにより決めることができる:

出 (dB(μw) r.1 ¥¥ Hu r2:. NjftJρjeμl μ:B(μw))+ X vhl=O ¥ dw ，-~ ，，-vv ， / 

したがって，ある選ばれた材料の単純な壁型遮蔽体の最適な線量低減率は，以

下のとき得られる:

ーμ即 0 _ Xvhl e ~_v ー ，、

/パB(/Jwo) r.1 ¥¥ 

αHur2:.NJtjρA '-l AJ~~子丘一一μB(μwo) ) 、 uuノo 1 

最初の遮蔽体の厚さに加える最適な追加の厚さ Woを上式から算定することに

よって， ωの値に対する解が得られる。

(A-ll) 最適化の過程を通じて，個人線量の分布が変化すると仮定するこ

ともできたかもしれない。これは，最適化の結果遮蔽体の厚さが大幅に変わり，

そのために，より厚いか，またはより薄い遮蔽体のもとで作業のやり方が変わ

る結果，作業ノfラメータが修正される場合に起こるかもしれない。この問題は，

平均線量率と最大線量率との比 ρが，遮蔽の厚さ wの関数であると仮定するこ

とにより，概念的には解くことができる。この場合， A-9項で導かれた目的関

数は次のようになる:

u=αHuB(μw)eμ却 r2:.Njんρj(w)+Xvhlw十X/

したがって，最適な線量低減率は次のようになる:

eーμ却。

一

Xv hl 

(r.1 ¥c1，ρ(wo) ，.1 JJB(/Jwo) .1 ¥ nl  ¥¥ 
Hu r'i:. 1叫ん(B(μwo)一一一一+ρ(wト一一一一一ρ(wo)/JB(μwo)) ¥。みVo J fJ ¥ (lVO I auJo t-'" ¥ CNO ，，..，.LI ¥jJ-I.AIO 1) 

牟訳注原書では X1が抜けている。



補遺 Al

単純な遮蔽体の設計による放射線防護の

最適化の数値例

(89 ) 

(A，-l) 実験室の“ホット"の廊下にある単純な遮蔽体の最適化の数値例

を示す九遮蔽材料は標準的なコンクリートとし，その設置費用は 100$m-3と仮

定する。 αの値は 104$ (man SV)-Iと仮定する。 y線エネルギーは約 0.7MeV

とすると，実効減衰係数は~14 m-Iとなる。 ρの値は 10一lと仮定する。全被曝

時間(すなわち，設備の寿命に居在係数を乗じたもの)は， 20年であるとする。

作業者の数は，遮蔽体の面積 15m2につき一人であると仮定する。追加の遮蔽が

ないときの最大実効線量当量率 Huは， 0.05 Sv y-'(5 rem y→)であるとする。

(A，-2) 上の仮定のもとで A-7項の式を用いることにより，最適な線量低

減率が求められる.

e-rwo= X v hl 
rarHu!tp N 

102 $ m-3・15m2man-1 

104 $ (man Sv)一1・14m-I・5X 10-2 Sv y-I・0.1x20 y 

よって

e-r却。=0.1

したがって，最適な線量低減率は 10-1となる。これは，この例においては，設

計目標としては，限度の線量率(すなわち，線量限度に従うことを保証する線

量率)を 10分の lに減らす価値があることを意味している。
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付 録 B

単純な特殊でない換気システムの設計による

放射線防護の最適化の代数的例

(B-l) 流量率 Qで換気されていて，一定率 Aで放射性物質が放出源か

ら漏洩している体積 uの限定された空間においては，浮遊性放射性物質濃度の

時間的挙動 C(t)を記述する微分方程式は，次のように近似できる:

dC( t) _ A (Q" ¥ 
一τァー=一一(一+，1)C(t) 

Q[  U ¥ U / 

ここで，Qは換気システムにより連続的に注入される流量率;

えは汚染核種の放射性崩壊定数である。

したがって， C(t)は以下のようになる:

C(t)= I r-..i士一(1-e-佳子山)+C(O)e盛子山
(Q+，1U) 

ここで， C(O)は最初の濃度である。通常は，Q~，1U および， C(O)=Oである。

一方，放射線防護の目的には，平衡濃度 C三 C(∞)を算定することで十分であ

る。したがって以下のようになる。

C=会
(B-2) 換気されている空気汚染環境で被曝した結果受ける集団線量預託

S主は，以下のように表すことができる 20)

れ =N川 C=Nft抗告
ここで，N は被曝した集団の人数;
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tは設備の寿命;

ftは居在時間係数:

Fdは放射能濃度を線量率に変換する線量換算係数(すなわち，空気中

の放射性物質の単位濃度当たりの，被爆する個人の受ける実効線量

当量率)であり，これは被曝する人々の平均年齢に対応した平均値

と仮定する;

したがって，損害の費用は以下の式で表される。

Y二 Y(Q)=αNftr九会
(B-3) 換気の全費用は運転費用のみとすることができ，また， 143項およ

び 144項でとられた仮定があてはまるものと仮定すると，放射線防護の費用は

次式のようになるであろう:

X=X(Q)=abfrQ 

ここで，aおよび bは，それぞれ，単位電気エネルギー当たりの電気料金，およ

び単位体積の空気を調節し循環させるのに消費されるエネルギーを

表す定数:

/はシステムが操業される時間割合

である。

(B-4) したがって，目的関数は次のようになる;

Uニ α州出会+αω

目的関数を最小とするには，上の式を換気の流量率に関して微分し，零に等し

いとおけばよい。それゆえ，もし bが Qと独立であると仮定すれば次のように

なる:

NftrFdA 
一一否E一一一+abfr=O

したがって最適な流量率は，以下の式より決定される:
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Qo=(香川dA)"2

bとQとが互いに独立であるとの仮定は，注意して用いるべきであることを強

調しておく (144項参照)。いくつかの実際の場合においては，bは Qの関数と

なるであろう。これらの場合には，Q。を規定する関数の指数は 1/2よりも小さ

くなるであろう。

ゅう) B-4項の式は，以下のことを仮定して一般化することができる:

( i ) 空気中に数種の核種 iが存在する;(ii) それらの核種はいくつかの封

じ込め装置 hから，異なる率 Aikで放出される;および(iii) 人数が Njで，

居在時関係数ん*の，いくつかの集団 jの人々が被曝する。一般式は以下のよ

うになる:

/ /y  ¥1/2 

Qo=( --';'-r<L~/IjNj~Fd，.~A; k) ¥ab/jJ""Ji" U'k"'KJ 

ここで，/は換気システムの運転される時間割合を表す係数である。

(B-6) 換気されている限定された空間における放射線防護は，二段階で

達成することができる。第一段階では，線量限度を確実に守ることができるよ

うに，ある与えられた核種の空気中濃度をその該当する誘導空気中濃度

(DAC) よりも低く保つことができる最小限界流量率 QLを定め，第二段階で

は，線量を合理的に達成できるかぎり低く保つことが確実にできるように，最

適なレベルにまで流量率を増加する。流量率の増加割合 rQは，次に与えられる

関係によって決定することができる:

rQ=念
(8-7) B-1項に示されている式を用いると，QLは

Q-A  
L 百五ご

*訳注原書の F"は誤り。
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となる。

(B-8) したがって，与えられた核種に対する向は，次の式で表すことが

できる。

(aNFd ¥112 
rQ ニ DACI~一ーと)

¥ abA / 

ICRP Publication 3032)は，職業上の被曝に対する DACの値を勧告してい

る。補遺 B1では，上の公式を用いた二つの数値例を提示する。

補遺 Bl

換気による放射線防護の最適化の二つの数値例

(B1一1) 年当たり数 TBqのヨウ素ー131を含む放射性医薬品を扱っている

工場の実験室の換気システムについての検討例を示す。約 12名の常勤の作業者

が換気された実験室内にいる。実験室内へのヨウ素の漏洩率 Aは， 3.1 X 109 Bq 

y-1(3.7X 105 Bq h-1または 10-5Ci h-1)であった。この特定の実験室について

の定数 α/abの値は 108m3(man Sv)一1[106m3(man rem)ー1]と仮定する(すな

わち， α=10' $ (man Sv)一l;α=0.064$kW-1h-1 : b=5.2 kWm-3s)。線量換算

係数は Fd=2x10-5 Sv y-1/Bq m-3(0.73X 108 rem y-1/ Ci m-3)であり，ヨウ素-

131の誘導空気中濃度DACは7X 102 Bq m-3(1.9 X 10-8 Ci m-3)である 3ヘ付
録 Bに示されている公式を用いると，流量率の増加割合 rQは次のように与え

られる:

/庁入TFd¥112 
rQ=DAC (~ーでと l

¥αbA/ 

rQ=7X102Bqm-3 

x(l08 m3(man Sv)一l・12man' 2 X 10-5 Sv m3Bq-γ~ y l2 

¥ 3.1X109Bqy-1 / 
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rQ;;: 2 

これは，最小換気流量率を 2倍にするだけで価値があることを意味している。

(BI-2) もう一つの例は，加圧重水型原子炉内の， トリチウムを含む高圧

の重水を通している配管が設置されている部屋の換気である。トリチウムの通

常の漏洩率 Aは約 3.1X 1012 Bq y-l(3.7 X 108 Bq h-1，または 10-2Ci h-1)であ

る。その環境にいる人の数は運転状況により変わりうるが，平均は常勤の作業

者が約 10名である。トリチウム(水として)に対する線量換算係数は 6.3X10-8

Svy一1/Bq m-3(2 X 105 rem y-l / Ci m→)であり，誘導空気中濃度 DACは8x

105 Bq m-3(2.2 X 10-5 Ci m つである3へこの場合自家発電なので電気料金はよ

り安心また送風機の効率がよりよいため，a/abの値は 109m3(man SV)-1 [107 

m3(man rem)→]とする(すなわち， α=104 $ (man Sv) -1 ;α=0.012 $/kWh ; 

b=2.9 kW m-3s)o rQの値は次のようになる :

/庁凡日"i'.¥ 1/2 

ro=DACI-竺こι~)
可 ¥ abA / 

rQ二 8X105 Bq m-3 

x(l09 m3(man SV)-1・10man. 6.3 x 10-8 Sv m3Bq-ly lγ 
¥ 3.1 X 1012 Bq y→/  

したがって，

rQ主 11

この例では，線量限度を守るために必要とされる最小換気流量率を大幅に増加

(一桁以上) させる価値があることが結果から示される。

(BI-3) この補遣に示された，パラメータに実際の値が使われている二つ

の例から，いくつかの場合には，放射性核種による汚染の可能性が存在するか

ぎられた区域の換気システムの運転に，最適化の手順が容易に適用できること

が示される。これらの例では，最適化を達成するために必要な換気の運転の調

整は可能であった。実際には，換気は，作業者が快適であるように，あるいは，
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放射線防護上の考察以外の理由により，行われるのが一般的であり，多くの場

合，換気率は最適化の目的から必要とされるものより大きいであろう。
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付 録 C

ラドン汚染に関連のある諸変数と最適化過程への

それらの影響

(C-l) ラドン汚染を扱うときには，最適化の算定にはこの核種に関連し

た特殊な量を使う必要がある。これらの量とそれらの相互関係とは，原子放射

線の影響に関する国連科学委員会 (UNSCEAR)の 1982年報告の付属書の一つ

において十分に議論されている 70)。そこでは，ラドン，トロン，およびその崩壊

生成物に対する被曝が調査されている。この付録では，関連した線量算定に関

する点を含めて，ラドンが関係する最適化の算定にとり重要な諸量についての

要約を示す。また，この付録では，これらの量の測定における不確かさと最適

化に与えるそれらの影響についても議論する。

(C-2) 付録 Bで議論されたように，屋内の空気汚染の場合には重要な防

護パラメータは換気流量率である。この場合，線量は空気中に残留しているそ

の核種の濃度をもとにして算定することができる。しかしながら，汚染核種が

ラドンの場合には，重要な線量算定上の量は，ラドン濃度ではなく，ラドン娘

核種のポテンシャル αエネルギー濃度である。これら相互に関連のある量のい

ずれも，またラドン娘核種濃度も，最適化の算定に用いることができる。

(C-3) 空気中のラドン娘核種のポテンシャル αエネルギー濃度とは，す

べての娘核種原子のポテンシャル αエネルギーの和(すなわち，単位体積の空

気当たりの，各原子が完全に崩壊してしまうまでに放出される全 αエネルギー

の和)のことである。ある実際の適用にさいしては，ラドン娘核種濃度は作業

と"Z}とWLで表され，被曝は被曝期間中の空気中濃度の積分値(たとえば，作
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業レベル月， WLM)で表されてきた。 WLは，もともとは，完全に崩壊して

しまうまでに1.3x105 MeVの αエネルギーを放出する，空気1l当たりの短

寿命のラドン娘核種の任意の組合せと定義されたものである。

(C-4) もう一つの重要な量は平衡係数 Fである。平衡係数は，ある与え

られた娘核種濃度についての全ポテンシャル αエネルギーの，ラドンと平衡状

態にある娘核種の全ポテンシャル αエネルギーに対する比と定義される。平衡

係数は次のように表すことができる。

傘

一

宵
む一

G
【口一一F

 
ここで，eaはポテンシャル αエネルギー濃度(たとえば，ラドン娘核種の WL

で表されたもの); 

CRn はラドンの放射能濃度:および

gはディメンションをもった定数

である。

積 FCRnはラドンの平衡等価濃度 (EEC) といわれる。

(C-5) 異なる換気率に対する平衡係数 Fの値は，次式から算出でき，ヲ

の式はコンパートメントモデルで完全に記述できる状態について成り立つ。

AA/ν AA/ν AB/ν A+ 一一一一一一B
F=_jA/ν十1.n. ， AA/ν十1 AB/ν+1 

w 
AA/ν ん/ν Ac!)/ r-

+_JA/ν+1 ABhノ+1 Ac レ +1~
w 

ここで，AA)Bおよびんはそれぞれ， RaA，RaBおよび RaCの崩壊定数:

νは壁の効果を無視した純枠な換気率:

A，BおよびCはそれぞれ， RaA，RaB，および RaCの単位放射能当た

りのポテンシャル αエネルギー:および，

事訳注原書の ε。は誤り。
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W は，短寿命娘核種と平衡状態にあるラドンの単位放射能当たりの

ポテンシャル αエネルギー量 (w=日一1) 

である。

(C-6) F値も，次式により近似的に表すことができる(ここで， νはh-1

で表示されなければならない): 

F(ν)=0.8e-0・75ν+0.18 ただし ν<5 h-1のとき

または一次式により表すと:

F(ν)= -0.3ν+0.85 ただ、し 0.2 h-1<ν< 1.5 h-1のとき

F(ν)= -0.08ν+0.55 ただし 1.5h-1<ν<5h-1のとき

F(ν)= -0.006ν+0.21 ただ、し 5h-1<ν<30 h-1のとき

F(ν)=品。e-0.019仰寸0) ただし 30 h-1<ν< 100 h-1のとき

これらの近似式は付録 Dに示す例で用いられる。

(C-7) かぎられた空間におけるラドン濃度は，ラドン放散率に比例し，

換気率に逆比例する。娘核種の濃度は，このかぎられた空間内における これら

娘核種の滞留時間に影響され，それゆえ，換気率にも依存する。 F値は，これ

らの要素を考患に入れて，理論的に決定することができるが，実測値はとの計

算値と大きなずれを示している6ヘFの平均値を換気のみに基づいた理論値の

0.5倍とすると，実際の Fの値は，ほとんどの場合，理論値の::t50%以内にお

さまるであろう。したがって，ラドンの測定では，対応する実際のラド ン娘核

種濃度は::t50%の不確かさで推定することができる。

(C-8) 最適化の目的で設計をノTックフィットするときには，つねに現在

および、将来の状況を知っておく必要がある。ラドン娘核種による被曝の場合，

ラドン娘核種の濃度は，ラドン測定またはラドン娘核種の測定により決定され

る。どちらの方法にも欠点があり， 1O~20 %の不確かさはまれではない。さら

に，建物内の隣接した場所でも変わる，一桁にも及ぶ濃度の日変動および季節

変動がある 66.68)。したがって，ラドンおよびラドン娘核種濃度の実際の平均値を
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決定するのは困難で時間のかかる仕事であり，数回の測定では最善の場合でも

実際の年平均とは:t50%もちがう推定平均値を与えることがある。

(C-g) ラドン娘核種ではなくラドンを測定する場合には， 1年間に数回

の測定を繰り返さないと，年平均濃度の推定は不確かさがきわめて大きくなり，

おそらく 75%にもなる。ラドン娘核種濃度の実質的な変化は，二組の測定ある

いは一組の測定と換気の変更による将来の計算値のいずれかに基づく二つの値

の差から推定される。これらの推定がつけ加わるため相対誤差は増大する。た

とえば，低減された集団線量預託の単位量当たりの防護費用の微小増加分が，

勧告された値のたとえば 2倍までなら，ラドン換気システムの換気率を変化さ

せるだけの価値は依然としてあるかもしれない。この例においては低減された

集団線量預託は，実際には推定値よりもはるかに小さいかもしれない。 75%と

いう不確かさは，真の値が推定値の 1/4以下かもしれないことを意味している

ので，低減された集団線量預託の単位量当たりの費用が，勧告値の 8倍になる

ことがありうる。したがって，どちらとも決定しにくい範囲は費用が勧告値の

0.25~2 倍のときである。この議論は次のように要約することができる:

一一-LJX/LJS>2αならば，その対策は価値がない(すなわち，最適化の算定結

果は否定的である); 

一一0.25α<LJX/LJS<2αならば，その対策はどちらとも判断しにくい(不確か

な状態にある); 

-LJX/LJS<0.25αならば，その対策は実施する価値がある(すなわち，最適

化の算定結果は肯定的である)。

(C-10) 上に述べられた不確かさには，ラドンの被曝による集団線量の現

実的な(控えめではない)推定に関連した不正確さを含んでいない。もし，こ

れらを考慮、に入れるとすると，ラドンの問題を含む最適化の算定には，さらに

大きな不確かさが生じるであろう。たとえば，閉鎖された環境中のエーロゾル

の粒径分布と濃度は，ラドン娘核種のエーロゾルへの付着に影響し，その結果，
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人体の呼吸気道内における娘核種の取込みと線量分布にも影響する。換気率を

大幅に増大させる(たとえば，鉱山において)ような最適化の算定においては，

被曝一線量関係に影響しうるエーロゾルの特性がかなり変化することがしばし

ばある。

(C-ll) ICRPは，ラドンおよびその娘核種に対する職業上の被曝につい

て適切な個人の限度を勧告した3ヘ勧告された吸入の年摂取限度は，吸入された

ポテンシャル αエネルギーとして， 1年間に 0.02Jである。そして，これに対

応する誘導空気中濃度は 0.3WLである。これらの限度は該当する線量限度に

従っていることを確実にすることを第一に意図したものであるが，職業被曝に

ついて導かれたこの線量換算係数は，それらが本来的に控えめであるにもかか

わらず，職業上の被曝を制御する換気システムの最適化のために，暫定的に用

いることができょう。

(C-12) 特定の状況のもとでの公衆の構成員に関する線量換算係数の誘導

払い くつかの仮定のもとに試みられている。たとえば，公衆の呼吸率は工場

の作業者のそれより低い。肺におけるラドン娘核種の取込みは両者とも等しい

と仮定することができる。一方，家庭と通常の作業場所とでは居在の程度は異

なる。これらの要素をすべて考慮に入れて， UNSCEAR報告では，公衆の構成

員の被曝のレベルを評価するための線量換算係数を概算している7へこれらの

係数は，公衆の被曝を伴うときの最適化の算定に暫定的に用いることができる。

(C-13) 以下に示すのは，最適化の目的で，ラドン被曝から集団線量を算

定するのに用いることができる暫定的な線量換算係数である:

職業上の被曝 3.5 X 10-5 Sv y-l j Bq m-3 

(あるいは ~ 120 X 10-3 rem y-l j pCil-1) 

(あるいは ~120x 10-3 Sv y-1WL-1) 

公衆の構成員の被爆(屋内) 6XIO-5Svy-ljBqm-3 

(あるいは ~200 X 10-3 rem y-l j pCil→) 
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公衆の構成員の被曝(屋外) 3X10-5 Svy-l/Bqm-3 

(あるいは ~ 120 X 10-3 rem y-l / pCil-1) 

職業上の被曝に関する ICRPの限度および UNSCEARから導かれたこれらの

係数は，ラドン娘核種に 1年間被曝することによる実効線量当量を表したもの

であり，ここでの放射能は，ラドンの平衡等価濃度 (EEC)で表されている。
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付 録 D

環境にラドンがある場合の，換気の設計による

放射線防護の最適化の代数的例

(D-l) 同じラドン娘核種濃度にさらされた，かぎられた人数 (N)の集団

線量預託5CEは:

5CE=NFd(EEC)r!t 

ここで，九はラドン娘核種に関する線量換算係数(付録 C参照); 

EECはラドンの平衡等価濃度(付録 C参照); 

rは施設の寿命;および

五は関連する居在時関係数

である。

(D-2) EECの値は，ラドン濃度と係数 F(C-4項参照)との積として表

されてきた。換気率が 0.1よりも大きし取入れ空気中のラドン濃度が無視で

きるならば，室内のラドン濃度は空気交換率あるいは換気率 νに近似的に逆比

例して変化する。

EEC=主立主Fx
ν 

ここで， C。は換気率 ν。のときのラドン濃度:

Fは換気率 νのときの平衡係数..および

xはFの算定に関係した種々の不確かさを考膚に入れた修正係数(付

録 C参照)で， 0.5と仮定する。

(D-3) 換気率が低い範囲では一次式を用いるとすると， 5主の式は次のよ



うになる (B-2項およびC-6項参照)。

( 0.85 ^ ^ ¥ 

5CE = NFdftCo))00.5卜τ:V-0.3)r
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(D-4) 143項以降で指摘したように，設置費用が運転費用と比較して無

視できるとは仮定できない実際の事例がある。この例では，換気の全費用には

設置費用が含まれている。設置費用は，通常，流量率の不連続関数である。し

かし，ときには，流量率に比例すると仮定される。これらの特定の例における

費用方程式は，次のように書くことができる:

Xυ(Q)=c与+α政

まTこは

Xυ(ν)=cν+abfrmノ

ここで， ν=Q/υは空気交換の回数，すなわち交換される空気の体積率;

υは換気すべき閉区画の体積:

cは単位空気交換率当たりの設置費用を表す定数;

αおよび bはそれぞれ，単位電気エネルギー当たりの電気料金，および

単位体積の空気を調節し，循環させるのに費やされるエネルギーを

表す定数;および

fはシステムが運転される時間割合

である。

Xu(Q)および Xu(ν)は，いずれも換気費用の拘束関数を表している。

(D-5) したがって，一般的な目的関数は次のように表すことができる:

( 0.85 ^ ^ ¥ 

u=αNFdftCoν00町一γ-0.3Jr+cν十ab/Jνru

最適化は，目的関数を空気交換率に関して微分し，零に等しいとおくことによ

り得ることができる。 f=ftと仮定する。その結果は:
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一川d_!tCO刷

/ところカむ

(c+ ab!or)=互ι
ν。

ここで，Xν。は換気率 ν。に対応する総費用である。したがって，空気交換率の

最適値 νopは次の式から得られる。

ゅ=(刷Fd笠:r0.43a)山

(D-6) νを連続的に変化させることが実際的でないならば，最適化は段

階的に行うことができる。 ν1から ν2への段階的な移行と，対応する費用の増加

分 (L1X)および集団線量の減少分 (L1S乍)は，次の数式により表される:

L1X Xvo/r .. .. 
L1SCE-!tNFdCO))~0 .43 内山

ここで，分数Xvo/rは，空気交換率 νoおよびラドン濃度 COを達成するために

要する年間の費用である。補遺 D1に，上記の式を用いて，鉱山の換気システム

をパックフィットさせるさいの換気の最適化の数値例を示す。

(D-7) 坑道の換気システムの設計における放射線防護の最適化という特

定の事例は，以下の仮定をおくことにより例示することができる:

( i ) 単位流量率当たりの換気費用は，このシステムの操業に要するエネル

ギーの費用のみに依存するとする。(これは，最適化の過程で流量率に小さな変

化しかもたらさない場合には，ほぽ正しい。)および， (ii) 坑道内には，ウラ

ンを多く含んだ鉱石とか，ラドンに富んだ水のような，局所的なラドン発生源

は存在しないとする。したがって，ラドンの発生源は，坑道を囲む岩石中に分

布しているラジウムー226であると仮定する。ラドンの発散率は，鉱石の品位に

依存し，一次近似として，空気中のラドンー222の平均放射能濃度 Cは，次式で

決めることができる:
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C=]PL 
Q 

ここで，]は単位時間当たり，単位面積当たり坑道内に放出される放射能で表さ

れる発散率(一定); 

ρは坑道断面の周囲の長さ:

Lは坑道の長さ;および

Qは換気流量率

である。

(D-8) 娘核種のポテンシャノレ αエネ/レギー濃度は時間とともに増加し，

ラドン濃度が一定のときには， 40分を超えなければ tO.85にほぼ比例するお)。こ

こで tは分で表された成長時間である。したがって，ラドン娘核種を完全に除

去してから t分後の，ラドン-222濃度が Cのときの空気中のポテンシヤ/レ α

エネルギー濃度むは，次の一般式によって推定することができる:

、、t1
1
'
'
'

J
r
s
t
E

、、
C
 

α
 

ε
 

一一α
 

ε
 

ここで，t"は1分;および

εα"は1分間の成長時間が経過した後のラドン 222の単位濃度当たり

のポテンシャル αエネルギー濃度。(単純化のために，ラドンとその

娘核種との平衡は，この最適化の過程で使われる Qの範囲では変化

しないと仮定しうる。)

(D-9) 上の D-8項の式から，坑道内の種々の地点におけるポテンシャル

αエネルギー濃度を定式化することができる。坑道内のある与えられた作業場

所において，坑道内のある与えられた位置から発生したラドンにより生成され

るポテンシャル αエネルギーの微小(微分)濃度 (dea)は，発生地点における

ラドンの微分濃度，および発散地点から作業場所までの通過時間に比例するで

あろう。発生地点におけるラドンの微分濃度は，
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JpdX 
dC= n';/， 

であり，発生場所から作業場所までの通過時間は，次のようになる:

t= X!_ 
Q 

ここで，ゅは坑道の断面積， .および

χは発生地点から作業場所までの空気の移動距離

である。

したがって， D-8項の一般式に代入することにより，

、、l
l
f

，φ
一Q

X
ア
仁
川

x一
壮
一Q

Iι

一α
 

ε
 

一一ε
 

d
 

となる。

(D-IO) 空気取入れ口から距離 χの位置にある作業場所においては，空気

取入れ口から χまでの坑道の表面から発散するラドンから生成する全ポテン

シャル αエネノレギー濃度は， dむを積分することにより得られる。その結果，

JρrtO.85 
εα(χ)=-RS/"¥LRS 1.85n;85 Ql.85 

したがって，換気空気取入れ口から距離 χの坑道内で，時間 tの間働く N 人の

グループが受ける集団実効線量当量預託S乍は，次のようになる:

α，.jρrtO.85185 
"1 :~1:O~~Ê\1.85XU:S5FdNftr 1.85t?;85 Ql.8 

ここで，Fdは単位体積当たりのポテンシヤ/レ αエネルギーを実効線量当量率

に関連づける線量換算係数;

N は被曝する鉱山労働者の数;

メjは該当する居在時間係数;および

rは施設の寿命

である。
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(D-ll) この例のために，換気費用は運転費用だけであると仮定すると，

この理論的な場合に関する目的関数は，次のように表すことができる:

一αEa，JρttO.85X1.85FdNftr 
ハ +abfrQ1.85t?;85Q 

ここで，aおよび bは，それぞれ，単位エネノレギー当たりの電力料金，および単

位体積の空気を調節し，循環させるのに費やされるエネルギーを表

す定数;そして

fはシステムが運転される時間割合 ;f=ftと仮定する。

である。

(D-12) 最適化は，目的関数を最小にする必要がある。したがって，目的

関数を換気流量率に関して微分し，それを零とおくことにより，次の最適流量

率が得られる:

Qop=f F，'rtaN.む ，.JPK.(____rtx_ ¥ 0.8γ 
L ab ¥tl，QOP) J 

これは，次のように表すこともできる:

Qop=( F，'rtaNεα，. JpX!.85ttO勺ホ
¥ abtr;85 } 

補遺 D1

鉱山における換気システムのバックフィット

による放射線防護の最適化の数値例

(D1-1) この例においては，約 400人の鉱山労働者が働いており，年間約

100万tの鉱石を採掘している鉱山に機械的な換気装置を導入する価値がある

か否かを考察する。機械的換気装置を設置する前のラドン娘核種濃度は平均 1
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W Lであり，設置後は 0.1WLにしようとする。設置費用および運転費用は，

およそ次のとおりである:

600mたて坑

300m坑道

90kWの送風機3台

加熱系

機械類(合計)

3台の送風機の電力

加熱系用の燃料油

年間運転費用(合計)

0.75 X 106 $ 

0.13 X 106 $ 

0.075 X 106 $ 

0.05 X 106 $ 

1 X 106 $ 

0.05 X 106 $ y-l 

0.04 X 106 $ y-l 

0.09 X 106 $ y-l 

したがって，設置費用が 10年間の短い寿命で償却されるのであれば，総年間費

用はおよそ 0.2X 106 $で，設置費用と運転費用とは等しい。

(DI-2) 集団線量の減少分は

L1S=NL1CFd 

である。ここで，

N は鉱山労働者の数(この場合 400人); 

L1Cはラドン娘核種濃度の変化分(この場合は 0.9WL);および

九は職業上の被曝に関する線量換算係数(120X 10-3 Sv y-l WL  -1) 

である。これより，

L1S = 400 man. 0.9 WL.120 x 10-3 Sv y-l WL  -1 = 43.2 man Sv y-l 

そこで，L1XIL1Sの比は，

L1X 
~0.5 X 104 $ (man SV)-l 

L1S 

となる。したがって， α>0.5X 104 $(man Sv)一lであれば，機械的換気装置を設

置し，使用する価値があると思われる。

(Dl-3) 機械的な換気を主とする鉱山内のラドン娘核種濃度の低減には，
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鉱山全体が関係することも，あるいは坑道内のいくつかの作業場所だけが関係

することもある。前者の場合には，既存のたて坑の空気流量率を増加すること

は運転費用が高くなりすぎるので，新しいたて坑を造る必要があるかもしれな

い(送風機の所要電力は流量率の相対的な増加の 3乗で増加する)。前項で与え

られた例においては，年間の追加費用は新しいたて坑がない場合には約 0.4X

106 $，新しいたて坑が造られた場合には約 O.2X 106 $となろう。たとえラドン

娘核種濃度が 0.01WL にまで減少したとしても，L1xjL1Sは約 105$ (man 

Sv)一1 となり，いずれの場合も価値がないであろう。

(DI-4) 局所的な放射線防護の問題は，作業場所の流量率を増加させるこ

とにより解決される。もしこれを流量率に比例した断面積をもっ配管に変える

ことにより行うのであれば，追加費用は流量率の増加に比例する。経済的な理

由のため，管内に空気を吸引するよりも，管から空気を吹き出すことによる作

業場所の換気が選ばれることがしばしばある。送風の場合には，作業場所にお

ける発生源以外からのラドンのビルドアップはない。空気を吸引する場合ある

いは坑道を通じて空気を流す場合には，坑道内を空気が輸送される聞にラドン

のビルドアップが生じるであろう(付録DのD-7項以降参照)。最適化の過程

においては，ラドン濃度と空気流量率の逆数との聞に比例関係があると仮定し，

さらに適切な平衡係数Fを用いて，低減された娘核種濃度とそれに対応する集

団線量預託を計算することができる。鉱山では， 1~10 m3 S-lの流量率はまれで

はなしこれは ν主1O~1 000 h-1に相当する。正確な値は換気される作業場所

の体積に依存する。これは，空気の平均滞留時間が分のオーダーで，ラドン娘

核種の放射能はおもに RaAから成るであろうことを意味する。このような高

い換気率のときには，係数Fは近似的に指数関数で表すことができる(付録C

の C-6項参照)。

F(ν)ニ F30e-0.019(ν30)(30h-1<ν<100h-1) 

ラドンの平衡等価濃度 (EEC) は，次のように表される(付録 C参照): 
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EEC=皇~.5F=金主旦{).5F30e- o . oω- 30)
νν  

(Dl-5) 次の例では， 5人の鉱山労働者が継続して働いている典型的な

100mの坑道についての最適化の手順について考察する。換気の増加分の費用

は，前と同じように，方式の選び方に依存する。同ーの管を通す空気流量を増

加させることは，空気流量率の相対的な増加の 3乗に比例するエネルギーを必

要とすることになる。その代わりにもっと太い管を用いるならば，費用は，流

量率の増加分と設置費用との合計に比例して増加する。この例で換気率を 2倍

にするために後者の方法を用いると，費用はおよそ次のようになる附:

設置費用

管 (100m，1t = 70 cm) : 1200 $管 (100m，It=100 cm) : 1700 $ 

送風機 (10kW) : 2500$ 送風機 (<20kW) : 5000$ 

電力

3700 $ 

年当たりの運転費用

2000 $ 

10年間の寿命に対する全年間費用

2370 $ 

6700 $ 

4000 $ 

4670 $ 

したがって，限界費用は 2300$となる。換気は 3交替勤務の作業者のために

6000時間運転され，設置費用は 10年間で償却されると仮定している。

(Dl-6) 作業者の数は 15名，換気を 30h-1から 60h-1に増加し (Fの値は

それぞれ F30=0.040および F60=0.022となる)，そして， Co=3.5X104BQm-3 

と仮定すると，L1X/L1Sは2X 104 $ (man Sv)一1 となる。 3.5X 104 BQ m-3のラド

ン濃度は，平衡等価濃度 700BQ m-3または 0.2WLに相当する。したがって，

ラド ン娘核種濃度が 0.2WL以上で，交換される空気の体積率が 30h-1であれ

ば， α>2x104 $ (man SV)-lという仮定のもとでは，換気率を少な くとも 2倍に

することは価値があろう。



付録 E

単純な空気浄化システムの設計による

放射線防護の最適化の代数的例

(E-l) 典型的な空気浄化過程を表す微分方程式は:

dC(t) A /'(， JQI θ 日
一 τァ一=":T-C(t)l~l-IIρ) I 

uι V LU¥  1/1  
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ここで， ρは一つの除染ユニットの透過率で ρ=l-r，rはこのシステムのー

除染ユニットの効率で，プレフィルタがあるか，あるいは空気中の

飽和粒子が十分に除かれているとの仮定のもとでは一定と仮定され

る;個々のユニットに高性能エア (HEPA)フィルタが使われてい

る場合には，と=0.9997; 

θは直列の除染ユニットの数;

であり，その他のすべての変数は，付録 Bで述べたとおりである。

Q')>んおよび C(O)=oとここでも仮定して(付録 B参照)，平衡時における

Cは，次のように表すことができる:

C A 

Q(l-~ρ) 

(E-2) 空気浄化システムの運転費用には二つの成分が含まれる:一つは

空気の循環に，もう一つは除染に関係したものである。前者は換気費用と同様

にして決定することができ，後者は基本的には Oに比例する。それゆえ，設置

費用 X1が Oおよび Qと独立であると仮定すると(これは，最適化を行った結

果，。と Qがわずかしか変わらない場合には現実的である)，総費用は
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X=(αbQ+δS-B)r+ X1 

ここで， δは除染ユニット当たりの費用を表す定数;

Cは交換頻度

である。

上の式は，最適化過程の結果流量率が変わっても，除染ユニットの数は変更

する必要がないと仮定している。もし流量率の変動がかなり大きいと，前述の

仮定は成立しないかもしれない。この場合には，oの値に，流量率を各除染ユニ

ットの定格流量で除した値に比例する係数を乗じる必要がある。さらに，直列

の除染ユニットの一分岐のみが含まれていると仮定したので，そうでない場合

には，かっこ内の第 2項に，並列分岐の数を乗じるべきである。

(E-3) 空気浄化システムにより際染されているかぎられた空間で働 く

人々の受ける集団実効線量当量預託は，次のように定式化することができる:

S主二五NrFd~-~~， Ae ¥ 
Q( 1一日ρl

ここで，線量換算係数九は，その場にいる人々の平均年齢に対応した平均的な

値と仮定される。損害費用の拘束関数は次のようになる:

y=α'/tNrFd-，Ae1 
Q( 1一日ρ)

(E-4) したがって，空気浄化システムを最適化するとき，目的関数は次

の式で表すことができる:

u=α!trNFd-，Aθ ¥+(abQ+δS-B)r+ X1 

Q( 1-IIρl 

(E-5) 目的関数を最小とすることにより，除染ユニットごとに一つの，

最適な流量率の一組が次のように得られる:



Qベ α0 五N肌F九dAイA
劫仰(わlト一平和判ρサ) 

(113) 

除染ユニットの数 Oは通常はあまり大きくはないから，一組の Qo(それぞれの

除染区域に対応する)を算定し，そのそれぞれに対して目的関数の値を決定す

るのが簡単であろう。これらすべての目的関数の値を最小値にする Q。の値が

最適流量率となり，それに対応する θ。が最適な除染ユニット数となるであろ

つ。
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付 録 F

放射性物質の放出制御による放射線防護の

最適化の手順の例

(F-l) 放出制御のための一連の代替手段から最適な解を得るための簡単

な手順は，それぞれの代替手段の費用および集団線量を，下の表に示すように

表の形にすることである;代替手段聞の，これら変数の増加分とその比は容易

に算定することができる。

代替手段 A A→B B B→C C C→D n-l→n n 

防護の費用 (X) XA XB Xc Xn 
集団線量 (5) 5A 5E 5c 5n 

L1X XB-XA XC-XB Xo-Xc Xn-Xn-1 

-L15 5A-5B 5B-5c 5c-5o 5n-I-5n 

L1X XB-XA XC-XB Xo-XC Xn-Xn-1 
L15 5A-5B 5B-5c 5c-5o 5ト 1-5n

(F-2) 代替手段 Aは，まったく制御していないか (XA=O)，または，個

人の線量をあらかじめ設定されたあるレベル以下にしておくために必要な最小

限の制御しかしていないことを意味する。最適な結果は，最終行の値が αの選

定値よりも大きしかっ最もそれに近いものとして得られる。補遺 Flおよび F2

に，この手順を用いた数値例を示す。



補遺 Fl

沸騰水型原子炉からの気体放出の制御による

放射線防護の最適化の数値例

(115) 

(Fl-1) 放出を遅らせた聞の減衰に基づく放出物制御システムに最適化を

適用する例として，沸騰水型原子炉からの短寿命気体の放出について議論する。

BWRでは，蒸気流中の非凝縮性ガスを主復水器の空気抽出系で連続的に除去

している。このガスはおもにここで気体状廃棄物の流れの中に入る。副次的な

発生源は，プロセス流のオフガスが含まれる。

(Fl一2) この例は特定の型式の BWRに対して適用されるもので，決めら

れた代替手段の費用は，ある特定の国の状況についてのものである九燃料の

0.1 %がピンホール損傷をもっという仮定，運転特性に関する情報，放出物処理

の各代替手段の効果および環境の線量算定モデlレに基づいて，集団線量当量預

託を算定する 65，69引)

(伊F1-一す3) ここでで、考える減衰に基づく制御の代替手段のレベルは次のとおり

でで、ある : 

(A) 減衰のための遅延用としてのサンドタンク (Oskarshamn1号炉およ

び2号炉に使用されている型式)，

(B) サンドタンクと再結合器 (Barseback1号炉および2号炉に使用され

ている型式)

(C) サンドタンクと再結合器と活性炭カラム (Forsmarkt1号炉および 2

号炉に使用されている型式)

(D) Cの型式に非放射性のグランドシールシステムを加えたもの。
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(F，-4) 制限式(個人線量は“被爆源の天井値"として用いられる線量限

度の一部分を超えるべきでない)に従っていることを確実にするためには，選

択肢Aが必要最低要件であると考える。まった く制御されないとき には，数百

μSvという年間天井値を超えるかもしれない決定ク、ループの線量は，選択肢A

では， 2 X 10-4 Sv y-' (1年につき 20mrem) となる。

(F，-5) それぞれの代替手段を実施したあとの集団実効線量当量頂託(プ

ラントの寿命を 40年としたとき)，およびそれぞれの代替手段の費用(設置費

用を含む)を，最適化の手法の適用結果とともに下の表に示す:

代替手段 A A→B B B→C C C→D D 

SE(man Sv) 120 1.60 0.12 0.08 

X(WS$) 2.32 3.26 4.66 9.32 

L1X(WS $) 0.94 1.4 4.66 

L1S(man Sv) 118.40 1.48 0.04本

-d4-X S S(man Sv)1 7900 9.46x 105 116.5 X 106 

(F，-6) αとして， 104~2 X 104 $ (man Sv)一1の範囲の値を用いると，表は

最適化の結果として代替手段 Bを選択することを示す。決定グループ内の個人

の年線量は，代替手段 Bでは約 10-6Svである。

補遺 F2

再処理施設からのヨウ素-129の制御によ る

放射線防護の最適化の数値例

(F2-1) 放出物の除染を行うことによ る放出制御の最適化の例として，再

$訳注原文の 4は誤り。
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処理施設からのヨウ素ー129の放出について議論する。この例は， 1年につき 60

GW(e)yの使用済燃料を取り扱う仮想、の再処理施設を扱う 52)。

(F2一2) ヨウ素-129の放射能半減期は1.7 X 107年である。放出物処理シ

ステムは放出物から大部分のヨウ素を取り除くことができ，捕集されたヨウ素

を環境から隔離する手段を講ずることができる。ヨウ素-129の半減期がきわめ

て長く，その取扱いに関する直接の経験がほとんどないことを考慮すると，以

下のような隔離技術の実施には，次のようなかなりの不確かさがある:安定な

化合物への転換;比較的不活性な材料中への封入および地中または海底の深層

部への埋蔵。これとは反対の明確な情報がないので，この例については，放射

能半減期に比べごく短い期間，たとえば， 104年しか隔離しておけないと仮定す

ることができる。さらに，隔離されたヨウ素 129の放出は，工場区域から放出

されるのであれば，隔離しないで放出されたときと同じように拡散すると仮定

することもできる。この例における集団線量預託の重要な部分は 104年にわた

って積分された不完全集団線量預託である;すなわち，ただちに放出した場合

の集団線量預託と隔離によって遅らせた放出によるものとの差である:

5'E= lOO$(t)dt-lOO$(t)dt= l'$(t)dt 

ここで，rは104年である。

(F2-3) 制御のための代替手段の選択肢は次のとおりである:

選択肢 除染係数

(A) 非制御 1 

(B) 溶解糟オフガスの銀ゼオライトによる保持 100 
(C) 全オフガスの銀ゼオライトによる保持 500 

この例においては，いずれの選択でも，決定グループの受ける年線量はきわめ

て小さし最小限の選択肢は要求されない。

(F2-4) 20年間の操業の費用および集団線量預託の両方を計算し，集団線
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量預託の計算を 10'年で打切り， UNSCEARの線量算定モデル附を用いて算定

すると，次の結果が得られる:

代替手段 A A→B B B→C C 

Si:O句 (manSv) 2.52 X 103 2.52x 101 5.04 

X(W$) 。 2.4 4.8 

L1X(W $) 2.4 2.4 

L1S(manSv) 2.49 X 103 2.02XW 

-d41X -S S(man Sv)-1 9.6 X 102 1.2 X 1050 

(F2-5) ここでも， α に1O'~2x 10' $ (man Sv)ー1の範囲の値を用いると，

最適化の結果として代替手段 Bが選択されることを表は示している。 前にも示

したように，決定グループの受ける個人線量はきわめて小さいので，それが制

限的な影響をもつことはない。

事訳注 原文の 1.02X105は誤り。
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付 録 G

核医学操作における放射線防護の最適化の例

(G-1) 核医学操作における放射線防護の最適化の一例を議論する。核医

学操作における放射線防護を最適化するために適用される諸段階は，次のとお

りである:

( a) 同程度の診断効果をもった，ある与えられた種類の検査を実行するの

に利用できる，放射性核種と測定機器との種々の組合せを確定すること。

たとえば，甲状腺のスキャニングの場合，ヨウ素 131，ヨウ素 123また

はテクネチウム 99mのような核種を用いることができる。同様に，種々

のレベルの感度と正確さをもった種々の機械的スキャナも，ガンマカメ

ラも用いることができる。

(b) 放射性核種と測定機器のこのような組合せのそれぞれについて，満足

すべき診断結果を得るために必要とされる放射性核種の投与量を算定す

べきである。たとえば，甲状腺のスキャニングの場合，典型的な投与放

射能量は，ヨウ素 123で 106Bq，テクネチウム 99mで108Bqのオー

ダーである。これらの値は，採用する測定機器の型によって，かなり広

い範囲で変動することがありうる。

( c ) 上述のそれぞれの組合せに対して，各検査ごとに患者および作業者の

受ける個人の平均実効線量当量を算定すべきである。この例においては，

職業人と患者の被曝を足し合わせているが， 一般には，これらは別々に

取り扱ってよいということに注目しておくべきである。患者について平

均した実効線量当量 Hρ(Hp=2.:，dJd)の算定は簡単である。ここで，di 
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は放射性核種 iの投与放射能，んは単位投与放射能当たりの実効線量当

量を表す適切な線量換算係数である。

(G-2) 個々の作業者に対する平均実効線量当量は，次の二つの成分の合

計である:( i) He，放射性同位体の 1回の投与と検査を行うことにより受け

る平均線量(ii ) Henv，作業環境中の放射線レベルと，貯蔵，希釈その他の

操作中の取扱いに由来する平均線量。第一の成分は患者当たりの投与放射能に

比例する。第二の成分は，放射性同位体原液の出荷，入荷，貯蔵，希釈および

放射化学操作のさいの操作の頻度と種類の違いが作業者の被曝に影響すること

を考慮、している。

(G-3) 上述の組合せのそれぞれについて，Nバ作業者の人数)およびNp

(患者の人数)が一定であると仮定すると，作業者および患者に対する集団実効

線量当量(または，適切な集団臓器線量当量)は，次式で計算することができ

る:

5=ι[庁長+品川]+ NpJ[p 

ここで，Np/Nω は作業者一人当たりの平均受持患者数である。

それぞれの組合せについて，かかる費用も算定すべきである。総費用 Xは，Xa 

(測定機器の費用)， Xo (労働力を含む操作費用)および Xγ(放射性同位体の

供給の費用)の合計として計算することができる。一次近似として，X。は一定

であると仮定することができる。

(G-4) 特定の αの値が設定されていたならば，目的関数の値を計算する

ことができる。さらに，さまざまな組合せを，(X+α5)の値の減少する順に並

べることができ，この和がもっとも小さくなる選択肢を最適化されたものとし

て選ぶことができる。かわりの方法として，考慮、したさまざまな組合せを，X

の値の増加するJI買(そして，おそらく Sの値の減少する順)に並べることがで

きる。そして， 107項で与えた不連続な変数の場合の最適化のための簡単な式
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を，並べられた組合せの各対に適用することができ， 108項で述べたように，次

第に高いレベルの放射線防護を試していき，次式が αより低く，かつもっとも

高くなるところでやめる反復法を行うべきである。

BX-AX 
BS主-ASCE

(G-5) 放射性同位体診断手順に関するこの簡単な例においては，診断情

報の質で表されるこの行為の便益は，放射性核種および測定機器が変わっても

一定であり，したがって，達成される放射線防護のレベルが変わっても一定で

あると仮定した。これは，他の型の検査，と くに照射レベルにより質が影響を

受ける X線診断においては，あてはまらないかもしれない (179項以降を参照)。

さらに，この例では，用いる核種の必要量の生産に由来する集団線量預託は，

代替手段の選択肢により変化しないと仮定した。



(122) 

付 録 H

天然ガスの家庭内使用における放射線防護の

最適化の例

(H-l) 天然ガスを家庭内で使用する場合の放射線防護の最適化の一例を

示す。定義すべきソースタームには，放射性物質を含む天然ガスの生産率 Q，

および使用場所での平均濃度で表した放射能含有量 Cがある。したがって，A

=QCが，ソースターム，すなわち，ガスの家庭内使用における異なる経路から

の集団の被曝にかかわる毎年の総放射能である。Rhを暖房のための一人当たり

の平均ガス消費率，Rcを炊事のための一人当たりの平均ガス消費率，Rnhを家

庭でのその他の用途(たとえば，湯わかし器，冷蔵庫，および衣類乾燥機)の

対応する値とすると，被曝する個人の数，Nは次のようになる:

N=Q  
Rh+Rc+Rnh 

(H-2) 地下核爆発により刺激されて出てきた，天然ガス中に含まれるト

リチウム，あるいは天然ガス中に存在するラドンおよびその娘核種に対して適

用されたこの問題に関する研究により，直接の被曝のみを考えると，排気口の

ない器具またはヒーターからのガス燃焼生成物に対する家庭内での被曝が，決

定被曝経路であることが明らかにされている 3)。もう一つの決定経路は，このガ

スを使って調理された食物の経口摂取であることがある。これは，地下核爆発で

刺激されたガス井戸からのガスの場合にはとくに重要でトある。したがって，平

均個人実効線量当量 HEは，吸入 (HE，)および汚染ガスを使って調理された食

物の経口摂取 (HEf)の二つの寄与の和である:
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HE=HEi+ HEf= C(Rh+ Rc+ Rnh)Fdi+CRcFdf 

ここで，Fdiおよび Fdfは，それぞれ，吸入および経口摂取についての線量換算

係数で，線源となるガス中の Bq当たりの Svで表される。そして，対応する

集団線量預託は次のようになる:

S乍=N(HEi+HEf)=NC[(Rh+ Rc+ Rnh)Fdi+ RcFdf] 

QC 
n ， :，:V ， n [(Rh+ Rc+ Rnh)Fdi+ RcFdf] 
Rh+Rc十Rnh

S主=QC(九 +Rc}
¥' ai' Rh+Rc+Rnh' afj 

(H-3) 他方，ガス処理および精製のための設備費用は，次のように表す

ことができる:

X=X1+X。

ここで，X1は設備費用:

X。は保守，エネlレギー，および労働力を含んだ操業費用である。

(H-4) 技術的内容の章で述べたように，多くの最適化の過程は段階的で，

Xおよび Sの両方とも連続変数でなく，不連続である。この場合には， 107項

で示したように， BX>AXおよび，BS主<ASCEとなるようなガスの処理および精

製についての選択肢 A とBを考察すると，最適化の条件は:

α
 

/
〉

一?
E

X
一
r
A
A

一A
A--一

r
h

一
E

r
ν
A

，-
Fし》

L
E
 のとき満たされる。その他すべての使用条件が変化しないとすると，最適化の

過程における支配的なパラメータは，ガスの処理および精製システムの費用と，

それに対応する，ガス中の着目放射性核種の使用場所における平均濃度である。

これらは次のようになる:

AX=X/，+XOA 

BX=X[.+ X O• 
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SCE=QCAlFd+Rc) 
¥' a，' Rh+Rc+Rnh' afJ 

5cE = QCB(九+Rc}
¥' a， ' Rh+ Rc + Rnh ' afJ 

CAおよび CBはそれぞれ，条件 Aおよび条件 Bの処理および精製を行ったガ

ス中の着目放射性核種の平均濃度である。

(H-5) したがって，最適化の条件は次の式により満たされる:

(XI，-XJ，)十(XO，-XOA) ~ 
~、主α

(CA-CB)Q(九+一一」L--Fdf)
¥' a，' Rh+Rc+Rnh' afJ 

(X/，-XJ，)+(XO，-X。)~ r. (~， Rc ~ ¥ 
A 三二 Qα(Fd，+n I 

;"c 
I n FdfJ CA-CB ~"'~\' a，' Rh+Rc+Rnh' afJ 

もし，三つ以上の選択肢があるときには， 108項で示した過程のどれかを用いて

最適化を達成しなければならない。
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記号リスト

α 単位電気エネルギー当たりの電気料金。

am 年金係数;すなわち割引率 yのときの n年聞を通じての割引係数

の合計。

A 放射性物質の流入率または流出率。

Aik 封じ込め装置 hからの放射性核種 iの漏洩率。

Ai 年聞に放出される可能性のある放射性核種 iの放射能。

b 単位体積の空気を循環し調節するために必要な電気エネルギー。

B ある行為の導入による正味の便益。

B(μw) 線量減衰係数 μの物質で作られた厚さ wの遮蔽体の線量ビルドア

ップ係数。

c 単位空気交換率当たりの換気設備の設置費用。

C三 C(∞)平衡状態にある空気中放射性物質濃度。

C(O) 空気中放射性物質の最初の濃度。

C(t) 時刻 tにおける空気中放射性物質濃度。

C 放射性物質の平均濃度。

CEi 排出側でのプロセス流中の核種 tの濃度。

C;( Q) 換気流量率 Qの状態における放射性核種 tの放射能の平衡濃度。

Cli 流入側でのプロセス流中の核種 tの濃度。

Cnr 割引率 7と計画の寿命に相当する期間の数 nに関する資本回収係

数。

d 微分演算子。

di 放射性核種 iの投与量。
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D 除染係数。

Di 放射性核種 iに関する除染係数。

EEC ラドンの平衡等価濃度。

f システムが作動する時間割合。

ん 放射能を線量に変換する線量換算係数。

!t 該当する居在時間係数。

!tJ 被曝する人々のグループjの居在時関係数;グループjの中の個人

が線源からの放射線またはある環境からの汚染に被曝する時間割

止』
口。

!(H) リスクに対する嫌悪的な態度と固または管理上の規則とに依存する

個人線量の関数。

F 平衡係数。ラドンと平衡状態にある娘核種の全ポテ ンシャル αエネ

ルギーに対するある与えられた娘核種濃度の全ポテンシャル αエ

ネルギーの比。

F(S) 集団線量 Sと最大年実効線量当量預託 H本との定量的な関係を表

す関数。

Fd 放射能濃度を線量率に変換する線量換算係数(すなわち，空気中の

放射性物質の単位濃度当たりの，被曝する個人の受げる実効線量当

量率)，被曝する人々の平均年齢に対応した平均値と仮定する。

Fd， 経口摂取に関する線量換算係数ん。

F品 、 吸入に関する線量換算係数!d0 

民 有害な影響 tの期待頻度。

ぁ 有害な影響 tの重篤度を表す係数。

gr 組織 Tに対する有害な影響の重篤度を表す係数。

G 損害。

GH 客観的健康損害。
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GH，! 一人の人に対する客観的健康損害。

h 高さ(遮蔽壁の)。

HE 臓器線量当量の合計すなわち実効線量当量。

HE; 吸入による実効線量当量。

HEr 経口摂取による実効線量当量。

Hgon 生殖腺の線量当量。

HL 該当する線量当量限度，または，その限度の一部分で，ある行為に

対する天井値として監督官庁により割り当てられた値。

Hsk1n 皮膚の線量当量。

Hthy 甲状腺の線量当量。

HT 組織 Tが受ける平均線量当量。

Hz(ω) 放射線防護レベル ωにおける個人の実効線量当量。

H* 最大年実効線量当量預託。

H 線量当量率。

HE 実効線量当量率。

HL 実効線量当量率の誘導限度で，この値を道守することは，該当する

線量限度，または，ある行為に対する天井値として監督官庁により

割り当てられた限度の一部分を道守することが確実であることを意

味するもの。

Hu 最初の最小厚さの遮蔽体の外側表面と接した位置にある仮想的な被

照射体が受けるであろう最大実効線量当量率 (Hu三二HL)。

HE 平均実効線量当量。

HE 平均実効線量当量率。

He 1回の放射性同位体の投与および検査を行うことにより受ける平均

線量。

Henv 作業環境中の放射線レベルによる平均実効線量当量。
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Hp 患者に対する平均線量。

ある与えられた放射性核種。

f ある与えられた被曝者グループ。

j 坑道の単位面積当たりのラドンの発散率。

h 放射性物質のある与えられた封じ込め。

壁状遮蔽体の長さ。

t 放射線防護のある与えられたサブシステム。

L 坑道の長さ。

n n番めの事象:たとえば n年目。

N 個人の数。

Nj グループjの個人の数。

Np 患者の数。

Nw 作業者の数。

N(HE) 線源からの実効線量当量の人口スペクトノレ。

N(HE)dHE HEから HE+dHEの範囲の実効線量当量を線源から受ける人

数。

ρ 坑道断面の周囲の長さ。

ρι 有害な影響 tの発生確率。

ゎ 組織 Tに確率的影響が生ずる確率。

P 放射線防護の費用を除いたある行為の基礎生産費用。

Q 流量率(たとえば換気流量率，ガス流量率)。

Q。 最適換気流量率。

QL 最小限界換気流量率。この値を使用することは線量限度を遵守して

いることが確実で、あることを意味する。

rQ 流量率の増加割合。

rT 組織 Tの単位線量当量当たりのリスク係数。
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R 全身照射の結果としてある有害な影響を受ける(単位線量当量当た

りの)個人の総リスク。

Rh 暖房のための平均の一人当たりガス消費率。

Rc 炊事のための平均の一人当たりガス消費率。

Rnh 暖房および炊事以外の家庭内利用のための平均の一人当たりガス消

費率。

5i 核種 iの単位放射能当たりの集団実効線量当量預託。

5E 集団実効線量当量。

5E 集団実効線量当量率。

S主 集団実効線量当量預託。

5rE 期間 rの不完全集団実効線量当量預託。

50 最適化された放射線防護レベルに由来する集団線量。

時間。

t1， 1分問。

T ある与えられた組織。

U 目的関数。

V ある行為の導入による粗便益。

W 遮蔽の厚さ。

W。 最適化された遮蔽の厚さ。

WT  全身が均等に照射されたとき組織 Tにおけるリスクの割合を表す

係数。

W 短寿命娘核種と平衡にあるラドンの単位放射能当たりに含まれるポ

テンシャル αエネルギー。

WL 作業レベル。鉛-210にまで崩壊する聞に1.3X105MeVのαエネル

ギーを放出するような，空気 11中の短半減期のラドン娘核種の任

意の組合せと定義される。
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WLH 作業レベル時間。

WLM 作業レベル月。

WLY 作業レベル年。

X 放射線防護の費用。

Xa 放射線防護の年間費用。

Xc 放射線防護の初期資本費用。

XF 現在の価値 Xpが，ある与えられた利率で累積した将来の量。

X1 放射線防護の設置費用。

X。 放射線防護の運転費用。

Xp 放射線防護費用の現在価値。

Xs 設置される遮蔽の費用。

Xv 換気の費用。

Xv 遮蔽材の単位体積当たりの設置される遮蔽の費用。

X。 放射線防護の運転費用の率。

Y 損害の費用。

YH 客観的健康損害の費用。

Y1 ;五;… 損害のその他の成分の費用。

α 放射線防護の目的で単位集団線量に割り当てられた金銭的費用を表

すディメンションをもった定数。

β 客観的健康損害以外のその他の損害の成分の単位当たりに割り当て

られた，金銭的費用を表すディメンションをもった定数。

y 割引率。

九 割引率 yにおいて n年目に適用すべき割引係数。

F ピノレドアップ効果を含む実効減衰係数。

。 偏微分演算子。

δ 除染ユニット当たりの費用を表す定数。
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d 有限な増分。

εα ポテンシャル αエネルギー濃度。

Eal' 1分間の成長時間が経過した後の，ラド ンの単位濃度当た りのポテ

ンシャル αエネルギー濃度を表すディメンションをもった定数。

5 除染ユニットの交換頻度。

。 直列に接続された除染ユニットの数。

放射線のある与えられた有害な影響。

x 平衡係数の算定に関係した種々の不確かさを考慮に入れるための

修正係数。

A 崩壊定数。

ん 核種 iの放射性崩壊定数。

μ 線量減衰係数。

υ ある環境または封じ込め装置の体積。

υD 減衰に用いられる体積。

E 除染ユニットの効率。

包 単位作業レベル当たりのラ ドン放射能濃度を決めるディメンション

をもった定数o

q n個の量の積を求める過程。

ρ 遮蔽体の外側表面において，集団内の個人が被曝する平均実効線量

当量率を最大実効線量当量率で割った商。

t ある放射線防護システムの寿命または放射線防護の目的の隔離時間。

九，B システム A，Bの隔離時間。

ゆ 坑道の断面積。

x 換気されている坑道中の空気の移動距離o

v 拘束関数。
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ω 放射線防護レベルを表すパラメ ータ。

ω。 ωの最適値。

写 n{固の量の和を求める過程。

S 理想的なインフレなしの通貨の単位。

US$ アメリカ合衆国のドル。
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